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特集：社会保障の政策形成と施行と運用―法的な側⾯から考える

生活保護基準の法形式とその効果

嶋田 佳広＊

抄 録

生活保護基準に対する法的統制が課題となっているが，同時に，生活保護基準が厚生労働大臣による
告示として長年運用されてきていることの意味についても考えなければならない。現状は歴史的経緯
によるところが大きく，必ずしも法的な必然性があって告示形式が用いられているとはいえず，別の在
り方についてもかねてから議論がある。保護基準の設定にはそれ自体の特殊性が備わっているとして
も，現行法の規定を，大臣の広範な裁量を許す趣旨として捉えるのではないのはもちろん，国民生活に
おけるセーフティネットや国家のナショナルミニマムといった視点も交えて，制度全体の民主性や正統
性を確保する方向で検討していくことが求められる。他の社会保障制度との比較などを通じた問題の
相対化も有用である。

キーワード：生活保護，保護基準，告示，行政立法，法的統制・訴訟

社会保障研究 2023, vol. 7, no. 4, pp. 306-319.

Ⅰ 保護基準にかかる法的統制の進ḿ

2013年度以降に実施された生活保護（生活扶
助）基準の引き下げに対して，全国29地裁で訴訟
が提起された。2023年1月段階では，9つの地裁
（判決の言い渡し日順に，名古屋，札幌，福岡，京
都，金沢，神戸，秋田，佐賀，仙台）では原告側
の敗訴，対して4つの地裁（同じく，大阪，熊本，

東京，横浜）では原告側の勝訴と，結論が分かれ
ている1)2)。2023年以降は，宮崎地裁で2月10日に
言い渡しが予定されているのを皮切りに，そのほ
かの地裁でも続々と判決が出される見通しとなっ
ており，さらに高裁レベルでは大阪高裁（大阪地
裁の控訴審）が4月14日に判決を言い渡す予定で
ある。本稿締め切り時点では，各地裁や高裁でど
のような判断がなされるかはまったく予想もつか
ないが，大阪や東京といった比較的大きな地裁で

＊龍谷大学 教授
1) 直近の批評として，常森裕介「生活保護基準引下げ処分取消等請求事件（大阪地判令3・2・22賃社1778号22頁，
判時2506・2507号20頁」）賃金と社会保障1816号（2022年12月）57頁以下。
2) 一連の訴訟とも関連する最近の論考として，松本奈津希「専門的知見との整合性要請と憲法25条［令和4.5.25熊
本地裁判決他］」賃金と社会保障1814号（2022年11月）2頁，巽智彦「憲法訴訟の醸成：実務と学説が導く可能性
（18）生活保護基準の改定に係る厚生労働大臣の裁量の範囲について」法律時報94巻12号（2022年11月）110頁，稲
森公嘉「生活保護基準改定の法的統制」週刊社会保障3174号（2022年6月）42頁，嵩さやか「生活保護基準改定に
おける裁量と司法審査」週刊社会保障3179号（2022年7月）24頁など。

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 4306



0104_社会保障研究_【嶋田】_PK.smd  Page 2 23/03/23 18:55  v4.00

勝訴するなど，流れのようなものはできつつある
ともいえる。
通知通達の読み込みにかかる生活保護の運用の
問題や，近年では自動車保有や稼働能力活用につ
いてなど，保護を求める側からの訴訟では原告側
の請求が認容されるケースが増えてはいるもの
の，制度のいわば中核部分についての司法審査に
あっては，裁判所の姿勢はなおも慎重であり（例
えば外国人の保護受給権についても，解釈上の問
題や政策上の方針が絡み合っており，あえていう
なれば “前向きに覚醒した” 判決は見られない状
況である），実際，加算訴訟では一つの例外3)を除
いてすべて敗訴となったことからすると，拮抗し
ているとまではいわずとも，それなりに勝負に
なっている－13の地裁で4勝9敗という「戦績」を
軽んずべからず－。後続の結果次第ではあるもの
の，2023年内にはもしかすると趨勢が見えてくる
かもしれない。
基準設定者の側で，ややもすると裁判の旗色が
思わしくないと判断せざるを得ないような状況に
なったとして4)，それでも最高裁まで争いを継続
する可能性は大いにある。形勢がどちらともいえ
ない状況が続き，とりわけ高裁段階での判断が大
きく割れるような事態になれば，最高裁が判例統
一のようなかたちで動き出すことも考えられる。
そうなったらそうなったで，最高裁の判断が示さ
れればその有する意味は極めて重く，理論的にも
実務的にも大きな影響を与えるに違いない。判例
百選のラインナップも入れ替わりは必須である5)。
ただしそうなるのはもう数年先であろう。ある

いは，政治的な決着が図られる可能性も捨てきれ
ない。実際，生活保護基準のうち，老齢加算およ
び母子加算の削減・廃止について争われた一連の
訴訟においては，政権交代の関係もあって母子加
算復活の運びとなり，母子加算部分にかかる訴え
は取り下げられた。理論的には，老齢加算と母子
加算は異なる加算なので，その縮減廃止に対する
評価が常にパラレルになるわけではなく，最高裁
判例6)で示されたような一般論がたとえ両加算で
設定されたとしても，あてはめの段階で結論が異
なったかもしれないことを思うならば，もし訴訟
が継続していれば（ただしこの前提は母子加算の
復活なかりせば，という点にあるので，経緯はど
うあれ母子加算の消除により保護費を減額された
被保護者の立場からすれば首肯しがたい仮定であ
ることはその通りであり，あくまでイフのレベル
であると理解されたい），事案の性質に応じて，基
準の上げ下げや加算の増減についてより理論を深
める機会になった可能性はあろう。障害者加算な
ど金額や規模の大きな加算の今後を考えれば，本
体基準と加算との関係をそもそもどう考えるのか
という，日本の保護基準の作りにかかるメタの問
題ともつながってこよう。

Ⅱ 告示としての生活保護基準

いずれにしても，生活保護（生活扶助）基準の
あるべき論が争われている点においては，加算で
あれ本体基準であれ，様相は変わらない。他方，
一連の訴訟で正面から争われていないのが，基準

3) 福岡高判平22・6・14民集66巻6号2505頁。
4) 判決の効力との関係でいうと，下級審における原告請求認容判決と棄却判決が，上訴されることなくそれぞれ
確定した場合，客観的には同じ一つの保護基準が適用される場合とそれが否定される場合とが併存することにな
り，考える素材としても興味深い。もちろん，保護基準は同じでも適用の際の判断が分かれた結果である，とい
う整理も可能であろうが，一連の訴訟では保護基準の引き下げそのものが攻撃されている（保護基準は引き下げ
られたとしてもその保護基準をこの個別ケースについては当てはめるべきではない，なぜならば・・・，という訴
えが前面に出ているわけでは必ずしもない）以上，政治介入の可能性をとりあえず措くならば，理論的には対世
効の有無を視野に入れながら（さらにはこの種の訴訟の争い方そのものについて立法論も交えつつ）議論を深め
ていくべきであろう。
5) 実務上も理論上も，生活保護基準の法的統制にかかる議論は実際大きく進展している。近時の整理として，豊
島明子「生活保護基準改定に係る裁量審査の深化 熊本地方裁判所2022（令和4）年5月25日判決を念頭に」賃金と
社会保障1811・1812合併号（2022年10月）52頁以下。
6) 最三小判平24・2・28民集66巻3号1240頁〔東京〕，最二小判平24・4・2民集66巻6号2367頁〔福岡〕参照。

生活保護基準の法形式とその効果 307
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の法形式（告示としての生活保護基準）である。
法的にいうならば，生活保護基準はなぜ告示され
ているのか，告示になっている意味は何なのか，
告示でないなら何が適当なのか，告示であること
が（最低）生活保障という目的との関係で何らか
の影響を有するのか，紛争や訴訟との関係ではど
うか，といった，制度論的には公的扶助の総論に
属する問題群である。確かにこれらの論点自体を
裁判で直接問うことは難しいであろうから，学術
的な議論が求められる分野ということになろう。
さりとて，なぜそれを，わざわざこの時期に問
う必要があるのか。なかなか難しいところである
が，現況に鑑みるのであれば，一つは，生活保護
制度の重要性や，生活保護基準の持つ意味（の広
がり）に，その根拠を求めたい。コロナ以降，日
本社会の貧困がなおいっそう深刻となり，しかし
て生活保護の利用が劇的に増加するには至ってい
ない。予想される膨大な漏救の存在は，最低生活
保障制度の存立を揺るがす大問題である。他方，
例えば基準訴訟のニュースがネットで流れるたび
心ないコメント欄でᷓれるのを見るにつけ，社会
の分断の強まりも看取される。このようなことで
果たしてよいのだろうか。その限りでは，人々の
生活において本来は身近な仕組みであるはずの生
活保護を，国民（ひとまず国民としているが外国
籍の者を排除する意図ではない；以下同じ）に
とってより利用・活用しやすいものにしていく努
力が欠かせず（まして申請主義を標榜するのであ
れば，制度に対する理解が国民の側において成立
していることが大前提であろう），その努力の一
端には，現行法の在り方を不断に見直していくこ
とも含まれるはずである。そして生活保護が届い
ていない人々の存在を思うなら，方向としては
「わかりやすい生活保護（＝この場合は最低生活
保障と自立支援を含む）」をあらためて目指して
いくべきではないか。法律を見ても保護が果たし
てどれだけ利用できるのかよくわからず，あるい
は金額が明記されてもおらず，基準額表などにた
どり着ければなんとなくはイメージできるもの
の，それを誰が責任を持って決定しているのか
や，受け取る保護費では生活できないと思ったと

きにどうすればよいのか，裁判はできるのかな
ど，一般市民の目線で現在の有り様を問うことも
そうした作業の一環である。
一方で，生活保護基準それ自体は，現行法の制
定から70年余を経るなかで，いちおうは安定して
いるようにも思える。今更になって，例えば告示
ではなく法律に書き込めなどと言い出しても，無
用な混乱を招くだけかもしれない。確かに，保護
基準には理論的に難解な論点も多く存在するし，
ゆえに専門的技術的な側面を否定できず，あるい
は政策的な判断もときには求められよう。さりと
て，生活保護が直接的には生活に困窮する者を対
象とするのではあるけれども，とりわけこの時代
にあって誰もが生活に困窮するかもしれず，その
限りでは誰も生活保護に無関係ではないのであ
り，すなわち，生活保護制度の今後を議論するに
際しても，日本で生活する自分たちにかかわる社
会保障，生活保護であるという国民の側の意識や
関心はやはり重要であると思われ－コロナだけで
なくこれからどのような危機が襲来するのか誰に
も予想できず，そうであるからこそ，少なくとも
最低限度の生活は保障されるはずだという主観的
な認識とそれにふさわしい実態が成立してこそ，
まともな社会生活が営んでいけること（セーフ
ティネットの側面），また基準の引き下げにおい
て明らかとなったように生活保護基準は各種の福
祉的な措置（就学援助が典型）と連動しており，
あるいは最低賃金の議論においても生活保護との
整合性が法律でうたわれるなど，受給するしない
にかかわらず生活保護制度の存在そのものが客観
的に日本社会の底抜けを防止する機能を果たして
いること（ナショナルミニマムの側面）を想起せ
よ－，まして国民主権の世の中である以上，民主
的な正統性との関係でも，法律ないし法制度の在
り方を国民との関係で，国民との距離感から考え
る意味は決して少なくないのである。
かかる次第で，生活保護基準が告示という形態
をとっていることの意味をいくつかの側面から考
察してみることとする。

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 4308
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Ⅲ 現行法制における保護基準の告示

1 現行制度の確認
生活保護基準は，周知のように，生活保護法

（以下，単に法）8条により定められている7)。
（基準及び程度の原則）
第8条①保護は，厚生労働大臣の定める基準によ
り測定した要保護者の需要を基とし，そのうち，
その者の金銭又は物品で満たすことのできない不
足分を補う程度において行うものとする。
②前項の基準は，要保護者の年齢別，性別，世帯
構成別，所在地域別その他保護の種類に応じて必
要な事情を考慮した最低限度の生活の需要を満た
すに十分なものであつて，且つ，これをこえない
ものでなければならない。
この種の検討をおこなううえで小山にḪること
はある意味で常識でもあるので，ひとまず解釈と
運用の8条にかかわる部分8)をみると，告示という
方式が用いられる点に関して以下のような記述が
ある。すなわち，
・要旨の一つとして，「第一 保護の基準は，厚生
大臣が定めること。」
・その理由として，「（一）保護の基準は，旧法に
おいては形式的には厚生大臣の認可を受けて都道
府県知事が決めることになつていた（旧施行令第
一〇条）。新法を制定する際にこれを厚生大臣が
直接定めることとしたのは，保護の基準をどう決
めるかがこの制度の性格をも決定する重大な問題
であること及び保護の基準における地域差の問題
は保護の基準の内容に関する問題であつて厚生大
臣が直接に決めても十分解決可能な問題であるこ
と，特に，社会保障の理念に立ち国の直接責任を
徹底させる立場を採れば技術的に不可能でない限
り国の責任者たる厚生大臣が直接決める建前を採

ることが望ましいこと等の点を考慮したからであ
る。
なお，生活保護の基準をどう決めるかは国家財
政に影響するところが大きいから厚生大臣が大蔵
大臣と協議して決めるべきだという意見もあつた
が，この事務に対する終局的な責任者を明確にす
るためには厚生大臣のみとすべきだとする意見が
採択され現在のようになつたのである。」
「（四）保護の基準を法文上明確に規定することが
できないとすれば，その決定に対し国民の声を反
映させるために特別の審議会を設けよという意見
が極めて強力に衆参両院から述べられた。両院の
公聽会における意見にもこれに触れているものが
多かつた。この意見には傾聽に値するものがあつ
たが，厚生省当局側としては，保護の基準は飽く
Ἤ合理的な基礎資料によつて算定さるべく，その
決定に当り政治的色彩の混入することは厳に避け
らるべきこと，及び合理的な基礎資料は社会保障
制度審議会の最低生活水準に関する調査研究の完
了によつて得らるべきことを説明し，且つ，社会
事業審議会に部会を設け実際の運用に当りその趣
旨を生かすことを言明して了解を得た次第である
が，問題は残つているようである。」
・「厚生大臣の定める基準」の解釈として，「（1）
一般的には各種類の保護について定められ告示さ
れるのを例とする（一般基準）。このほか特別の
場合に定められる特別基準がある。これはその場
合限りのものであつて特に告示されない。これら
はいずれも第二項の要件を満たすものでなければ
ならない。」
・運用については記載はない。
以上を要するに，旧法（1946年の生活保護法）
との関係では，都道府県知事から厚生大臣に権限
を集約し（垂直的な整理），大蔵大臣との協議制は
とらず（水平的な整理），特別の審議会などの設置

7) 本稿では直接の関心とはならないが，憲法25条との関係，法8条の実体的・手続的な規範内容について，憲法学
の立場から精力的な解釈論が展開されているので，一連の訴訟における理論的問題を深めるためにもぜひ参照さ
れたい。笹沼弘志「憲法とその具体化としての生活保護法の解釈－大臣による保護基準改訂とそれによる保護費
減額処分に関する法的統制について（全3回）」賃金と社会保障1739号（2019年10月）4頁，1740号（2019年10月）
27頁，1741号（2019年11月）40頁。
8) 小山進次郎『生活保護法の解釈と運用』166頁以下。
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が見送られた理由として政治から距離をとるべき
ことが挙げられ（中立性の側面），さらには，審議
会での調査研究により資料を得べきこと（科学性
の側面），審議会に部局を設けて実際の運用で趣
旨の実現を図っていくこと（運用（の積み重ね）
への期待）が述べられている。ただし問題が残る
ことも認識されている。また形式として告示が言
明されているが，特別基準は告示しないとしてい
るところからみると，一般基準が基本的なルール
として告示（公開）される一方で，特別基準はそ
のケース限りでの運用である，という整理をしよ
うとしたものであろう。
1950年の現行法制定時点においてすでに国民の
声の反映が課題であることが認識されているこ
と，にもかかわらず70年以上この課題が解決され
ていないことにあらためて驚きを禁じ得ない。し
かし逆にいえば，少なくとも一頃までは，政治の
介入などから距離を置き，基礎研究をもとにしな
がら生活保護基準の前進向上が図られてきたのだ
ともいえようか。実際，マーケットバスケットか
らエンゲル，格差縮小，水準均衡，というように，
保護基準の設定にかかる手法やそれを支える知見
が，厚生省内の運用で積み重ねられ，かつブラッ
シュアップされてきたのである。
上述を踏まえると，告示か告示でないか，とい
う議論の立て方も一つであるが，告示だとしても
その告示がどのような告示なのかも重要である。
すなわち，まともな説明もなくただ金額が数字と
して書かれているだけの告示と，運用の積み重ね
で内容的に科学的合理性を備えた告示とでは，自
ずから重みは違ってくるのではないか，というこ
とである。この点は民主的正統性とも関連してく
る。小山の記述をよく読むと，「決定に対し国民
の声を反映させるために特別の審議会を設け」る
可能性があった，というだけで，いわゆる「特別
の審議会」なるものが本当に国民の声を反映でき
るのか，その担保はあるのかなどがこの記述で詰
められているわけではない。また，国会が直接法
律によって基準を決定するという意味でのオルタ

ナティブに言及しているわけでもない。そうした
限界を踏まえつつも，国民の声を可能な限り反映
した告示か，そうした回路を経ないで厚生大臣が
主として決定するものとしての告示か，という問
題も，発展的には指摘可能であろう。

2 法形式としての告示
法令の用語としては，ひとまず辞典をみると，

“「告示」や「公示」は，ともに公の機関が決定した
事項その他一定の事項を公式に一般に知らせるこ
とをいう。” とある9)。制定法上の用例では，作用
の名称として用いられることもあれば（例とし
て，都道府県以外の地方公共団体の名称の変更に
ついて，地方自治法3条7項「前項の規定による通
知を受けたときは，総務大臣は，直ちにその旨を
告示するとともに，これを国の関係行政機関の長
に通知しなければならない。」），その一般に知ら
せるもの・ことの名称を指す場合もある（例とし
て，国家行政組織法14条1項「各省大臣，各委員会
及び各庁の長官は，その機関の所掌事務につい
て，公示を必要とする場合においては，告示を発
することができる。」）。告示をすることが法的効
力と連結している例も見られる（都道府県の廃置
分合・境界変更にかかる内閣の承認について，地
方自治法6条の2第5項「第一項の規定による処分
は，前項の規定による告示によりその効力を生ず
る。」）。告示は，国であれば官報，地方公共団体で
あれば公報に掲載される。
生活保護法では，医療機関を指定した場合の告
示（法49条と関連する法55条の3）について用例が
ある。下位規範では，例えば保護に関する事務の
委託（法19条）に基づいて委託をした場合はその
旨を告示すること（生活保護法施行令1条3項）と
いった定めがある。
保護基準については，法律では，「厚生労働大臣
の定める基準」としか書かれておらず（法8条1
項），その内容をどのようにオープンにするかま
では定められていない。現行の法制度で告示が長
年用いられているのは，以下に述べるように，歴

9) 田島信威『最新 法令用語の基礎知識（3訂版）』（ぎょうせい，2005年）260頁以下。角田禮次郎ほか編『法令用
語辞典第10次改訂版』（学陽書房，2016年）278頁も同様。
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史的経緯にもっぱらよるものと思われる。
すなわち，旧生活保護法（以下，単に旧法（こ
れに対して現行生活保護法を新法ということがあ
る））では，保護の種類を掲げる旧法第11条におい
て，同2項「前項各号の保護の程度及び方法は，勅
令でこれを定める。」とあり，委任立法として勅令
を予定していた10)。それが（旧）生活保護法施行
令（昭和21年勅令第438号）であり，さらに「保護
のため支出する費用，生活保護法第十七条第一項
の葬祭費及び同条第二項の規定による葬祭のため
支出する費用の程度は，厚生大臣の認可を受け，
地方長官がこれを定める。」（旧法施行令10条）に
よって，（先の小山の言及にあるように）地方長官
に権限が委ねられていた。地方長官（地方自治法
の施行後は都道府県知事）はこれを告示していた
ようである11)。
1950年に新法と入れ替わりになるまで，勅令へ
の委任と都道府県知事への授権という枠組みは変
わらなかった12)。また，保護基準の実質的な決定
者は厚生大臣であったようである13)。
いずれにしても，法文上，決定者として厚生大
臣が出てきたのは，やはり法8条14)が登場してから

である15)。繰り返しになるが，厚生大臣の定めた
基準がどのような方式で公にされるかについて
は，告示をもっておこなうとの特段の定めは法に
はない。それでも，予想の限りではあるが，形式
的な権限行使に過ぎないとはいえ，各都道府県知
事による告示がいちおうは続いていたこととの関
係で，新法施行後も告示という形式が引き続き選
択されたのであろう。

3 告示の法的性質？
この点もものの本によると，「告示の形式でな
される行為は，法規命令，行政規則，一般処分，
事実行為など様々の性質のものを含んでおり，そ
の法的性質は個別的に判断されねばならない。」16)

という。それはその通りである。
行政法の教科書類では，いわゆる行政立法のう
ち，法規命令の例として，保護基準の告示がよく
挙げられている17)。これらは，行政立法という枠
組みをいちおう立てたうえで，私人の権利義務と
の関係で法規命令と行政規則に二分した場合の位
置づけの問題に引きつけた説明である。すなわ
ち，保護基準が私人の権利義務に直接関係し，言

10) 旧法11条は，形式的には前身の救護法10条2項「前項各号ノ救護ノ範囲，程度及方法ハ勅令ヲ以テ之ヲ定ム」を
踏襲したものである。
11) 戦後間もない時期の公報ではあるが（古い資料なので全文検索が難しく，たまたまたどり着けたものである），
三重県でその例が見つかった（三重県告示第339号，昭和22年8月13日第5813号）。https://www.pref.mie.lg.jp/
common/content/000367806.pdf
12) この間の保護基準の内容変遷については，菅沼隆『被占領期社会福祉分析』（ミネルヴァ書房，2005年）193頁以
下参照。
13) 旧法制定にあわせて，昭和21年9月16日厚生省発社第107号各地方長官宛厚生省社会局長「生活保護法による保
護等のために支出する費用の程度に関する件」が発せられている。その後の改定では，基本的に通知をあらため
て発出しそれが各都道府県知事による権限行使によって内容上反映されていくことで，保護基準が改定されて
いったと思われる。第10次改定までは旧法下で進行し，第11次改定（昭和26年5月1日厚生省発社第47号各都道府
県知事宛厚生事務次官通知「生活保護法による保護の基準改訂について」）以降は新法（現行法）に属するが，質
的に大きな変化があったのは第8次改定である。岩永理恵『生活保護は最低生活をどう構想したか－保護基準と
実施要領の歴史分析』（ミネルヴァ書房，2011年）58頁以下参照。
14) 笹沼・賃金と社会保障1740号27頁以下が詳しい。
15) 厚生大臣だけが決定していたかどうかは，政治過程を見なければ判断できない。篭山京は，厚生大臣と大蔵大
臣との予算折衝における協議によって定まるのが通例であると記している。同『公的扶助論』（光生館，1978年）
43頁。
16) 高橋和之ほか編集代表『法律学小辞典第5版』（有斐閣，1999年）429頁。
17) 例として，塩野宏『行政法I（第6版）』（有斐閣，2015年）108頁，112頁，高木光『行政法』（有斐閣，2015年）
100頁など。原田尚彦『行政法要論（7版補訂2版）』（学陽書房，2012年）114頁も同様であるが，行政による法律の
補充作用の一環として行政立法をとらえている。「法定の細目的行政立法」とするものもある（大浜啓吉『行政法
総論第四版行政法講義I』（岩波書店，2019年）165頁）。
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い換えれば外部効果を持つことが一般的な学説で
は承認されていることが示されている18)。
ただしこの点は，「保護基準が告示だから」法規
命令に分類されるとしているのではなく，「私人
の権利義務を規律する性質を有する保護基準だか
ら」法規命令であると考えていることを意味して
いる。すなわち，告示であること自体には，保護
基準の法的性質を考えるうえではポイントはおか
れないことになる。そうなると，告示であるかど
うかはあまり問題にならないようである。
では保護基準を告示しない可能性はあるのか。
形式的には，法8条が明文で告示を要求している
わけではなく，すなわち法規命令（委任命令）と
しての保護基準の設定については，厚生労働大臣
が定めさえすれば，告示以外の選択も理論上は排
除されない19)。
この点で，保護基準の持つ意味の重要性に鑑み
て，少なくとも省令事項とすべきという主張があ
る20)。さらに踏み込んで，立法の迅速，柔軟性を
害しない範囲で保護基準に関して具体的な法律の
定めを求める見解も存在する21)。加えて，立法論
としては，厚生労働大臣の裁量を抑制する観点か
ら，立法府が保護基準の基本的部分を決定するこ
とを前提に，専門的知識の動員とならんで国民的

合意の形成を諮るべく，例えば，第三者機関が最
低生活水準を判定し，行政は保護基準決定におい
てその決定を尊重する義務を負うようにする方式
が唱えられている22)。韓国では実例がある23)。

4 行政手続法との関係
生活保護法における保護基準の設定が告示形式
によることが固定して以降，事後的に生じた現象
ではあるが，行政手続法（以下，単に行手）との
関係についても一考の余地はある。行政手続法
は，1993年の制定時点では行政立法に関する定め
を有していなかったが24)，その後の法改正におい
て，「意見公募手続等」の章が起こされ（2005年公
布，2006年施行），命令等を定める場合の一般原則
行手38条）などが明文化された。
保護基準に照らしてみると，行手2条（定義）の
レベルでは，「命令等 内閣又は行政機関が定め
る次に掲げるものをいう。」（同条8号）のうち，
「イ 法律に基づく命令（処分の要件を定める告
示を含む。次条第二項において単に「命令」とい
う。）又は規則」に保護基準が該当することは問題
なく，行手3条による適用除外も及ばないため，行
手38条の段階では，同条の規律がひとまず保護基
準設定にも及ぶと考えて差し支えない。ただし行

18) なお，法規命令に関してなされるもう一つの区別としては，委任命令と執行命令の問題があるが，保護基準が
権利義務の内容を形成し，かつ，法の委任が明文で存在する（法8条1項）ことからしても，前者であることに疑い
はない。
19) 宇賀克也「行政法概説I（第7版）」（有斐閣，2020年）311頁；小早川光郎『行政法 上』（弘文堂，1999年）110
頁。
20) 行政法学説では，大橋洋一『行政法I（第4版）』（有斐閣，2019年）132頁以下；社会保障法学説では，菊池馨実
『社会保障法（第3版）』（有斐閣，2022年）326頁，加藤智章ほか『社会保障法（第7版）』（有斐閣，2020年）389頁
以下〔前田雅子執筆部分〕も参照。ちなみに，告示か省令かは単なる選択だけの問題でもないようである。芝池
義一『行政法総論講義（第4版補訂版）』（有斐閣，2006年）14頁以下は，告示には実務上法律の委任は必要とされ
ておらず，省議も不要であって，効力は省令に劣るとされると指摘している。
21) 笠木映里「社会保障法と行政基準」社会保障法研究第3号（2014年3月）3頁，8頁。
22) 阿部和光『生活保護の法的課題』（成文堂，2012年）253頁，256頁以下。片岡直「最低生活基準の今日的課題」
日本社会保障法学会編講座社会保障法第5巻（法律文化社，2001年）227頁以下も，議会の関与および国民の参加保
障を説く。
23) 1999年実施の国民基礎生活保障法では，中央生活保障委員会という審議会が最低生計費の決定について審議，
議決することを前提に，保健福祉部長官が最低生計費を決定，公表するという方式によっている（同法6条，20
条）。
24) 行政手続法がその出自において行政立法手続にそもそも無関心であったというわけではないようである。法案
に至るまでの経緯については，小早川光郎編『行政手続法逐条研究』（有斐閣，1996年）24頁以下。告示などの形
式の多様性，実際の政策形成過程・政治過程の複雑さ，審議会の位置づけや法的規律の及ぼすべき範囲など，結果
的に成法に至らなかった原因やハードルについての指摘は興味深い。
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手38条1項が定めている内容は，いってみれば当
たり前の話であるので－法令の趣旨に適合するよ
うに命令等を定めるのは法治国家である以上当然
の事理であり，行政手続法の規定の有無には関係
なく，法令に適合しない命令等は違法であって裁
判所により効力を否定される－，保護基準の内容
形成に直接の影響を及ぼすとまでは解されない。
保護基準は直接的には生活保護法に基づいて設
定・改定されるものであり，ゆえに生活保護法が
根拠規範であって，行政手続法のような規制規範
がそれに取って代わるものでもない。とはいいつ
つ，同時に行手38条2項は，社会経済情勢等の変化
を勘案し，内容についての再検討を求めており，
努力義務に過ぎないとはいえ，適正確保により意
を尽くすことが行政機関に要求されている点は，
単に当然だと見なすにはもったいない意味内容を
含んでおり，注視すべきであろう（意見公募手続
きは適用されなくとも，行手38条は変わらず適用
される）。
しかしいずれにしても，保護基準の設定（2005
年改正行政手続法施行以降の事象であるので，保
護基準の改正というべきであるが）については，
意見公募手続（行手39条以下）はとられていない
ようである。e-govのパブリック・コメント
https://public-comment.e-gov.go.jpで検索してみて
も，ヒットしたもので最も古いものが，「「生活保
護法による保護の基準の一部を改正する件（平成
19年厚生労働省告示第127号）」について」である
が，これによると，意見公募手続を実施しない理
由として，「生活保護の基準は，国民の消費動向
等，社会経済情勢等を総合的に勘案し，毎年度政
府予算に基づいて所要の改正を行っているもので
あり，行政手続法第39条第4項第3号に定める「予
算の定めるところにより金銭の給付決定を行うた
めに必要となる当該金銭の額の算定の基礎となる
べき金額及び率並びに算定方法についての命令等
の施行に関し必要な事項を定める命令等を定めよ
うとするとき」に該当するため，意見公募を行わ
ないこととした。」が挙げられており，すなわち行
手39条4項3号を根拠に手続きはとられていない。
改正の内容によっては，同項8号の「軽微な変更」

が援用されている場合もあるが，手続きを回避す
るという結果は同じである。
かように，保護基準の告示については行政手続
法による意見公募手続きが用いられていないこと
までは確認できるが，それが正しいかどうかは理
解の問題である。担当部局がいう行手39条4項3号
該当性についても，おそらく金銭給付にかかる事
項であるという点にポイントがおかれているので
あろうが，民主的正統性を確保するための別の方
策が予定されているわけではないことに加えて，
加算や本体基準のような重要な改定についても同
様の論理で意見公募が回避され，実際訴訟に至っ
ていることを考えれば，現状には疑問が残る。

Ⅳ 検討

1 告示形式の違憲性？
そもそも国法形式として告示を採用，選択する
こと自体が憲法との関係で問題となることはある
のだろうか。もし生活保護基準を告示することが
違憲であるとすると，憲法98条により，おそらく
「国務に関するその他の行為」としての告示行為
はその効力を失うことになる。これは，告示に書
いてある内容が，例えば保護基準が低すぎるので
最低生活保障に違反して違憲無効だ，という意味
での違憲ではなく，そもそも（たとえ内容的には
最低生活保障水準を満たしていたとしても）ただ
告示であるという理由により，その違憲性が根拠
づけられるような場面を想定している。
直感的には，これを肯定するのはなかなか難し
いように思える。確かに生活保護法自体は保護基
準の設定方式の選択をオープンにしており，必ず
告示でなければならないとはしてはいないが，歴
史的経緯を除いたとしても，大臣が定める基準な
どは往々にして告示されることが多く，告示であ
ることのみを理由に違憲とするならば，ほかの仕
組みも同じ評価を受ける可能性があり，そこまで
して告示という形式を葬り去る法的な必然性，必
要性はいまのところ見当たらない。もちろん，告
示はしているけれどもそれが実質的にほとんど意
味のないような定め方になっている場合（例えば
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生活扶助基準を漠とだけ定めて，実際の内容を法
的拘束力のない通知通達に任せてしまうような場
合）は，そういう告示は許されないと判断される
可能性はあるが25)，これは再委任の限界の問題と
して処理できるであろうから，違憲性に言及しな
ければ解決しない筋のものでもない。
それでは，ステージを少し上げて，告示が違憲
というよりも，告示に保護基準を委ねている生活
保護法の定め方が違憲である，という主張は成り
立つであろうか26)。この場合は，正確には，生活
保護法で直接保護基準が（別表などで）定められ
ていないことの違憲性と，それを告示に委任して
いることの違憲性との二重構造になる。いずれに
しても，確かに，遙かḪれば恤救規則（明治7年太
政官達第162号）では，「一ケ年米壹石八斗ノ積」
というように米俵の量が直接書き込まれてあり
（ただし実際上は金銭給付である：「救助米ハ該地
前月ノ下米相場ヲ以テ石代下ケ渡スヘキ事」），
（そもそも恤救規則が明治憲法すら誕生する前の
法規であって現在一般的な法的根拠の議論と同列
に判断できるわけではないがいちおうその点は措
く），これはこれでわかりやすいといえる。我が
国の公的扶助法制はその次の救護法を挟んで新旧
の生活保護法へと，段階的にではあるが内容を近
代化させていったとの評価が一般的であるが，こ
と保護基準に関してはむしろ専門性や技術性が強
調されるなかで，行政の大きなテントに覆われて
見えにくくなってきているという一種のパラドッ

クスがあり（すなわち，法規の本文（恤救規則）
→勅令（救護法，旧法）→告示（新法）），それに
対するあらためての法的評価の問題であるともい
える。
当たり前の話であるが，内容がスカスカの白紙
委任は，民主主義や法治国家の原理からして認め
られない。たとえ話であるが，学生の貧困を救済
するなどという目的で「学生手当法」が成立した
として，中身を見てみると，“第一条 学生に学生
手当を支給する。” ，“第二条 学生手当の額は厚
生労働大臣がこれを定める。” だけで法律が終
わってしまっている場合，実質的には行政への白
紙委任であり，我が国の民主的統治構造との関係
でも大きな問題をはらむことになる。このような
無限定の裁量を肯定するような法制度は，むしろ
違憲として撤廃した方が全体としては好ましいと
いう判断もあり得よう。
以上の点からすると，現在の生活保護法のよう
な定め方は，保護基準の設定に関してまったく無
内容なわけではなく，歴史的経緯もあって今は告
示となっているが，その告示であること自体が焦
点というよりは，やはり国民の権利保障や最低生
活保障制度の実現という，社会保障実体法の観点
から，その適否を判断すべきことになろう。

2 訴訟による統制？
その意味では，一連の保護基準訴訟の判決で鏑
矢となった名古屋地裁判決27)は，極めて問題のあ

25) しかし住宅扶助でいうとこの種の懸念は当たらないではない。告示されている住宅扶助一般基準は級地ごとに
13,000円以内ないし8,000円以内であるが，これは事実上機能しておらず，実際には一般基準限度額や特別基準が
適用されている。これらの金額は告示本体に含まれておらず（毎年の生活保護手帳にも記載されない），2015年以
降は，「生活保護法による保護の基準に基づき厚生労働大臣が別に定める住宅扶助（家賃・間代等）の限度額の設
定について（通知）」（社援発0414第9号平成27年4月14日）を基に毎年の額が決められている。実質的に通知で基
準が定められており，しかも厚生労働省ウェブサイトの検索でもヒットしない。こういった基準の定まり方は，
構造上の問題もさることながら，制度の民主制という点でも深刻な問題を抱えている。次の脚注も参照のこと。
26) 定め方が違憲である，という点では，例えばドイツの生活保護制度（社会法典第2編および第12編）において，
住居費給付が基準（金額）として示されず，「適切な金額」というように不確定法概念が用いられ，運用に委ねら
れている（ないしは解釈に開かれている）点について，法律での具体化が欠けており，憲法に定める手続きや憲法
上求められる内容に反しているとして，マインツ行政裁判所が違憲の確信を表明した点が参考となる（嶋田佳広
『住宅扶助と最低生活保障』（法律文化社，2018年）231頁以下参照）。法律の留保にかかるいわゆる本質性理論と
の関係でも，法律の定め方は常に留意さるべきであり，とりわけ法律の占める位置の高い社会保障制度では規定
振りに常に敏感でなければならない。
27) 名古屋地判令2・6・25判時2474号3頁。
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る判断を示している。すなわち，法8条2項所定の
事項を考慮することが義務付けられている，国の
財政事情，国民感情，政権与党の公約等を考慮し
てはならない，との原告の主張について，「憲法25
条の規定を保護基準として具体化するに当たって
は，高度の専門技術的な考察とそれに基づいた政
策的判断を必要とするものであり，厚生労働大臣
が保護基準を設定するに当たっては専門技術的か
つ政策的な見地からの裁量権が認められるという
べきであるところ，前記の政策的判断において
は，国の財政事情，他の政策等の多方面にわたる
諸事情を広く考慮する必要があり，前記の厚生労
働大臣の裁量権もそれらの諸事情を広く考慮して
行使されるべきものであると解される。このよう
な生活扶助基準の設定における厚生労働大臣の裁
量権の性質に照らすと，厚生労働大臣がこれを行
使するに当たり，生活保護法8条2項所定の事項を
考慮することが義務付けられるということはでき
ず，他方で，同項及び9条に定められた事項以外の
事項を考慮することが許されないということはで
きない。」「生活保護費の削減などを内容とする自
民党の政策は，国民感情や国の財政事情を踏まえ
たものであって，厚生労働大臣が，生活扶助基準
を改定するに当たり，これらの事情を考慮するこ
とができることは前記⑴に説示したところから明
らかである。以上によれば，本件各告示による生
活扶助基準の改定には，これを実施する必要性が
存在しており，当時の自民党の政策の影響を受け
たものであるしても，そのことをもって本件各告
示による生活扶助基準の改定が違法であるという
ことはできない。」というのである。
これを要するに，保護基準設定においては，法

8条2項に掲げる考慮要素をいわば無視してもかま
わない，同項や法9条2項に書かれていない事項を

考慮してもよい，ということであり，あまつさえ，
政権党の政策に影響されても問題ないと，政治的
性格を正面から肯定したわけである。
まことに驚くべき判断としかいいようがない。
司法が法律の明文を否定するかのような言及であ
り，これが許されるというならば，究極的には三
権分立の否定，法律による行政の原理の否定にす
らつながりかねない。名古屋地裁のこうした態度
については，原告側敗訴判決を下した後続の裁判
所も事実上これに追随しており，憂うべき状況で
ある。その限りで，高裁は単に2回目の裁判とい
うことではなく，下級審のチェックという重要な
任務を帯びているのであるから，名古屋地裁その
ほかの地裁のこのような姿勢を果たしてとがめ立
てするのかどうか，名古屋高裁ほか各地の高裁の
鼎の軽重が問われよう28)。
話をもとに戻すと，いちおう法の規定があっ
て，手続き的にも実体法上もそれに基づいて告示
が発せられているのであれば，形式の問題だけで
違憲性を話題にするよりも，その内容や判断過程
をつぶさに検討するのがより生産的である。そう
であれば，技術的問題としては，一つは，司法審
査から逃れるような自由なスペースを行政に与え
ることになっていないかどうかを，実定法解釈で
きちんと詰めること，二つには，告示であれ，場
合によっては法律の別表であれ，今般のような引
き下げが起これば29)どのみち訴訟は起こるわけ
で，実際，加算や本体基準にかかる一連の訴訟で
は告示であることが訴訟提起との関係で何らかの
障害になっているわけでもないようであり，その
意味では告示かどうかは相対的な問題であっ
て30)，やはり内容に対する統制手法のさらなる開
発が目指さるべきことが指摘できようか。
そのうえで，生活保護を含む社会保障の在り方

28) 名古屋地裁判決の問題点について，小久保哲郎「裁判所は生きていた！（3）」賃金と社会保障1811・1812合併号
（2022年10月）4頁以下，伊藤周平「生活保護基準の改定と裁量審査」賃金と社会保障1813号（2022年11月）4頁，
17頁以下，笹沼弘志「生存権，呪縛からの解放～～生活扶助基準引下げによる生活保護費減額訴訟」賃金と社会保
障1816号（2022年12月）19頁，40頁など参照のこと。
29) 予断を持つことは避くべきであるが，2013年の引き下げは，それに至る経緯からして，いみじくも名古屋地裁
が指摘したように，その背景において政治的色彩が非常に濃いものであったといわざるを得ない。デフレ調整を
したら保護基準が下がったというよりも，保護基準を下げるという結論を得るためにデフレ調整が方便として用
いられた，というのが実相に近いのではないだろうか。
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を決定するのは，究極的には国民自身である。ゆ
えにこそ，国民は社会保障制度に無関心であって
はならない。もちろんこれは保護基準の設定や改
定をいちいち国民投票にかけることまで意味して
いるのではない。民主的正統性の担保の問題や諸
種の提案も，保護基準の決定には専門的技術的側
面が備わらざるを得ないことを前提に，行政の一
方的決定ではなく，そこに何らかのかたちで国民
の関与を求める，強めることからきているものと
思われる。その限りで，保護基準に関する議論に
おいては，政府ないし政治の問題と国民との関係
を法的に規律する憲法と，行政法総論，そして行
政法各論としての社会保障法，生活保護法とを立
体的にとらえて，発展的に考察を深めていくこと
が欠かせないのである。

3 告示以外の可能性？
少し視野を広げて，ほかの社会保障給付の状況
はいかがであろうか。
社会保障で代表的な金銭給付としては，まず公
的年金が挙げられる。例えば老齢基礎年金は，法
律で「老齢基礎年金の額は，七十八万九百円に改
定率（次条第一項の規定により設定し，同条（第
一項を除く。）から第二十七条の五までの規定に
より改定した率をいう。以下同じ。）を乗じて得
た額（その額に五十円未満の端数が生じたとき
は，これを切り捨て，五十円以上百円未満の端数
が生じたときは，これを百円に切り上げるものと
する。）とする。」（国民年金法（国年）27条本文）
とされており，数字がきちんと書き込まれてい
る。もちろんこれは満額がそうだということで
あって，受給権の有無や満額からの減算いかん
は，保険料の納付実績などから判断され，最終的
には裁定により基本権等が定まるが，それは主と
して個別の受給額の算定プロセスの問題であっ
て，基礎年金の満額が780,900円であるという事
実には変わりがない。

確かに，改定率の存在を侮ることはできず，実
際，令和4年度では777,792円が満額とされている
ように，法律の金額がそのまま当てはめられてい
るものではない。とはいえ改定率の導出も法律本
体の定めるところにより（国年27条の2以下），ま
た算定の結果は，国民年金法による改定率の改定
等に関する政令により公にされるのであるから，
生活保護の基準が告示されるのと比べると，法的
根拠の備わり方には大きな懸隔が認められる。
厚生年金は満額という考え方を採用せず，平均
標準報酬月額に給付乗率と被保険者期間の月数を
乗じて算出するというように比例的な原則に立っ
ているが（厚生年金保険法（厚年）43条1項），改
定率の適用も含めてすべて法律本文で定められて
おり，法的根拠の確かさについては国民年金と同
様である。
年金は生活保護のように最低生活保障を直接の
目的とはしておらず（「生活の安定」国年1条，厚
年1条），典型的なニーズベースドの仕組みである
生活保護のように何がニーズかを判定するために
最低生活保障水準がその都度定められなければな
らないという構造にはなっていない。それゆえ，
法律で金額を確定的に規定ないし算出することに
はストレスは伴わない。しかしながらこの点を踏
まえたうえでも，いかにも厚生労働大臣の裁量に
より保護基準が決定されるかのような生活保護法
の規定振りは，告示という法形式的には下位のラ
ンクによることを措いたとしても，生活保障シス
テムの安定性，公共性，国民にとっての理解のし
やすさ（ただしマクロ経済スライドの意味すると
ころも含めて，年金の改定率なる変数の原理や計
算根拠が法律を読んだだけで理解できるとは思え
ず，その限りでは課題は残るが）といった点で大
きく劣る，ないしは時代遅れになっていることは
否定しがたい。
他方で，年金のような社会保険，あるいは紙幅
の関係で検討を省くが雇用保険や労災のような労

30) 恤救規則は別としても，救護法や母子保護法，軍事扶助法における実質的な意味での保護基準は，勅令（母子保
護法6条4項）や命令（軍事扶助法7条）で定められており，しかしその内容の当否を直接裁判所で争えるかという
と，当時の行政裁判法の運用下ではおそらく難しく，その意味では，新憲法で国民主権に転換し，国や行政に対す
る訴訟が可能になったことは，権利救済の枠組みの重要性を直接間接に示してもいる。

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 4316



0104_社会保障研究_【嶋田】_PK.smd  Page 12 23/03/23 18:55  v4.00

働保険では，財政システムが根本的に異なってお
り，権利の発出原因においても保険料拠出の果た
す役割は否応なく高い。そうなると生活保護との
比較は必ずしも適当でないかもしれない。であれ
ば，同じく租税給付である社会手当においてはど
うか。
我が国の社会手当の代表例が児童手当である。
児童手当は，一時期の子ども手当の時代を挟ん
で，2012年度以降，支給金額については，所得制
限にかかる特例給付の場合を除き，3歳未満は一
律15,000円，小学生までは10,000円（第3子以降は
15,000円），中学生は一律10,000円となっている
（いずれも月額）。1972年に児童手当が実施導入さ
れたときは第3子以降を対象とし，月額3,000円で
あった。その後の増額，範囲拡大を経て，現状に
至っている。
これらの金額はすべて法律に明記されている

（児童手当法（児手）6条1項）。年金のような自動
調整の仕組みも予定されず，法律が改正されない
限りは変動しない。その意味では，極めてわかり
やすい制度設計である。社会経済の状況や政治情
勢の関係で金額は上方改正されてきたが，法律に
金額が書き込まれているという一点においては揺
るぎはない。他方で，なぜ1万円なのかという説
明は特段施されていない。この金額で適切なのか
どうかの検証も必ずしも十分でない。法律に書か
れているという意味では法治国家的にはオーケー
であるとしても，その実質的妥当性をどのように
測り，高めていくかは，制度そのものの課題であ
るし，法的な議論が要請されるところである。
社会手当のもう一つの例である児童扶養手当も
同じくシンプルな設計であり，現行法では，月額
41,100円と規定されている（児童扶養手当法（児
扶手）5条）。この金額になったのは1994年からで

あり（平成6年法95号による改正），1961年の児童
扶養手当法制定時点の月額800円から逐次引き上
げられてきた31)。加算についても同様であり，現
在は第二子について月額10,000円，第3子以降に
ついて月額6,000円である。
児童扶養手当の金額はすべて法律に書かれてお
り，その点で紛れはない。ただし，物価スライド
が適用されるのが児童手当との違いである。すな
わち，平成元年法86号の改正により児扶手5条の2
が挿入され，以降はスライドによる変動が実施さ
れるようになった（改定措置は政令で定められ
る；なお加算額への自動改定の適用は遅れて2016
年8月からである（平成28年法37号による改正））
（以上の言及は全部支給を想定としたもの）。
このスライドを前提とすると，昭和年間に定着
していた公的年金準拠による手当額上昇の結果を
法律に書き込むという法律実務は平成以降途絶
え，1994年の金額がいまだに法律上は生きている
という，ややわかりにくい構図となった。
この点で，例えばの話をしてみると，児童扶養
手当の存在をまったく知らずたまたまネット検索
なり書店で六法をめくるなりして児童扶養手当法
を見たところどうやら41,100円が支給されるよう
だと思い役所に相談にいって実際に支給されてみ
ると法律とは異なる金額だったというケースを考
えた場合32)，はっきりいって不親切というか立法
府の怠慢という印象を受けないわけではない（国
会は法律を改正して最新の金額を書き込もうと思
えば書けるので）。確かに実質的には物価スライ
ドにより金額は加増されているため（令和4年度
で43,070円）実質的なマイナスはなく33)，強調さ
れるほどの瑕疵があるとまではいえないかもしれ
ない。ただしスライドで金額が下がってしまって
いるような場合で，法律上の表面的な金額を割り

31) 基本的に公的年金との連動による。福田素生「児童扶養手当の現状と課題」日本社会保障法学会編講座社会保
障法第2巻（法律文化社，2001年）299頁，306頁以下。
32) 架空の話と侮るなかれ。永井訴訟（京都地判平3・2・5判時1387号43頁，大阪高判平5・10・5訟月40巻8号1927頁）
を想起すべし。広報は社会保障を行き届ける意味でも極めて重要である。
33) ただし細かくいうとマイナス改定は実際にはおこなわれる。スライドによる金額の可変性をどう評価するのか
について，年金や生活保護も含めて，日本経済が長年停滞しているという実態との関係で，だから給付も引き下
げるという方向で勘案するのか，むしろ給付は維持して底抜けを防止するというストッパーだと見なすのか，社
会の後退局面における社会保障の役割をしっかりと議論すべき時期にきている。
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込むようなときにあっては，便益を受ける側の期
待を損ねているという意味で法的に問題がないわ
けではなかろう。
これらの点を生活保護との関係であらためて考
えてみると，以上取り上げた諸制度は，生活保護
基準のように告示が仕組みの中心に座っているわ
けではなく，法的にはむしろ安定している存在で
ある。児童手当が典型であるが，租税を中心とす
る財政システムの社会手当においてはこうした傾
向は明らかであり，固定額をきちんと書き込むこ
とが，金額設定のいわば大前提ともなっている。
ただし同時に，社会手当は政策の振れ幅がそのま
ま当てはめられる傾向が強く，真の意味での安定
感という点では憾みを残している。

Ⅴ 終わりに

ここまでの検討によれば，告示の利用という形
式面の問題も含めて，生活保護基準が告示である
ことの積極的な意味はあまり見いだせなかった。
そうであれば，保護基準決定の民主性，客観性の
担保のための意思形成・決定システムの導入や，
少なくとも基本部分については法律できちんと金
額を明定するような制度の作り方が本当に不可能
なのか，あるいは生活保護の特殊性との関係で必
ずしもそうした仕組みがそぐわないものなのなら
ば，その特殊性とは何か，他制度との相違はどこ
にあるのか，といった議論が求められているとい
うべきであろう。

（しまだ・よしひろ）

本稿は，科学研究費助成事業若手研究（課題番号
19K13533）による研究成果の一部である。
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The Legal Form of the Public Assistance

SHIMADA Yoshihiro＊

Abstract

Legal control over the standards of the public assistance has been an issue for 10 years and more. In

Japan, these standards are determined or confirmed as their amounts through the public notification by the

Minister of Health, Labor, and Welfare. The reason why we are in this current situation is because of a

historical background, but it’s not be able to be said that the public notification is needed out of legal necessity.

It shouldn’t be thought that the current system allows the minister an unlimited administrative discretion on

these determinations, but should be caught that the system may contain a whole of the perspective of

democratization and legitimacy, including the safety-net on people’s lives and the national minimum of the

state.

Keywords：National Minimum Standard, Public Notification, Administrative Discretion, Legal control and
Litigation
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特集：社会保障の政策形成と施行と運用―法的な側⾯から考える

医療施策における法形式の諸相

石田 道彦＊

抄 録

わが国の医療制度では，法律による規制，診療報酬による経済的誘導，行政計画による統制など多元
的な施策が医療機関と医療従事者に対して講じられてきた。近年の立法によって，地域医療構想や地域
医療介護総合確保基金，病床機能報告制度などの新たな施策が導入されることとなり，協議による合意
形成や情報による誘導など政策実施のための施策の多様性は，量的，質的に拡大することとなった。本
稿では，これらの施策を規制的手法，合意的手法，誘導的手法に大別した上で，いくつかの施策を取り
上げ，その法的な特色を検討した。その結果，自由開業体制を基調とする医療制度に多様な規律が及ぶ
ようになったことを明らかにした。最後に，今後の課題として，重複的な施策の整理，地域医療連携推
進法人の統制，医師偏在対策，改正感染症法の医療体制への影響を指摘した。

キーワード：診療報酬，医療計画，地域医療構想，地域医療連携推進法人，病床機能報告制度

社会保障研究 2023, vol. 7, no. 4, pp. 320-334.

Ⅰ はじめに

社会保障医療における医療給付の多くは，医療
提供施設において専門職である医療従事者による
役務の提供を通じて行われる。そのため，医療提
供施設や医療従事者に関してさまざまなレベルで
統制がなされている。医療行為の専門性・裁量性
のため，法的統制には一定の限界があることに加
えて，わが国では，病院，診療所などの医療提供
施設の大半が民間医療機関であるため，適切な医
療を確保するための諸施策は，法律による規制の
ほかに，補助金による誘導や，行政計画を通じた
統制など多元的なものとなっている。さらに，皆

保険体制の下，保険医療機関の指定や診療報酬点
数表上の施設基準などを通じた規律が機能してい
る領域も少なくない。今後，実効的な施策体系を
構築していくためには，その構造的な把握が不可
欠である。
本稿の目的は，以上のような特質をもつ社会保
障制度上の「医療施策」についてその法形式の諸
相を明らかにすることである。検討の主な対象
は，医療提供体制の整備や再編成のための諸施策
である。わが国の医療提供体制は民間医療機関を
中心に構成されており，医療機関の機能分化や連
携体制の構築が長年の課題となってきた。そし
て，こうした政策実施のためにさまざまな法形式
や手法がとられてきた。その特徴は，医療提供体

＊金沢大学人間社会学域法学類 教授

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 4320
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制にかかわる法制度（医療法など）に加えて，医
療保障の費用負担にかかわる法制度（健康保険法
など）やその下位規範が重要な役割を果たしてき
たことである。近年の立法を通じて，法形式や手
法は多様化しており，施策の重層性は増大してい
る。なお，本稿のタイトルにある法形式は，狭義
には法律と下位規範（法規命令，行政規則）を指
すと思われるが1)，本稿では医療施策における「諸
相」を明らかにする観点から，行政の行為形式
（行政計画，行政契約，行政指導など）を含めて検
討することとしたい。
次のⅡ以下では，医療施策における行為形式を

3つの政策実施手法（規制的手法，合意的手法，誘
導的手法）に大別した上で，各手法においてどの
ような考慮に基づいて法形式や行為形式が選択さ
れ，機能しているかについて検討する2)。その上
で，Ⅴにおいて若干の分析を試みる。なお，以下
の検討で示すように，規制的手法，合意的手法，
誘導的手法として位置づけた法形式においても，
それぞれ合意や誘導，規制の契機が含まれてお
り，3つの政策実施手法への分類は，検討を始める
にあたっての暫定的なものである。また，取り上
げる法形式や行為形式も網羅的でないことをお断
りしておく3)。

Ⅱ 規制的手法

医療の提供は，国民の生命健康にかかわるた
め，各種の規制がなされてきた。医療法による病
院の開設許可はその代表例のひとつである。医療
施策における規制的手法には，医療提供施設に対

する規制監督や医療従事者の業務規制だけでな
く，行政計画を通じた規制や医療機関の広告規制
といった仕組みが含まれる。ここでは，病院の開
設許可，行政計画，民間団体による認定評価をと
りあげる。

1 病院の開設許可
（1） 病院の開設・管理に関する基準
許可は，ある種の活動を一般的に禁止したうえ
で，申請に基づいて審査を行い，一定の要件に合
致する場合に，禁止を個別具体的に解除する法的
仕組みである4)。病院の開設許可は，施設の構造
設備および人員配置にかかわる基準の充足を要件
とする対物許可であると同時に（医療7条4項），開
設者の非営利性を要件とし，対人許可の要素を含
む点に特色がある（医療7条7項）5)。
人員配置基準および施設基準の詳細は，病床の
種別ごとに医療法施行規則に規定されている（医
療21条から23条，医療法施行規則16条から23条）。
開設許可後に，施設基準の違反がある場合，都道
府県知事は，使用制限命令または施設の修繕・改
善命令を出すことができる（医療24条）。施設基
準が罰則を伴う最低基準であるのに対し，人員配
置基準は標準とされており，これを満たせない場
合であっても（いわゆる「標欠病院」），ただちに
違法となるわけではない。人員配置基準の2分の1
以下の状態が2年を超えて継続する場合，都道府
県知事は，人員増員命令または業務停止命令を出
すことができる（医療23条の2）。この「標欠病院」
に対しては，医療の質を評価する見地から，医療
保険の診療報酬により入院基本料を減額するとい

1) 社会保障法と行政基準に関する研究として，笠木（2014）を参照。
2) この分類は，環境法学における施策の分類を参考にしたものである。大塚（2020），p.89以下参照。島崎（2020）
は，医療供給制度の改革手法を，①診療報酬による改革手法，②計画的手法および補助金的手法，③消費者主権的
手法に分類している。
3) 医療法では，公的医療機関と民間医療機関に対して異なった対応をとる場合が多数みられる。例えば，病院ま
たは診療所が，正当な理由がなく，許可を受けた病床に係る業務の全部または一部を行っていない場合，都道府
県知事は，公的医療機関に対して当該病床を削減することを命令することができる（医療7条の2第3項）。一方，
民間医療機関に対しては，当該病床を削減することを要請することができる，にとどまる（医療30条の12第1項）。
紙幅の都合上，本稿では，公的医療機関以外の民間医療機関に対する諸施策を検討する。
4) 宇賀（2020），p.94。
5) 山口（2012），p.209。以上の要件に加えて，公的医療機関の場合には，医療計画が定める基準病床数を超えない
ことが要件となる（医療7条の2第1項）。
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う対応が行われている6)。

（2） 病院開設における事前協議
病院の開設許可は，社会公共の安全・秩序を維
持する消極的な警察許可の性格が強く，上記（1）
の形式的要件を満たせば開設が許可されるものと
理解されてきた。もっとも，開設許可に関しては
次のような運用がなされてきたことに留意が必要
である。すなわち，開設許可の権限を有する都道
府県は，しばしば病院の開設申請に先立って申請
者との間で事前協議を行い，病床配分の希望状況
に関して情報収集や配分の調整を実施してきた7)。
医療法30条の11に基づいて，都道府県知事は，病
院等の開設や病床数の増加等について勧告を行う
権限を有しており，開設を申請する病床数が基準
病床数を上回る場合には，申請内容の見直しや取
下げを求めた勧告が行われることになる。事前協
議には，このような事態を回避する目的があった
とされる8)。
事前協議を通じた病床配分の調整には，相応の
必要性・合理性が認められるとする裁判例がある
一方9)，法定外の事前協議を拒否した病院開設予
定者への開設申請取下げの勧告には手続的瑕疵が
あるとした裁判例もみられる10)。1987年に医療計
画が導入されて以降，二次医療圏内の病床数に制
限が設けられ，何らかの需給調整が必要となって
いたが，医療法上の開設許可はこれに対応できる
仕組みではなかった。事前協議はこの間伱を埋め
る機能を果たしていたと考えられる。なお，近時
の法改正により，病院の開設許可にあたって，都
道府県知事は，地域医療構想の達成の推進のため
に必要な条件を付けて許可を行うことができる
（医療7条5項）。そのため，一定の政策目的に基づ
き許可制度を運用することが可能となっている。

2 規制計画としての行政計画
医療施策の遂行手段として，行政計画は不可欠
なものとなっている。医療施策に関連した行政計
画は，一定の政策目的に向けた医療機関の誘導や
合意促進など多様な機能を有しているが，ここで
は規制的な側面に着目する。
規制機能を持つ代表的な計画は，医療計画にお
ける病床規制である。都道府県は，厚生労働大臣
が定めた医療提供体制の確保を図るための基本方
針に即して，かつ，地域の実情に応じて，当該都
道府県における医療提供体制の確保を図るために
医療計画を定めることとなっている（医療30条の
4）。都道府県が定める医療計画は，二次医療圏単
位で病床の種別ごとに基準病床数を設定してお
り，医療機関がこれを上回る増床を予定した申請
を行う場合には，前述したように，都道府県知事
の勧告が行われる（医療30条の11）。勧告不服従
の場合，厚生労働大臣は，保険医療機関の病床の
全部または一部を除いて指定を行うことが可能と
なるため（健保65条4項2号），事実上，開設は制限
されることになる。このような仕組みを通じて，
医療計画は，規制効果をもった「拘束的計画」と
して機能している。
2014年の医療法改正により，医療計画に地域医
療構想が導入された（医療30条の4第2項7号）。地
域医療構想では，将来（2025年）の人口推計をも
とに，都道府県内の構想区域における病床機能区
分（高度急性期，急性期，回復期，慢性期）ごと
に必要病床数を設定しており，構想区域ではその
達成に向けて協議が行われる。必要病床数を超過
した増床申請等によって地域医療構想の実現が困
難となる場合には，健康保険法は，病床の全部ま
たは一部を指定しないなどの対応を予定しており
（健保65条4項3号），このような場合には，地域医
療構想は規制計画として機能することになる11)。
もっとも，後述するように，地域医療構想では，

6) 稲森（2017），p.24。
7) 事前協議については，田中（2011），pp.111-113を参照。
8) 碓井（2012），p.172。
9) 水戸地判平成19・10・24（判例集未登載）。
10) 富山地判平成19・8・29判例タイムズ1279号146頁。
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関係当事者による協議や医療機関の自主的取り組
みを通じた構想の実現が重視されており，規制的
な手段をとることには抑制的である。行政計画の
実現方法にみられるこのような変化は，規制手法
になじみにくい問題（種別ごとの病床数や将来の
医療機能の確保など）の解決が医療提供体制の中
心的な課題となったことを示している。

3 民間団体による認定
民間団体による認証評価や専門職による第三者
評価は，さまざまな産業領域で広くみられる仕組
みである12)。医療分野においては，病院や専門医
の質の向上を目的とした公益性の高い認定評価の
仕組みが存在しており，医療施策における規制的
手法の一つとして位置付けることができる。

（1） 日本医療機能評価機構による病院機能評
価

日本医療機能評価機構は，医療機関の第三者評
価を目的として1995年7月に設立された公益財団
法人である。病院組織全体の運営管理および提供
される医療について，専門的な見地から評価を行
い，病院における医療の質の改善を図っている13)。
医療サービスの第三者評価は，それまでわが国
ではなじみのない事業であったが，2000年代を通
じて普及し，定着するに至った（2022年3月末の時
点で2043病院が認定）。日本医療機能評価機構は，
病院機能評価に加えて，産科医療補償制度運営事
業，EBM医療情報事業，医療事故情報収集等事業
などを通じて医療施策を推進する役割を担ってい
る。

病院機能評価の受審は任意である。医療保険の
診療報酬では，診療報酬点数の一部（総合入院体
制加算，緩和ケア診療加算）において，病院機能
評価の受審状況を算定要件としている。第三者評
価による医療の質の向上の取り組みに対して経済
的な誘因を付与しているといえる。

（2） 日本専門医機構による専門医の認定
日本専門医機構は，2014年2月に設立され，2018
年から専門医養成プログラムを開始した14)。わが
国では専門医の認定は，長らく専門学会ごとの対
応に任されており，認定基準は区々の状態となっ
ていた。学会組織ではない中立的な第三者機関が
設立されたことにより，統一的な専門医の養成・
認定体制を通じて，専門医の質の向上と確保を図
ることが可能となった。専門医の認定は，内科，
小児科など19の基本領域と24のサブスペシャル
ティ領域から構成されている。基本領域のひとつ
である「総合診療」は，日常的に頻度の高い疾病
の初期対応を中心に診療の専門性を確立し，これ
を評価することになっており，専門医としての
「かかりつけ医」を確立する基盤となることが期
待されている。

Ⅲ 合意的手法

医療施策においては，当事者間の合意を通じて
実施されるものがある。これには，契約15)や行政
指導，協定16)といった行政の行為形式が含まれる
が，ここでは，地域医療構想調整会議などにおけ
る協議と地域医療連携推進法人を取り上げる。

11) 地域医療構想の実現に必要な場合，都道府県知事は民間医療機関に対して次のような措置を講じることができ
る。第1に，将来の必要病床数を超過した開設の申請があった場合，都道府県知事は，不足する医療機能の提供を
開設許可の条件とすることができる（医療7条5項）。第2に，地域医療構想の達成を推進するために必要な事項に
ついて，地域医療構想調整会議において協議が調わないときには，都道府県知事は都道府県医療審議会の意見を
聴いて，当該病院に不足する医療機能を提供することを要請できる（医療30条の16第2項）。これに従わない場合
には，当該要請に係る措置を講ずべきことを勧告できる（医療30条の17）。この勧告に従わない場合には，医療機
関名を公表することができる（医療30条の18）。また，地域医療支援病院や特定機能病院については，勧告に従わ
ない場合，承認取消しといった措置をとることができる（医療29条3項・4項）。
12) 原田は，自主規制の公法学的分析において，第三者認証を自主規制の一類型として位置づけている。原田
（2007），pp.180-192参照。
13) 日本医療機能評価機構ホームページ，https://jcqhc.or.jp/（2023年1月31日最終確認）。
14) 日本専門医機構ホームページ，https://jmsb.or.jp/（2023年1月31日最終確認）。
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1 地域医療構想推進会議などにおける協議
2014年に成立した地域における医療及び介護の
総合的な確保の促進に関する法律（以下，「医療介
護総合確保推進法」とする）に基づく医療法の改
正により，都道府県は，医療計画において地域医
療構想に関する事項を定めることが求められた
（医療30条の4第2項7号・8号）。2016年に都道府県
が地域医療構想を策定して以降，医療施策におい
て関係当事者による協議を活用する場面が拡大し
ている。ここでの協議は，行政組織内部での調整
や，許認可等の申請に先行する私人との事前協議
とは異なり17)，行政が定めた基準では調整困難な
問題について，関係当事者の参加によって合意形
成が図られるという点で独自性を有している18)。

（1） 地域医療構想調整会議
地域医療構想が策定された後，都道府県は，構
想区域ごとに医療関係者などが参加する「協議の
場」を設置するとされた（医療30条の14第1項）。
この「協議の場」が地域医療構想調整会議である。
会議には，医療関係者に加えて，医療保険の保険
者が参加し，地域医療構想の達成を推進するため
に必要な事項について協議を行う。具体的には，
病床機能報告制度における医療機関の報告内容と
地域医療構想で推計された必要病床数を比較し，
機能区分ごとの病床の余剰や不足について必要な
調整を行うとともに，優先的に取組むべき事項な
どを協議する19)。その上で，地域医療介護総合確

保基金の活用についても検討する。協議が調った
事項については，関係者に実施に向けた協力義務
が課されており（医療30条の14第2項），各医療機
関は病床機能を見直し，機能分化と連携の構築に
自主的に取り組むこととなっている。

（2） 紹介受診重点医療機関の明確化
2023年に運用が開始される紹介受診重点医療機
関の明確化にあたっても，関係者による協議の場
が活用される。紹介受診重点医療機関は，医療機
関からの紹介に基づいて「医療資源を重点的に活
用する外来」（入院手術前後の外来診療，抗がん剤
治療，放射線療法，短期滞在手術など）を地域で
基幹的に担う医療機関である20)。紹介受診重点医
療機関となった200床以上の病院は，紹介状をも
たない外来患者からいわゆる定額負担の徴収を義
務付けられるため，外来医療は紹介患者を中心と
したものになる。このような仕組みを通じて医療
機関の機能分化が図られている。
都道府県は，対象医療機関からの外来医療機能
報告（Ⅳ.2.（2）で後述する）を踏まえて，医療関
係者等との「協議の場」を設け，紹介受診重点医
療機関について協議を行う（医療30条の18の4第1
項）。協議の参加者は，郡市区医師会等の地域に
おける学識経験者，代表性を考慮した病院や診療
所の管理者，医療保険者，市区町村等とされてお
り，協議の場として，上記（1）の地域医療構想調
整会議を活用することができる。

15) 保険者と保険医療機関の関係は契約関係と理解されており，医療施策における合意の一形式といえる。1957年
に二重指定制が導入されるまで，保険者と保険医療機関の契約は，報酬額の当事者間での決定や割引契約の締結
など一定程度，当事者間での合意に基づく要素を含んだ仕組みであった。しかし，二重指定制の導入を契機に，
保険者と保険医療機関の関係は附従契約的な側面が支配的となり，今日に至っている。石田（2022a），p.49参照。
16) 2022年12月2日に成立した改正感染症法に基づく都道府県と医療機関の協定については，Ⅴ.2.（4）で言及する。
17) 行政法における協議の検討として，碓井（2012），田尾（2014）を参照。
18) 本稿で述べる以外に，関係当事者による協議を活用した仕組みとして，都道府県に設置された地域医療対策協
議会がある（医療30条の23）。2019年以降，地域医療対策協議会は，都道府県の医師確保計画に記載された医師確
保対策の具体的な実施にあたっての協議や調整を行っている。
19)「地域医療構想策定ガイドライン」（平成29年3月31日付け医政発0331第57号厚生労働省医政局長通知別添）で
は，地域医療構想調整会議で扱う議事として，次のような内容を想定している。①地域の病院・有床診療所が担
うべき病床機能に関する協議，②病床機能報告制度による情報等の共有，③都道府県計画に盛り込む事業に関す
る協議，④その他の地域医療構想の達成の推進に関する協議。
20) 医療法施行規則第30条の33の12，「医療法施行規則第30条の33の11第1項及び第30条の33の12の規定に基づき厚
生労働大臣が定める方法及び外来医療」令和4年3月31日厚生労働省告示第112号。
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紹介受診重点医療機関に関する具体的な基準は
定められているが21)，協議においては，基準の適
合状況だけでなく，医療機関の特性や地域性を考
慮した検討が行われる。最終的に，医療機関の意
向と協議の結論が一致した場合に，都道府県は，
紹介受診重点医療機関を公表する。具体的な基準
を満たしていないが紹介受診重点医療機関となる
意向のある医療機関や，具体的な基準を満たして
いるが意向を有さない医療機関に対しては，再度
の協議を予定していることが注目される22)。協議
方式をとる意義は，地域の医療資源や医療ニーズ
に精通した関係者間で議論を行うことで，当該医
療機関の地域での役割について相互に認識を深
め，実質的に機能することが期待できる医療機関
を決定する点にあると考えられる。

2 地域医療連携推進法人（社団を用いた合意
形成）
地域医療連携推進法人制度は，地域医療構想を
達成するための選択肢の一つとして2015年の医療
法改正により創設された。2法人以上の医療法人
など（公的病院や国立大学法人も含まれる。営利
を目的とした法人は除く。）を参加法人とする一
般社団法人が，所定の基準を満たしているとして
都道府県知事の認定（医療連携推進認定）を受け
ると地域医療連携推進法人となる（医療70条の
3）。診療業務の分担や医療従事者の確保，人事交
流，共同事業などを行うことで地域医療・地域包
括ケアを推進することが期待されている23)。2022
年9月の時点で32法人が存在する。
地域医療連携推進法人を設立するメリットとし
て，参加法人による医薬品の一括購入，高額医療
機器の共同利用，医療従事者の共同研修，参加法
人への資金貸付けなどが挙げられることがある。
しかしながら，この制度の意義は，医療機能の分

担や診療業務の連携，病床過剰地域における病床
融通など，独立した医療法人の間では調整の難し
い問題について，法人組織内での意思決定を通じ
て合意形成を図ることができる点にあると考え
る。
連携のとれた良質な医療提供体制を生み出すた
めには，機能別の病床数の確保だけでなく，地域
の状況を踏まえた医療機能の転換や機能集約化の
必要性を総合的に判断していくことが求められ
る。多様な要因を勘案するためには，地域医療を
担う当事者による継続的な協議の場が不可欠であ
る。地域の医療法人などが団体内部での民主的な
手続きに基づいて，地域に即した意思決定を行う
ことができる点に，地域医療連携推進法人の課題
解決システムとしての利点を認めることができ
る。

Ⅳ 誘導的手法

民間医療機関が多数を占めるわが国では，適切
な医療の確保を図る上で，誘導的手法による施策
が大きな役割を果たしてきた。中心的な役割を果
たしてきたのは，医療保険の診療報酬を用いた経
済的誘導である。もっとも，近年は，診療報酬に
依存した施策の限界が認識され，情報を活用した
誘導的手法が導入されるようになった。そこで
は，地域医療病院などの承認や，医療機関名の公
表といった制裁手法（医療30条の18等）とは異な
る，新たな施策の展開がみられる。

1 経済的誘導
（1） 診療報酬
医療施策においては，診療報酬が有力な誘導手
段として機能してきた24)。診療報酬は，保険医療
機関が提供する療養の給付の対価として，保険者

21) 医療資源を重点的に活用する外来に関する基準は，初診の外来件数のうち「医療資源を重点的に活用する外来」
の件数の占める割合が40％以上，かつ再診の外来件数のうち「医療資源を重点的に活用する外来」の件数の占め
る割合が25％以上となっている。「外来機能報告等に関するガイドライン」令和4年4月1日付け医政発0401第27号
医政局長通知別添。
22) 同上。
23) 地域医療連携推進法人に関する法的検討として，佐藤（2017）参照。
24) 医療供給制度の改革手法としての診療報酬の包括的分析として，島崎（2020），p.445-468を参照。
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から医療機関に対して支払われる報酬である（健
保76条）。皆保険体制の下では，医療機関の収入
の大半は保険診療によるものである。このため，
医療機関において提供される診療行為に対して，
どのような経済的な評価が与えられるかは，診療
のあり方だけでなく，医療機関の運営方針も大き
く左右することになる。このような構造の下で，
診療報酬は，医療施策を遂行する手段として効果
的に機能してきた。診療報酬において高い評価を
行うことで，特定の診療行為の普及，拡充を進め
た事例は多数存在する25)。
診療報酬による経済的誘導は，保険点数の引き
上げや加算・減算だけでなく，診療報酬の算定要
件や施設基準の設定を通じても行われる。医療の
質の向上や効率的な医療提供を目的として，算定
要件および施設基準には，診療報酬の請求にあ
たっての詳細な条件が記載されており，診療行為
の回数についても一定程度コントロールすること
が可能である26)。また，一定の人員配置や設備を
施設基準とする場合には，医療機関がこれを満た
した届出を行わない限り，保険点数を算定できな
いため，こうした基準を満たさない医療機関を一
定の類型の医療提供から排除するといった規制的
な機能をもつことになる。
健康保険法は，厚生労働大臣が診療報酬点数表
を定めるにあたって，中央社会保険医療協議会
（以下，「中医協」とする）への諮問を義務づける
以外には（健保82条），診療報酬点数表の設定方法
について特に規定していない。このため，厚生労
働大臣は，診療報酬点数表における各種の加算・
減算や算定要件の設定について広い裁量を有して
いる27)。中医協の各部会での検討をもとに2年ご
とに診療報酬点数表を改定することにより，診療
報酬は，医療施策や医療費の動向に機動的に対応
することが可能となっている。

（2） 公的資金助成（地域医療介護総合確保基
金）

医療および介護の提供体制改革を推進するた
め，2014年度より各都道府県に地域医療介護総合
確保基金（以下，「基金」とする）が設置された。
基金は，都道府県が医療・介護の総合的な確保の
ために実施する事業の経費を支弁する目的で造成
されており，国が3分の2，都道府県が3分の1を負
担する。
基金の対象となる事業には，医療と介護にかか
わる事業が含まれる。基金のうち，医療部分は，
民間病院の病床転換など供給体制の改革を実施す
るために導入されたものである。公的な資金助成
を通じて医療機関に一定の行動を促す点で，経済
的な誘導として機能する。
従来，医療従事者の確保・養成にかかわる事業
などは国庫補助事業として実施されていた（医療
提供体制推進事業費補助金など）。しかし，今後，
医療提供体制の整備を進めていくにあたって公的
助成を必要とする事業には，病院の機能転換や病
床の統廃合など計画から実行まで一定の期間が必
要なものが含まれている。このため，複数年度に
わたって繰越可能な基金方式が導入されることと
なった。都道府県が策定した計画（「地域の医療
及び介護の総合的な確保のための事業の実施に関
する計画」）に基づき，基金からの資金助成により
病床機能再編支援事業などが実施されている（医
療介護総合確保推進法4条）。

（3） 税制優遇措置
租税優遇措置は，各種行政施策において広くみ
られる手法である。最近，医療施策に導入された
ものとして，医療機関の再編計画に対する税制優
遇措置がある。これは，地域医療構想の達成に向
けて複数の医療機関が再編計画を作成し，厚生労
働大臣の認定を受けるというものである（医療介
護総合促進法12条の2の2）。厚生労働大臣の認定

25) 最近の事例としては，2014年度の診療報酬改定時における地域包括ケア病棟の導入がある。二木（2023），
p.1045。
26) 診療報酬を用いた診療行為の統制の態様については，池上（2021），p.76-87，米村（2016），pp.33-34を参照。
27) 笠木（2014），p.10。
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を受けた医療機関は，認定計画に基づいて取得し
た不動産等について税制優遇措置を受けられる。
また，これとあわせて，当該計画に基づく増改築
資金，長期運転資金に関して金融優遇措置がなさ
れることで，地域医療構想の推進が図られる。

（4） 外来受診時の定額負担
経済的な誘導は，医療機関だけでなく，患者へ
の経済的負担という形式でも行われる。患者が紹
介状を持たずに特定機能病院または地域医療支援
病院（一般病床200床以上）を受診した場合，これ
らの病院は，一部負担金とは別に，当該患者から
いわゆる定額負担を徴収することが義務付けられ
ている（保険医療機関及び保険医療養担当規則5
条3項）28)。これは，紹介状を持たずに受診する患
者に対して経済的負担を課すことで，一部の病院
に外来患者が集中することを防ぎ，医療機関の機
能分化を促進しようとするものである。
上記の定額負担は，保険外併用療養費の選定療
養に係る費用として徴収されている。定額負担の
徴収は，医療機関の機能分担・連携のために，特
定機能病院などの保険医療機関に課せられた責務
に基づく措置とされている（健保70条3項）。しか
し，選定療養は患者の嗜好や選択にゆだねること
が適当な周辺的な医療サービスの提供を目的とし
たものであり，その採用は保険医療機関の判断に
よるべきである。定額負担の義務的徴収という措
置が，保険外併用療養費制度における選定療養の
趣旨に沿ったものであるかについては疑問が残
る29)。

2 情報による誘導
（1） 地域医療支援病院などの承認
医療法は，特殊な機能を有した病院を地域医療
支援病院，特定機能病院，臨床研究中核病院とし
て規定し，名称独占を認めている。これらは，医

療機関の機能分化の促進を目的とした施設類型と
なっている。地域医療支援病院は，施設の院外開
放など地域医療の確保のために必要な支援を行う
病院である。紹介患者中心の診療体制（一定割合
以上の紹介・逆紹介率）をとることや，病院の施
設・設備の共同利用，救急医療体制の確保，医療
従事者への研修の実施などが要件となっており，
都道府県知事が承認する（医療4条）。特定機能病
院は，大学病院のように高度の医療を提供する病
院であり，高度の医療提供能力などを有すること
について厚生労働大臣の承認が必要である（医療
4条の2）。臨床研究中核病院は，国際水準の臨床
研究や医師主導治験において中心的役割を担う病
院である（医療4条の3）30)。
都道府県知事や厚生労働大臣の承認を受けて，
それぞれ地域医療支援病院，特定機能病院の名称
で運営することは，地域の中核的医療施設ないし
高度医療施設として患者の信頼を獲得できるとい
う意義を有している。そのため，承認制は，情報
による誘導を通じて施設の機能分化を促進すると
いう側面を有している。さらに，これらの施設類
型に該当する病院に対しては，診療報酬上特別な
評価が行われ，医療機関に対する誘因として作用
する。したがって，経済的な誘導を通じて医療機
関の機能分化が図られているともいえる。

（2） 病床機能報告制度・外来機能報告制度
医療機能の分化や連携を図るために，医療機関
が医療機能等を都道府県知事に報告を行う次のよ
うな制度が設けられた。まず2014年の医療法改正
により導入された病床機能報告制度は，一般病
床・療養病床を有する病院または診療所の管理者
が，①基準日における病床の機能，②基準日から
6年が経過した日における病床の機能の予定，③
入院患者に提供する医療の内容，④構造設備およ
び人員の配置その他必要な事項について報告を行

28) 療養担当規則5条3項は，医療機関が徴収しなければならない最低額として定めている。200床以上の一般病床
を有する紹介受診重点医療機関についても定額負担の徴収が義務付けられる。
29) 同旨，尾形（2022），p.601。
30) 臨床研究中核病院は2023年1月30日時点で全国に14施設が存在する。以下では，特定機能病院と地域医療支援
病院にのみ言及する。
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うものである（医療30条の13）。病床の機能につ
いては，機能の明確化を図るために，病棟単位を
基本に自院の医療機能を「高度急性期機能」，「急
性期機能」，「回復期機能」，「慢性期機能」の4区分
から1つを選択し，報告することとなっている（医
療法施行規則30条の33の2）。
その後，2021年5月の医療法改正により，外来機
能報告制度が導入された（医療30条の18の2，30条
の18の3）。病床機能報告対象病院および無床診療
所の管理者は，医療資源を重点的に活用する外来
医療の実施状況や「紹介受診重点医療機関」とな
る意向の有無等を都道府県に対して報告しなけれ
ばならない（医療30条の18の2第1項，30条の18の
3第1項）。医療機関からの報告を踏まえて，関係
当事者が参加する「協議の場」では，外来機能の
明確化に向けて必要な協議を行い，紹介受診重点
医療機関を決定する。
以上のような都道府県知事への報告を基本とす
る仕組みには複数の機能が付与されている。第1
に，都道府県は，医療機関から報告された情報に
基づいて地域の医療機能の状況を収集・把握し，
地域医療構想の推進や医療計画の策定に活用す
る。第2に，医療機関のデータは公表されるため，
一般病床・療養病床を有する各医療機関は，地域
のほかの医療機関の状況について把握することが
可能であり，これを踏まえて今後の方向性を自律
的に決定することが求められる。これらは，2013
年の「社会保障制度改革国民会議報告書」におい
て提言された「データによる制御機構」に相当す
るものであり，情報を用いた新たな施策の展開と
みることができる。

（3） 医療に関する選択の支援
2006年の医療法改正により，医療を受ける者が
適切な選択を行うことは，その利益のひとつと位
置づけられた（医療1条）。医療法に新設された第
2章「医療に関する選択の支援等」では，広告規制
とともに，医療機関に関する情報を都道府県が提

供する医療機能情報提供制度が規定された。
医療機能情報提供制度は，医療機関から収集し
た情報を都道府県がインターネット等で提供する
ものである。病院，診療所などの管理者に対して
は，医療機関の医療機能について都道府県知事へ
の報告が義務付けられている（医療法6条の3第1
項）。病院の場合，公表される情報は，管理・運営
及びサービス等に関する事項（病院の名称，開設
者所在地など），提供サービスや医療連携体制に
関する事項（専門医の種類・人数，専門外来の有
無，ほかの医療機関との連携の状況など），医療の
実績・結果等に関する事項（治療結果に関する分
析の有無，患者数，平均在院日数等）の事項など
多数の項目にわたる（医療法施行規則別表第一）。
医療機関の広告規制については，2006年の医療
法改正により，包括規定方式が採用され（医療6条
の5），医療を受ける者に対して選択を支援するた
めに，患者に提供される情報を質的・量的に拡充
する観点から規制が行われるようになった31)。な
お，2017年の医療法改正により，広告規制の対象
範囲が拡大され（医療6条の5），紙媒体や看板など
の広告だけでなく，医療機関のウェブサイトによ
る情報提供も規制の対象となった。
以上のような施策の展開を通じて，医療法は，
医療提供体制の整備だけでなく，患者が医療受給
権を行使するために必要な諸条件を整備する制度
へと機能を拡大させたとみることができる。もっ
とも，情報提供を通じた患者の選択の促進によ
り，医療提供体制の充実を図ることには一定の限
界がある32)。また，医療機能情報提供制度は，十
分活用されてきたとはいいがたい状況である。医
療機能情報提供制度では，患者の関心が高まると
予想される「かかりつけ医機能」に関する情報提
供を予定しており，今後の展開が注目される。

（4） 計画による医師偏在の可視化
2018年の医療法改正により創設された医師確保
計画および外来医療計画では，計画策定を通じて

31)「医業若しくは歯科医業又は病院若しくは診療所に関する広告等に関する指針（医療広告ガイドライン）等につ
いて」平成30年5月8日付け医政発0508第1号厚生労働省医政局長通知。
32) 消費者主権的な改革手法の問題点については，島崎（2020），pp.483-484参照。
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医師等の偏在を可視化し，医療機関の誘導を図る
という新たな形態の施策がみられる。
① 医師確保計画
都市部に比べて山間部・へき地の医師数が少な
いという医師の地域的偏在や，産科・小児科の医
師不足といった診療科間での偏在は，医療施策に
おいて長年の課題となっていた。これらの課題に
取り組むため，医師確保計画として次のような仕
組みが導入された。まず地域における医師の偏在
状況を客観的に評価するため，国は医師偏在指標
をもとに，全国の三次医療圏・二次医療圏につい
て順位づけを行い，上位3分の1を医師多数区域，
下位3分の1を医師少数区域とする。
これに受けて都道府県は，医療計画において医
師の確保に関する事項を定める（医療30条の4第2
項11号）。これが医師確保計画であり，同計画に
は，三次医療圏及び二次医療圏ごとに，（a）医師
偏在指標を踏まえた医師の確保の方針，（b）確保
すべき目標医師数，（c）目標達成のための施策内
容が記載されている33)。医師少数区域のある都道
府県では，地域医療対策協議会の関与の下，地域
の実情に踏まえて，都道府県内における医師の派
遣調整，医師確保のためのキャリア形成プログラ
ムの策定・運用，都道府県内の大学医学部におけ
る地域枠・地元出身者枠の拡充などの施策を講
じ，医師の偏在是正を図っている。診療科別の医
師数の把握や実効的な偏在是正策の確立など多く
の課題が残されているものの，二次医療圏単位で
医師偏在の状況が可視化されたことは，都道府県
が偏在是正策や医師確保対策を講じるにあたって
一定の意義を有する。
② 外来医療計画
外来医療についても上記①に類似した仕組みに
より偏在の是正が図られている（医療30条の18の
2）。国は，地域ごとの外来医療機能の偏在や不足
を客観的に把握するための指標（外来医師偏在指
標）を用いて，対象区域（原則として二次医療圏）

について順位づけを行い，上位3分の1の区域を外
来医師多数区域として設定する34)。
都道府県は，診療所などの新規開業希望者に対
して，外来医師多数区域に関する情報を提供す
る。特に外来医師多数区域で新規開業する者がい
る場合には，地域で不足する外来医療機能（夜間
や休日における地域の初期救急医療，在宅医療，
産業医，学校医·予防接種などの公衆衛生）の提供
を求め，協議の場において，これらについての合
意の状況を確認する。新規開業者が，不足する外
来医療機能を担うことを拒否する場合には，協議
の場を設定し，説明を求めるといった対応を予定
している。
外来医療計画には，医療機器の効果的な活用の
ための計画についても記載がなされる（医療30条
の18の4第1項第5号）。対象となる医療機器は，
MRI，CT，放射線治療，PET，マンモグラフィで
あり，国が定めた指標をもとに地域での配置状況
を可視化した上で，医療機関に情報提供を行い，
共同利用の推進が図られる。協議の場を利用し，
今後，共同利用計画を作成することも予定されて
いる。
外来医療計画では，外来医師偏在指標に墓づい
て二次医療圏の状況が可視化される。可視化の結
果，問題となるのは外来医師多数区域であるが，
診療所の開設について（営業の自由を大きく制約
する）開業制限を行うことは困難である。このた
め，医師多数区域において新たに開業を希望する
者に対して情報提供を行い，ほかの区域での開設
など自主的な行動変容を促すことが重視されてい
る。

Ⅴ 医療施策の実施における法的課題

1 医療施策の変化
わが国の医療提供体制は，自由開業体制を基本
に形成されてきた。自由開業体制の下では，民間

33)「医師確保計画策定ガイドライン」平成31年3月29日付け医政地発0329第3号・医政医発0329第6号厚生労働省医
政局地域医療計画課長・医事課長連名通知。
34)「外来医療に係る医療提供体制の確保に関するガイドライン」平成31年3月29日付け医政地発0329第3号・医政医
発0329第6号厚生労働省医政局地域医療計画課長・医事課長連名通知。
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医療機関の開設者は，医療計画に基づく病床規制
に抵触する場合を除いて，標榜診療科の選択を含
め，自らの判断に基づいて病院や診療所を開設す
ることが可能であった。その結果，病院と診療所
は，機能分化を進めて相互に連携するよりもむし
ろ医療の内容や質について相互に競争を行う関係
にあった。医療機関や医師の偏在の問題は存続
し，医療機関の機能分化は不十分なままであっ
た。このような状況下において，診療報酬による
誘導は，各種の医療施策を進める上で中心的な役
割を担ってきた。
数次にわたる医療法改正などを通じて医療提供
体制の改革が図られてきたが，2010年代以降の改
革においては，施策のあり方に大きな変化が認め
られる。特に2014年に成立した医療介護総合確保
推進法では，地域医療構想や病床機能報告制度，
地域医療介護総合確保基金などの施策により，都
道府県に新たな権限や財源，情報が付与された。
自由開業体制を基本とする医療制度には新たな形
態の規律が及ぶこととなり，都道府県は，医療提
供体制の整備において一定のイニシアティブをと
ることが可能となった。
しかし，医療機能の見直しや機能分担，組織の
統合・再編などを進めるには，民間医療機関の自
律的な判断や合意形成が必要であり，それらを支
える上で診療報酬の役割は依然として重要であ
る。現在の諸施策にみられる特徴として次の点を
指摘しておきたい。
第1は，施策間の共時的・通時的な補完関係であ
る。前述のⅡからⅣでは，各種の法形式を3つの
手法（規制，合意，誘導）に大別したが，医療施
策の実施においては，いくつかの法形式ないし行
為形式が組み合わされることで一定の機能を果た
している。例えば，外来医療の機能分化を図る施
策では，外来機能報告制度によって地域の医療機
能を把握し，協議を通じて紹介受診重点医療機関
を明確化することで医療供給サイドに規律を及ぼ
すとともに，需要サイドに対しては外来受診時の

定額負担を通じた規律を行うことで施策目標の実
現が図られている（共時的な補完関係）。通時的
な補完関係の例としては，地域医療構想達成のた
めの多段階的な権限行使を挙げることができ
る35)。施策間のこうした補完関係に着目し，患
者・住民の利益の観点から一連の法的仕組みを総
合的に評価する枠組みが求められている。
第2は，医療給付法制と医療供給法制の制度的
接近である。わが国社会保障医療の特徴として，
医療給付法制（健康保険法など）と医療供給法制
（医療法など）が制度上，区別されている点が強調
され，両者は，保険医療機関の指定・保険医の登
録を通じてのみ法制度上関連づけられているとの
指摘がみられた36)。しかし，近年の施策の展開に
より，医療給付法制による医療供給法制への接近
がみられる。端緒は，1998年の健康保険法改正に
より，医療法上の勧告に従わない医療機関の病床
の全部または一部について保険医療機関としての
指定を行わない旨の規定が加わったことであるが
（健保65条4項2号），これは指定を媒介とするもの
であった。これに対し，2015年の国民健康保険法
等改正では，医療機関相互の機能分担と業務連携
という医療法上の義務が，保険医療機関（特定機
能病院，地域医療支援病院）の責務として医療給
付法制に組み込まれることとなった（健保70条3
項）。
施策の実施過程においても接近がみられる。医
療提供体制の整備に関連して，地域医療構想調整
会議では保険者の参加を予定するとともに（医療
30条の14），医療計画の策定では保険者協議会へ
の意見聴取が都道府県に義務付けられている（医
療30条の4第17項）。また，2006年より社会保障制
度審議会の医療部会と医療保険部会は，共同で
「診療報酬改定の基本方針」を定めており，そこで
は，医療提供体制全般にわたる課題に対して，診
療報酬による対応が示されるようになってい
る37)。国民皆保険体制の下で，ほとんどの医療機
関が保険医療機関として医療を提供してきた実態

35) 前掲・注11）を参照。
36) 良永（1992），p.172。もっとも，医療制度と医療受給権保障との法制度的関連が希薄であるとの指摘は今日でも
妥当する。
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が，上記のような制度的接近をもたらしたと考え
る。

2 医療施策の法的課題
医療施策の推進におけるいくつかの法的課題を
指摘し，本稿の結びとしたい。

（1） 施策の機能的重複（地域医療支援病院と
紹介受診重点医療機関）

新たな施策を講じる場合，機能が類似する既存
の制度との関係が問題となる。ここでは，地域医
療支援病院と紹介受診重点医療機関を取り上げ
る。地域医療支援病院は，紹介患者を中心とした
診療を行い，地域医療の確保を図る病院として
1997年に創設された。そのため，高い紹介率（紹
介率65％以上，逆紹介率40％以上など）を承認要
件としている。一方，今後，拡充が図られる紹介
受診重点医療機関においても，紹介患者への外来
医療の提供が中心となる。「医療資源を重点的に
活用する外来」の基準を満たす医療機関の大半は
病院であり，その中には地域医療支援病院も含ま
れる。
地域医療支援病院は，救急医療の提供や医療従
事者への研修の実施が承認要件となっており，都
道府県が承認要件を付加できるという点で一定の
独自性を有するが，いずれも紹介状を持たない患
者から定額負担を徴収するなど，医療法に基づく
2つの施設類型の差異は見えにくいものとなって
いる。法定の施設類型である地域医療支援病院と
機能が類似した施設を，施行規則に基づいて新設
したことには，制度を利用する患者の視点が不足
しているように思われる。医療機関の機能分化を
促進するには患者の理解が不可欠であり，紹介受
診の定着を図るには，両者の整理と役割分担の明
示が必要と考える。

（2） 地域医療連携推進法人の法的統制
地域連携推進法人では，地域の医療法人などが
ひとつの法人組織に参加し，機能分担や業務連携

を円滑に進めることで，良質で効率的な医療体制
を推進することが期待されている。医療連携推進
方針に記載した医療連携推進区域（地域医療構想
の構想区域と原則として一致する）において，参
加法人の医療機関による機能分担や業務連携，参
加法人間での病床融通，介護事業等との連携推進
などが可能となる。そのため，同一の区域内にお
いて多数の法人が参加する場合，地域医療連携推
進法人における方針が，地域の医療提供体制のあ
り方や，医療計画・地域医療構想の達成に影響を
及ぼす可能性がある。
このような観点からは，地域医療連携推進法人
の運用に対してどのような統制が図られているか
が問題となる。まず，地域医療連携推進法人の認
定にあたって，都道府県は，申請法人の医療連携
推進業務，医療連携推進方針などが所定の基準に
適合するかを審査する。その際，地域医療構想と
の整合性に配慮し，都道府県医療審議会の意見を
聴いた上で認定を行うことになっている（医療70
条の3）。医療連携推進認定を受けた後は，医療法
人と同様に，都道府県の監督を受けることに加え
て，重要な定款変更ならびに代表理事の選定及び
解職については都道府県知事の認可が必要である
（医療70条の18，70条の19）。また，法人内部にお
いては，患者代表，地域の医療関係者，有識者な
どを構成員とする地域医療連携推進評議会を設置
することとなっており（医療70条の3第16項），法
人は地域医療連携推進評議会の意見を尊重しなけ
ればならない（医療70条の13第2項）。
地域医療連携推進法人は，社員総会の仕組みを
通じて，参加法人が地域医療に関して都道府県と
は独自に意思決定を行うことが可能なシステムで
ある。地域医療連携推進法人の展開次第では，上
記のような手段を用いて適切な監督や内部統制を
実施できるかが課題となる。

（3） 日本専門医機構と医師偏在対策
日本専門医機構は2018年より専攻医を募集し，
各地で専門医養成プログラムを開始した。専門医

37) 例えば，令和4年度基本方針では「安心・安全で質の高い医療の実現のための医師等の働き方改革等の推進」が
重点課題のひとつとされ，「地域医療体制確保加算」において医師労働時間短縮計画の作成が算定要件とされた。
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養成プログラムの実施は，医師の地域偏在を増大
させる可能性があるため，専攻医の集中する都道
府県において基本領域ごとの専攻医採用数に上限
を設ける仕組み（シーリング）が導入された38)。
これは，厚生労働省が試算した「都道府県別・診
療科別必要医師数および養成数」に基づいて，必
要医師数を確保できた診療科について採用数に上
限を設定するものである（2020年度開始の研修よ
りシーリングを設定）。
2018年の医師法改正により，国や都道府県は，
シーリングを含めた研修の実施について，次のよ
うなルートで日本専門医機構および医療関係の各
学会に意見を述べることができることとなった。
すなわち，日本専門医機構および各学会は，上記
の研修計画についてあらかじめ厚生労働大臣の意
見を聴かなければならない（医師16条の10第1
項）。この意見聴取にあたって，厚生労働大臣は
関係都道府県知事の意見を聴かなければならな
い。また，都道府県知事は，地域医療対策協議会
から意見を聴かなければならない（同第3項・4
項）。日本専門医機構および各学会は，厚生労働
大臣の意見を聴いたときは，研修計画の内容に当
該意見を反映させる努力義務を負う（同第5項）。
上記に加えて，厚生労働大臣は，専攻医の研修の
実施に関し，日本専門医機構および各学会に対し
て，必要な措置の実施を要請することができると
されており，日本専門医機構は，当該要請に応じ
るよう努めなければならない（医師16条の11第1
項・第3項）。
以上のような仕組みを通じて，民間団体である
日本専門医機構が行う専門医研修に対して，医療
への公平なアクセスの確保の観点から，国が一定
の調整を要請できる仕組みが設けられたことにな
る。このような仕組みや各種の医師確保対策で
は，専門医の地域的偏在の是正が困難な場合に
は，地域ごとに保険医の登録数に上限を設定する
など公的コントロールのあり方について検討が求

められることになる39)。

（4） 新興感染症対策の医療提供体制への影響
2022年12月に成立した改正感染症法では40)，都
道府県と医療機関が協定を締結し，感染症のまん
延時に病床を確保する仕組みが導入されることと
なった。都道府県知事は，医療機関と協議を行
い，新興感染症対応に係る協定を締結する。その
ため，すべての医療機関には，都道府県との協議
に応じる義務が課される。協定を締結した医療機
関には，入院病床の確保，発熱外来，自宅療養者
に対する医療の提供などの実施が求められる。ま
た，公立・公的医療機関，特定機能病院，地域医
療支援病院には，協定の締結によることなく，医
療提供が義務づけられた。このほか，広域的な人
材派遣の仕組みの整備も予定されている。
以上のような仕組みは，新興感染症の流行初期
や感染拡大時を想定したものであるが，今後，平
時の医療提供体制のあり方に影響を及ぼす可能性
が高いと考える。例えば，協定締結病院としての
地位は，地域の基幹的医療機関として，医療機関
の統廃合や機能分化を進める際の判断に影響する
であろう。今般の法改正により，保険医療機関の
責務として新興感染症対応への協力が加わるほ
か，第8次医療計画には新興感染症への対応が記
載される。上記に述べた各種の仕組みが，医療提
供体制における医療機関の配置や役割にいかなる
影響を及ぼすかに着目し，分析していくことが必
要となる41)。

付記
本稿は，JSPS科研費22K01184，21H00663の助
成を受けた成果の一部である。本稿の執筆にあ
たっては，九州社会法研究会および健保100年研
究会において貴重な助言を頂いた。記して御礼申
し上げる。

38) 専門医制度への公的介入の経緯については，遠藤（2019），p.487以下を参照。
39) この点につき，石田（2022b），p.76以下では若干の検討を試みた。
40)「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の一部を改正する法律」令和4年法律第96号。
41) 田中（2011），p.132以下は，医療連携推進の仕組みとして協定の活用を指摘する。
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An overview of regulatory , consensus-based and incentive
approaches in health care policy

ISHIDA Michihiko＊

Abstract

Different levels of healthcare policy have been applied to medical institutions and healthcare

professionals, including regulation by law, economic incentives through reimbursement and other means, and

control through administrative planning. Recent legislation has introduced new measures such as the Regional

Healthcare Plan, the Comprehensive Medical Care Fund and the Functional Reporting System for Hospital

Beds, and diversity of policy implementation in healthcare policy, including consensus building through

consultation and incentivisation by information, has expanded quantitatively and qualitatively. This paper

broadly categorises these measures into regulatory, consensus-based and incentive approaches, and then

examines some of the measures and their legal features. The results show that the healthcare system, which

was based on unrestricted medical practice system, is now subject to a wide variety of disciplines and rules.

Finally, as challenges for the future, the paper pointed out the reconsideration of duplicative measures, the

control of integrated healthcare cooperations, measures against the uneven regional distribution of doctors,

and the impact on the healthcare system of the revised Infectious Diseases Prevention Act.

Keywords：Medical Fee, Regulation by Planning, Subsidy, Regional Healthcare Vison, Fund for

Comprehensively Securing Regional Health and Long-term Care
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特集：社会保障の政策形成と施行と運用―法的な側⾯から考える

社会福祉制度の支給決定過程における諸課題

木村 茂喜＊

要 旨

福祉サービス給付を行うための事前調査としての認定調査は，行政処分としての支給決定を行うため
に必要な調査であり，その意味で行政調査に含まれると考えられる。行政機関が行うニーズ判定は，
ニーズ調査を基にして，一律の数値化した基準に基づいて判定するため，ニーズ判定過程に当事者の参
加は保障されていない。
支給の要否・支給量の決定は，財政・資源上の制約もあることから，広範な行政裁量が認められてい
る。他方，サービスの対象者が地域で自立した生活を送るために，対象者の希望や意向にできる限り応
えることで対象者のニーズをできる限り満たすことも軽視すべきではない。利用者のエンパワメント
について，意思決定支援の範囲を，事業者によるサービス提供段階に加えて，ニーズ測定及び支給決定
といった，行政における手続過程においても利用できるように拡大すれば，対象者のニーズに即し，か
つ意向に沿った支援が受けられるようになると思われる。

キーワード：福祉サービス給付，ニーズ調査・判定，支給決定，参加・関与，行政裁量

社会保障研究 2023, vol. 7, no. 4, pp. 335-348.

Ⅰ はじめに

社会福祉制度に基づいて，福祉サービス給付を
受けるためには，受給を希望する者のニーズを調
査・判定し，その測定結果に即した支給の要否お
よび支給量の決定を受ける必要がある。ニーズ調
査・判定およびこれに基づく支給決定について
は，制度ごとに判断基準が設定されているが，そ
れらは，対象者の地域における自立した生活に資
するためのものである必要がある。加えて，受給
希望者のニーズを満たすためには，一連のサービ

スの支給決定過程に受給希望者が参加あるいは関
与することが望ましい。このことは，障害者権利
条約4条3項に定める障害者及び障害者集団による
参画・協議の権限を確立することが，障害者の差
別禁止と地域社会への包容という目的を，インク
ルーシヴ平等の視点から実現するために必要不可
欠であること1)からも重要であるといえる。ただ，
福祉サービス給付の支援対象者は，自ら意見を表
明することが困難なものも少なくないことから，
支援対象者の参加は必ずしも重要視されてきたと
はいえない。それゆえ，支給決定過程への支援対
象者の参加あるいは関与を実質的に保障する仕組

＊西南女学院大学保健福祉学部 准教授
1) 河野正輝（2020）『障害法の基礎理論－新たな法理念への転換と構想』法律文化社，p.170。
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みについても併せて考察する必要がある。
本稿は，福祉サービス給付の支給手続について
概観したうえで，昨今の厳しい財政状況の中で，
支給決定過程において，サービス受給者の希望や
自己実現を実現させるための課題を抽出し，その
解決のための方向性について検討することを目的
とする。

Ⅱ ニーズ調査・判定過程における利用者の関
与

1 行政調査としてのニーズ調査
行政機関が何らかの決定をするためには，何ら
かの情報が必要であり，その情報はまた何らかの
方法により収集されなければならない。つまり，
調査が必要である2)。行政調査は，市民が行政
サービスを受けるためになす申請の処理手続の中
で，申請書の提出など市民からの情報提供を要請
する形で行われる3)。行政調査は，質問，立入り，
検査，収去などいろいろな態様があり，相手方と
の関係からすると，単純な事実行為に当たるもの
（いわゆる任意調査），その実効性が刑罰によって
担保されているもの，物理的実力行使が認められ
ているもの，と多様である4)。行政調査は，即時強
制など，相手方の抵抗を物理的に排除する強制力
が行使されうるものに対して論じられてきたが，
現行法上においては強制力を伴わないものが多
い5)。
福祉サービス給付においても，支給決定に至る
までの過程として，ニーズ調査が行われる。以下
では，障害者総合支援法の障害支援区分の認定，
介護保険の要介護認定及び子ども・子育て支援に
おける保育の必要性の認定調査についてそれぞれ
概観し，各調査の特徴について考察する。

2 障害支援区分
障害者総合支援法の自立支援給付の介護給付費
や訓練等給付費などの支給を受けようとする障害
者または障害児の保護者（以下「障害者等」とい
う）は，市町村による支給決定を受けなければな
らず（障害総合支援19条），支給決定を受けようと
する障害者等は，市町村に申請をしなければなら
ない（障害総合支援20条1項）。
市町村は，当該職員をして，申請のあった障害
者等に面接をさせ，調査をさせるものとする（障
害総合支援20条2項。なお，市町村は，当該調査を
指定一般相談支援事業者等に委託することもでき
る）。
介護給付費の支給希望者について，市町村は，
当該職員または指定一般相談支援事業者等をし
て，障害支援区分の認定のための調査を実施す
る6)。障害支援区分は，障害の多様な特性そのほ
かの心身の状態に応じて必要とされる標準的な支
援の度合いを総合的に示すものとして厚生労働省
令で定める区分（障害総合支援4条4項）である。
障害支援区分の認定調査項目は，（a）移動や動
作等に関連する項目（12項目），（b）身の回りの世
話や日常生活等に関連する項目（16項目），（c）意
思疎通等に関連する項目（6項目），（d）行動障害
に関連する項目（34項目），（e）特別な医療に関連
する項目（12項目）の計80項目である。この認定
調査と併せて，調査対象者が現在受けているサー
ビスの状況，就労状況，日中活動，介護者の状況，
居住状況などの調査（概況調査）も行う。
実際の調査については，1名の調査対象者につ
き，1名の認定調査員が1回で認定調査を終了する
こととしている。調査項目の確認方法について，
調査対象者本人に実際に行為を行ってもらう等，
認定調査員が調査時に確認を行う。
認定調査と併せて，市町村は，申請に係る障害
者の主治医等に対し，当該障害者の疾病，身体の

2) 塩野宏（2015）『行政法I（第6版）』有斐閣，p.283。
3) 大橋洋一（2019）『行政法Ⅰ 現代行政過程論（第4版）』有斐閣，p.368。
4) 塩野・前掲Ḽ2）p.283。
5) 大橋・前掲Ḽ3）p.369。
6)「障害支援区分認定の実施について」平26障発0303第1号。
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障害内容，精神の障害状況など，医学的知見から，
意見（医師意見書）を求める7)。
認定調査の後，市町村は，判定ソフトを用いた
一次判定を行う。一次判定は，認定調査80項目と
医師意見書の一部項目（麻痺，関節の拘縮，生活
障害評価，てんかんなど24項目）を12のグループ
に分類し，各グループごとに「必要とされる支援
の度合」を示す点数を算出する8)。この結果を踏
まえて，各グループの合計点が，平成21～23年度
の認定データ（約14,000件）を基に作成した216の
組み合わせのどれに該当するか判断し，その組み
合わせで最も可能性の高い区分（非該当・区分
1～6）を判定する9)。
市町村は，市町村に設置され，障害者等の保健
または福祉に関する学識経験者で構成された「介
護給付費等の支給に関する審査会（市町村審査
会）」（障害総合支援15条1項）に，この一次判定結
果と医師意見書を通知する（障害総合支援令10条
1項）。市町村審査会は，一次判定で活用した項目
（認定調査項目及び医師意見書の一部項目）につ
いて，特記事項及び医師意見書の内容と比較検討
し，明らかな矛盾がないか確認する。これらの内
容に不整合があった場合には再調査を実施する
か，必要に応じて医師及び認定調査員に照会した
上で認定調査の結果の一部修正が必要と認められ
る場合には，一次判定で活用した項目の一部修正
を行う。次に，一次判定の結果（一次判定で活用
した項目の一部を修正した場合には，一次判定用
ソフトを用いて再度一次判定を行って得られた一
次判定の結果）を原案として，特記事項，医師意
見書の内容から，審査対象者に必要とされる支援
の度合いが，一次判定の結果が示す区分等におい
て必要とされる支援の度合いと比較し，より多い
（少ない）支援を必要とするかどうかを判断す
る10)。この判定が二次判定となり，市町村審査会
は，判定結果を市町村に通知するものとする（障

害総合支援令10条2項）。
障害者の参画について，審査会は，必要がある
と認めるときは，障害者やその家族等の意見を聞
くことができる（障害総合支援21条2項）とある
が，障害者等の意見を聞く機会を与えないことが
常に違法であるということはできない。
市町村は，市町村審査会の審査及び判定の結果
に基づき，障害支援区分の認定をしたときは，そ
の結果を当該認定に係る障害者に通知しなければ
ならない（障害総合支援令10条3項）。

3 介護保険の要介護認定
介護保険の保険給付の対象となる保険事故とし
ての要介護状態とは，身体上または精神上の障害
があるために，入浴，排せつ，食事等の日常生活
における基本的な動作の全部または一部について
厚生労働省令で定める期間（6か月，介保則2条）
にわたり継続して常時介護を要すると見込まれる
状態であって，その介護の必要の程度に応じて厚
生労働省令で定める区分（要介護状態区分）のい
ずれかに該当するものをいう（介保7条1項）。ま
た，要支援状態とは，身体上または精神上の障害
があるために，入浴，排せつ，食事等の日常生活
における基本的動作の全部または一部について厚
生労働省令で定める期間（原則6か月，介保則3条）
にわたり継続して常時介護を要する状態の軽減若
しくは悪化の防止に特に資する支援を要すると見
込まれ，または身体上若しくは精神上の障害があ
るために厚生労働省令で定める期間（同上）にわ
たり継続して日常生活を営むのに支障があると見
込まれる状態であって，支援の必要の程度に応じ
て厚生労働省令で定める区分（要支援状態区分）
のいずれかに該当するものをいう。要介護状態区
分は要介護1（軽度）から要介護5（最重度）まで
の5段階，要支援状態区分は要支援1，2の2段階に
分かれている11)。

7) 同上。
8)「障害支援区分に係る市町村審査会による審査及び判定の基準等に関する省令」（平26・1・23厚労令5号）別表第
一。
9) 上記省令別表第二。
10)「障害支援区分に係る市町村審査会の運営について」平26障発0303第2号 8（1）（2）。
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要介護認定の申請を受けた市町村は，訪問調査
を行う。調査項目は74項目にわたりその内容は，
直接生活介助（入浴，排せつ，食事等の介護），間
接生活介助（洗濯，掃除等の家事援助等），問題行
動関連介助（㓢徊に対する探索，不潔な行為に対
する後始末等），機能訓練関連行為（歩行訓練，日
常生活訓練等の機能訓練），医療関連行為（輸液の
管理，じょく瘡の処置等の診療の補助等）である。
訪問調査においては，給付を申請した要介護者の
「能力」，「介助の方法」，「障害や現象（行動）の有
無」を，上記の調査項目を用いることで，被保険
者の状態像を数量化する。そして，被保険者に対
して行われる，上記の調査項目に関する行為に要
する1日当たりの時間として，厚生労働省令で定
める方法により推計される時間12)，すなわち，「介
護の手間」の総量である要介護認定等基準時間に
応じて要介護度を決定する。
調査の結果については，コンピュータを用いて
処理する一次判定を行う。この一次判定の結果に
主治医の意見書を添えて，保健・医療・福祉に関
する学識経験者等で構成される市町村の介護認定
審査会にはかられ，合議により非該当（自立），要
支援1・2，要介護1～5のいずれに該当するか，二
次判定が行われる。
この審査会の判定結果の通知を受けた市町村
は，その結果に基づいて行った認定結果を当該被
保険者に通知することになっており（介保27条7
項・32条6項），その通知により当該認定は申請の
あった日にḪって効力を生じるものとされている
（介保27条8項・32条7項）。その際，通知書には認
定結果とともに認定理由が記載されることになっ
ており，また，被保険者証の要介護区分の欄には，
要介護・要支援区分のいずれかが記入されたうえ
で，通知書と一緒に被保険者証が返送されてくる
ことになっている。

4 子ども・子育て支援の保育の必要性の認定
小学校就学前子どもの保護者は，子どものため
の教育・保育給付を受けようとするときは，内閣

府令で定めるところにより，市町村に対し，その
小学校就学前子どもごとに，子どものための教
育・保育給付を受ける資格を有すること及びその
該当する小学校就学前子どもの区分についての認
定を申請し，市町村の認定を受けなければならな
い（子ども・子育て支援20条1項2項）。
市町村は，保護者から申請があった場合におい
て，保育を必要とする事由に該当するかどうか，
及び保育必要量について認定を行う。保育を必要
とする事由は，保護者が（a）一月において，48時
間～64時間までの範囲で，月単位に市町村が定め
る時間以上労働することを常態とすること，（b）
妊娠中であるかまたは出産後間がないこと，（c）
疾病にかかり，若しくは負傷し，または精神若し
くは身体に障害を有していること，（d）同居の親
族（長期間入院等をしている親族を含む）を常時
介護または看護していること，（e）震災，風水害，
火災そのほかの災害の復旧に当たっていること，
（f）求職活動（起業の準備を含む）を継続的に
行っていること，（g）学校に在学しているか，職
業訓練を受けていること，（h）児童虐待を行って
いるまたは再び行われるおそれがあると認められ
ること，配偶者からの暴力により保育を行うこと
が困難であると認められること，（i）育児休業を
する場合であって，当該育児休業に係る子ども以
外の子どもが特定教育・保育施設等を利用してお
り，当該育児休業の間に当該施設等を引き続き利
用することが必要であると認められること，（j）
前各号に類するものとして市町村が認める事由に
該当すること，である（子ども・子育て支援則1条
の5第1号～10号）。
上記の各事由に基づき，市町村は，満3歳以上で
保育の必要のない子ども（1号認定），満3歳以上で
家庭において必要な保育を受けることが困難な子
ども（2号認定）および満3歳未満で家庭において
必要な保育を受けることが困難な子ども（3号認
定）に区分し，2号認定および3号認定に該当する
ときは，保育必要量の認定を行う（子ども・子育
て支援20条3項）。保育必要量は，上記の事由によ

11)「要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令」1条・2条。
12) 同3条。
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り家庭において必要な保育を受けることが困難で
ある状況に応じて行うものとされている（子ど
も・子育て支援令1条の2）。保育必要量の認定は，
保育の利用について，一月当たり平均275時間（1
日当たり11時間）までの保育標準時間認定と，一
月当たり平均200時間（1日当たり8時間）までの保
育短時間認定に分けられる。上記（a），（d）およ
び（g）の事由については，当該事由に要する時間
が月120時間以上の場合は，原則保育標準時間認
定となり，月120時間未満の場合は，原則保育短時
間認定となる（子ども・子育て支援則4条1項本
文）。また，上記（b），（e）および（h）の事由に
ついては，原則保育標準時間認定となるが，保護
者の希望により，保育短時間認定とすることも可
能である（同項ただし書）。なお，上記（c），（f）
および（i）の事由について，市町村は，保育必要
量の認定を上記各認定区分に分けて行うことが適
当でないと認める場合は，当該区分に分けないで
行うこともできる（子ども・子育て支援則4条2
項）。

5 各制度の特徴
福祉サービス給付を行うための事前調査として
の認定調査は，いずれも行政処分としての支給決
定を行うために必要な調査であり，その意味で行
政調査に含まれると考えられる。
福祉サービスを必要とするかどうかを判断する
基準は，法令等で一律に定められているが，一律
に定められている基準では評価しにくい個別的な
ニーズを正確に把握するために訪問調査が行われ
ている。他方，保育の必要量の認定については，
訪問調査は実施せず，申請書および必要書類に基
づいて判断する。これは，障害者総合支援，介護
保険とは異なり，子ども・子育て支援の給付を受
ける主体が子どもではなく，子どもの保護者であ

ることから，保護者が抱えるニーズの個別性が高
齢者，障害者ほど多様ではないためであると思わ
れる。
訪問調査は，ニーズ判定の対象となる障害者，
高齢者に対して直接行うので，当然手続に関与し
ているといえるが，調査を基にして，行政機関が
行うニーズ判定の過程に当事者の参加は保障され
ていない。これについては，一律の数値化した基
準に基づいて判定するため，対象者の個別のニー
ズは，サービスの支給決定過程において反映する
ことになる。

Ⅲ 支給決定過程における利用者の参加・関与

1 ニーズ充足と財政上の制約
福祉サービス給付の支給の要否及び支給量の決
定は，測定されたニーズに基づいて行われる。決
定された支給内容及び支給量は対象者のニーズを
充足することが望ましいことは言うまでもない。
しかし，財政上の制約などにより，制度上，支給
量に上限が設定されている場合は，対象者のニー
ズを完全には満たしきれないこともある。たとえ
対象者のニーズを決定された支給量で満たしきれ
なかったとしても，対象者の意見を聞き，対象者
に対して十分な説明をするなど，対象者が決定過
程に関与することが重要である。
以下では，障害者総合支援法の自立支援給付と
子ども・子育て支援の支給決定に加えて，児童福
祉法に規定する要保護児童に対する措置13)につい
ても考察する。なお，介護保険については，ニー
ズ判定過程である要介護認定と同時に区分支給限
度額が決定されるので，ニーズ判定過程と支給決
定過程を分けて検討することはできない。

2 自立支援給付

13) 要保護児童に対する措置は，申請に基づいて実施されないという点で，ほかの福祉サービス給付とは性格を異
にする。しかし，要保護児童に対する措置決定も，実施するためには要保護児童や保護者の情報やニーズを基に
行うという点で，ほかの福祉サービスとは共通しており，また，後述する通り，要保護児童についても，児童の権
利に関する条約12条で保障される意見表明権との関連で，決定過程において要保護児童自身が関与することを保
障する児童福祉法改正が行われていることから，ほかの社会福祉サービスと同様にここで取り上げることとす
る。
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（1） 介護給付費等
市町村は，障害支援区分の認定を行った申請者
等の支給決定または地域相談支援給付決定を行う
ため，申請者から介護給付，訓練等給付または地
域相談支援給付の申請に係るサービスの利用意向
を聴取する。
市町村は，支給要否決定を行うにあたって必要
と認められる場合（基本的にはすべての場合（障
害総合支援則12条の2））には，市町村長が指定す
る特定相談支援事業者が作成するサービス等利用
計画案またはそれに代えて厚生労働省令で定める
サービス等利用計画案（セルフケアプラン等）提
出を申請者に求め（障害総合支援22条4項5項），そ
れも参考として決定を行う。これら手続き規定の
性格は，基本的には，サービス等利用計画への当
事者の参画・協議の権限（権能）を容認したもの
して評価すべきであろう14)。
要介護者等の「介護の手間」のみで要介護度と
支給限度額を定める介護保険とは異なり，障害者
総合支援の介護給付は，諸事項を勘案して支給が
決定される。
勘案事項は以下の通りである（障害総合支援則

12条）。
（a）障害支援区分，障害の種類と程度や心身の状
況。
（b）介護者の状況 これについては，介護者の有
無，年齢，心身の状況及び就労状況等を勘案する。
なお，介護を行う者がいる場合に介護給付費の支
給を行わないという趣旨ではないとしている15)。
（c）介護給付費等の受給状況，（d）障害児通所支
援，指定入所支援の利用状況，（e）介護保険サー
ビス（訪問介護，通所介護，短期入所生活介護）
の利用状況，（f）ほかの保健医療サービス・福祉
サービスの利用状況 これらについては，申請さ
れたサービス以外のサービスの利用状況を踏ま
え，支給決定により当該障害者等が全体としてど
のようなサービスを受けながら生活することにな
るのかを把握したうえで支給決定を行う。例え

ば，居宅介護に係る支給申請の場合，日中活動系
サービスや短期入所に係る受給の状況等を勘案
し，支給量の調整等を図ることが考えられる。ま
た，介護保険給付または事業との関係について
も，介護保険給付または事業が優先されるため，
介護保険の被保険者である障害者については，介
護保険給付または事業に係る居宅サービスの利用
状況や利用可能性を勘案する必要がある。
（g）利用の具体的な意向 当該障害者等が受けよ
うとするサービスの内容，利用目的等，具体的に
どのような利用の意向があるのかを勘案して介護
給付費等の支給決定を行う。その際，社会参加の
意欲を含め，本人がどのような生活をしていきた
いのかを十分考慮する必要がある。
（h）置かれている環境 当該障害者等が居住する
住宅の構造（例えば，障害に対応した住宅改修の
状況），立地や生活環境（例えば，事業所・施設や
医療機関までの距離や交通手段）等を勘案する。
（i）提供体制の整備状況 介護給付費等の支給決
定を行うに当たっては，実際に当該障害者等が当
該障害福祉サービスを利用できる見込みがあるこ
とが必要であることから，本事項を勘案すること
とされている。利用の見込みは，障害者等からの
利用予定事業者・施設の聴き取りのほか，障害者
等からの求めに応じ，あっせん・調整，要請を行
うなどにより判断することとなるとされている。
また，当該障害者が入所を希望する施設に空き定
員がないなど，サービス利用の見込みが当面ない
場合にあっては，すぐに不支給の決定をするので
はなく，申請を受理したまま，入所調整を継続す
ることが望ましいとされているほか，障害者等
が，それぞれの障害の種類及び程度等に応じて
サービスを利用できるよう調整するために，本事
項を勘案することが必要となる場合も想定される
としている。
勘案事項の聴き取りは，申請者本人から市町村
の職員が行うことが原則となるが，本人からだけ
では十分な聞き取りが困難である場合，本人の状

14) 河野・前掲Ḽ1）p.187。
15) 厚生労働省『介護給付費等に係る支給決定事務等について（事務処理要領）最終改正令和4年4月』https://www.
mhlw.go.jp/content/12200000/000924790.pdf（2023年1月31日最終確認）。
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態をよく知っている者（家族のほか，事業所・施
設・精神科病院職員）からも聴き取りを行うこと
が必要な場合もある。
支給決定過程における当事者の参加という視点
において，障害者及びその家族は，サービス利用
の意向について聴取されているほか，支給決定に
ついて市町村に対して意見を述べる市町村審査会
は，必要に応じて障害者及びその家族等の意見を
聞くことができるとされている16)が，障害支援区
分の認定と同様に，障害者等の意見を聞く機会を
与えないことが常に違法であるということはでき
ない。
市町村は，勘案事項を踏まえつつ，介護給付費
等の支給決定を公平かつ適正に行うため，あらか
じめ支給の要否や支給量の決定についての支給決
定基準を定めておくことが適当であるとされてい
る17)。しかしながら，どの勘案事項について，ど
の程度勘案するかなど，勘案事項が支給の要否や
支給量とどのように結びつくのかは明らかにはさ
れていない18)。
市町村は，上記の勘案事項に基づき，支給決定
案を作成する。市町村は，支給決定案が支給決定
基準等と乖離するときは，「非定型の支給決定」等
として市町村審査会に意見を求めることができ
る。
市町村は，これらの内容を踏まえて，支給を行
うことが適切であると認めるときは，申請者に対
して介護給付費等の支給決定を行い，特定された
障害福祉サービスまたは地域相談支援の種類及び
内容ごとに支給量及び支給決定の有効期間を定
め，障害福祉サービス受給者証を交付する（障害
総合支援22条）。
このように，障害者総合支援の支給決定は，行
政の広範な裁量に委ねられている。とりわけ勘案

事項に介護者の状況や提供体制の整備状況なども
含まれていることには批判もあるが，他方，自立
支援給付の財源は公費であり，サービス提供のた
めの人的・物的資源に限りがあることを考えれ
ば，財源・資源の適正な分配という観点から市町
村の政治的な判断に給付の決定をゆだねることは
一応の合理性がある。他方で，法令は市町村また
は障害者総合支援制度の財政状況を勘案事項とし
て挙げてはいないため，市町村が支給決定・支給
量決定に際して財政事情を直接的に考慮すること
は許されないと考えられる19)。
裁判例では，一日24時間かあるいはそれに近い
量に相当する在宅での介護給付費の支給を求める
訴訟において，原告の請求を一定程度認容した義
務付け判決も多く出されている20)。

（2） 訓練等給付費
訓練等給付に係る障害福祉サービスは，障害者
本人の希望を尊重し，より適切にサービス利用を
図る観点から，利用を希望する事業について，（a）
当該事業の継続利用についての利用者の最終的な
意向の確認，（b）当該事業が支給申請に係る障害
者に適したものかどうかをあらかじめ評価するた
めの期間（暫定支給決定期間）を設定した支給決
定（暫定支給決定）を行うこととしている。暫定
支給決定は，法制上は特別の支給決定ではなく，
主に評価を目的とした短期間の支給決定を指し，
期間は2か月以内の範囲で市町村が個別のケース
に応じて設定する。
訓練等給付費の支給決定に当たっては，障害支
援区分の認定は行わないこととしているが，自立
訓練については，認定調査項目に係る調査を基
に，サービス利用の優先度の参考となるスコアを
算出し，待機期間と併せ，適宜支給決定の参考と

16) 前掲Ḽ6）。
17)「介護給付費等の支給決定等について」平19障発0323002号。
18) 福島正剛（2015）「知的障害者の主体性の形成の視点からみた障害者総合支援法（三・完）―支給決定プロセス
の検討―」，『社会関係研究』21巻1号p.14。
19) 笠木映里ほか（2018）『社会保障法』，有斐閣，p.323（中野妙子執筆部分）。
20) 例えば，脳性麻痺による四肢の機能障害がある障害者に対して，1か月558時間の義務付けを行った大阪高判平
23・12・14賃金と社会保障1559号p.21や，ALS患者に対して，重度訪問介護の1か月当たりの支給量542.5時間を下
回らない介護給付費支給決定の義務付けを行った和歌山地判平24・4・25判時2171号p.28などがある。
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する。
暫定支給決定を受けた障害者等と利用契約を締
結したサービス提供事業者は，利用者のアセスメ
ントを行って，暫定支給決定期間に係る適切な個
別支援計画を作成し，当該計画に基づき支援を実
施する。サービス提供事業者は，暫定支給決定期
間内に実施した利用者のアセスメント内容ならび
に個別支援計画，当該計画に基づく支援実績及び
その評価結果を取りまとめ，市町村及び指定特定
相談支援事業者に提出する。
期間経過後，利用者が引き続きサービスの継続
を希望する場合，市町村は，サービス提供事業者
からの提出書類や指定特定相談支援事業者のモニ
タリング結果を踏まえ，必要に応じて市町村審査
会の意見を聴取したうえで，サービスを継続する
ことによる改善（維持を含む）効果が見込まれる
と判断する場合は，個別支援計画に基づく本格的
な訓練に移行する。改善効果が見込まれないと判
断された場合には，市町村，サービス提供事業者，
指定特定相談支援事業者及び利用者（必要に応じ
て家族や関係機関等関係者の参加を求める）によ
る連絡調整会議を開催し，利用者にその旨を説明
するとともに，今後のサービス利用について調整
を行う。

3 保育の利用決定
保育の必要性の認定を受けて，保護者は希望す
る施設名などを記載して保育利用希望の申し込み
を行う（保育の必要性の認定の申請と同時に行う
こともある）。ここで，「子ども・子育て支援法及
び総合こども園法の施行に伴う関係法律の整備等
に関する法律」（平24法67号）により，児童福祉法
73条1項に基づき，児童福祉法24条3項の「市町村
は，保育の需要に応ずるに足りる保育所，認定こ
ども園（子ども・子育て支援法第27条第1項の確認
を受けたものに限る。以下この項及び第46条の2
第2項において同じ。）又は家庭的保育事業等が不
足し，又は不足するおそれがある場合その他必要
と認められる場合には，保育所，認定こども園」

が，「市町村は，保育所，認定こども園（子ども・
子育て支援法第27条第1項の確認を受けたものに
限る。以下この項及び第46条の2第2項において同
じ。）」と読み替えられたことにより，保育を必要
とするすべての施設・事業（保育所のほか，認定
こども園（保育部分），家庭的保育事業，小規模保
育事業，事業所内保育事業）の利用について，市
町村が利用調整を行うこととなった。
市町村は，保育の必要性認定の際に，保護者の
状況について指数を付ける。その際，ひとり親や
保護者の障害，生活保護などの諸類型を考慮して
指数を加点または減点したうえで，第1希望の施
設ごとに申込者を取りまとめ，指数の高い順に保
育の利用を決定する。この決定に基づき，保護者
は，施設・事業者と契約を締結して，利用者負担
を施設・事業者に支払い，市町村は，施設・事業
者へ施設・型給付または地域型保育給付を支払う
代理受領方式がとられている。なお，私立保育所
を利用する場合は，保護者は市町村と契約を締結
し，利用者負担は市町村へ支払い，市町村は保育
所へ委託費を支払う。この利用調整については，
直接契約の施設であっても，利用調整の結果は事
実上入所の可否を左右するものであり，処分性が
あると考えられている21)。
希望する保育所への入所が認められなかったな
ど，保育の利用ができない保護者に対して，市町
村は，認定こども園または家庭的保育事業等によ
り必要な保育を確保するための措置を講じなけれ
ばならない（児福24条2項）ほか，児童が，その置
かれている環境等に応じて，必要な保育を受ける
ことができるよう，地域の実情に応じた体制整備
を行うものとされている（児福24条7項）。
保育所の定員を上回る需要があることを理由
に，保育所への入所を不承諾とする処分に対し
て，当該不承諾処分または保育所に入所させるた
めの措置をとらなかった不作為の違法性につい
て，児福24条1項は，市町村が，保育所における保
育の実施義務を負っているものの，すべての児童
が入所できるだけの保育所の整備を一義的に義務

21) 内閣府（2021年）『自治体向けFAQ（よくある質問）（第19.1版）』https://www8.cao.go. jp/shoushi/shinseido/
administer/qa/pdf/jichitai_faq-19-1.pdf（2023年1月26日最終確認）。
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付けているとまでは解し難いと判示している22)。

4 要保護児童に対する措置
要保護児童として報告を受けた児童に対し，都
道府県知事（実際には委託を受けた児童相談所
長）は，児童またはその保護者に訓戒を加え，ま
たは誓約書を提出させる（児福27条1項1号），児
童・保護者に対する指導の措置（児福27条1項2
号），里親等への委託若しくは児童養護施設等へ
の入所措置（児福27条1項3号），家庭裁判所への送
致（児福27条1項4号），障害のある児童についての
指定発達支援医療機関への入院（児福27条2項）措
置をとることができる。このうち，3号措置及び2
項の措置については，親権者または未成年後見人
の意に反して，措置を採ることはできない（児福
27条4項）。この措置を採るにあたり，施設入所後
の児童に対する処遇及びその家庭環境の調整を円
滑に図る観点から，保護者等の意見を十分聴き，
その同意を得てから行うことが望ましいとされて
いる23)が，親権者が存在しない場合や，親権者等
が児童相談所の同意・不同意の問い合わせに答え
ない場合，親権者等の一方が同意し他方が黙って
いる場合も措置が可能である24)。親権者の意思の
尊重は，精神保健福祉法における任意入院のよう
な本人の自己決定の尊重とは異なり，「子の利益
のため」（民820条）の権限行使における意思の尊
重であり，3号措置は，例えば親権者等が子を十分
に監護できない場合に，みかねた隣家の者が親権
者等の依頼によらずに一時的に子の面倒を見る事
務管理と同列に理解すべき職権処分であるから，
親権者等が反対の意思を示さない限り，これを行
うことができる25)。
保護者が，その児童を虐待し，著しくその監護

を怠り，そのほか保護者に監護させることが著し
く当該児童の福祉を害する場合において，児福27
条1項3号の措置を採ることが親権者等の意に反す
るときは，家庭裁判所の承認を得て児福27条1項3
号の措置を採ることができる（児福28条1項1号）。
児童相談所は，施設入所等の措置を行う際に
は，保護者や児童に対して，①措置を採ることと
した理由（家族再統合へ向けた指導の方針等），②
入所中または委託中の生活に関する事項（施設生
活，面会・外出の可否等），③入所中または委託中
の監護措置に関する事項（施設長等による監護措
置等，これを不当に妨げる行為の禁止，緊急時の
施設長等による対応等）について説明する。ま
た，児童に対しては，児童が有する権利や権利擁
護のための仕組み（児童相談所への相談，施設に
おける苦情解決の仕組み，運営適正委員会への苦
情の申し出等）についても児童の年齢や態様等に
応じ懇切に説明する26)。
2016年3月の「新たな子ども家庭福祉のあり方
に関する専門委員会」報告書で，児童福祉政策の
基本理念として，子どもの権利保障を位置付ける
ことの重要性が指摘された。これを受けて2016年
の児童福祉法改正法において，1条の理念規定が
見直され，児童は，児童の権利条約の精神にのっ
とり，適切な養育を受け，健やかな成長・発達や
自立等を保障される権利を有すること等が明確化
された。その後も厚生労働省内で子どもの意見表
明を支援する仕組みや権利擁護機関の在り方な
ど，子どもの権利擁護を図る施策について，継続
的に検討されてきた。そのような中，2019年6月
に成立した「児童虐待防止対策の強化を図るため
の児童福祉法等の一部を改正する法律」（令元法
46）附則7条4項において，子どもの意見を聞く機

22) 東京高判平29・1・25賃金と社会保障1678号p.64。評釈として，中野妙子（2018）「定員超過を理由とする保育所
入所不承諾と市町村の保育実施義務－三鷹市保育所入所不承諾国家賠償訴訟」，『ジュリスト』1521号p.142。
23)「児童虐待等に関する児童福祉法の適切な運用について」平9児発434号 5（1）。
24) 日本弁護士連合会子どもの権利委員会編（2021）『子どもの虐待防止・法的実務マニュアル（第7版）』，明石書
店，p.159。
25) 磯谷文明・町野朔・水野紀子編（2020）『実務コンメンタール児童福祉法・児童虐待防止法』，有斐閣，p.313（藤
田香織・横田光平執筆部分）。
26)「児童相談所長又は施設長等による監護措置と親権者等との関係に関するガイドラインについて」平24雇児総
発0309第1号別添 3。
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会の確保，意見表明支援の仕組みの構築，権利擁
護の仕組み等が検討事項とされた。これを受けて
厚生労働省内に「子どもの権利擁護に関するワー
キングチーム」が設置され，2021年5月に「とりま
とめ」を発表した。その中には，措置や一時保護
の決定の場面などにおける子どもの意見表明権の
保障や意見表明支援の仕組みの整備の必要性など
が含まれている。
これを受けて，2022年6月15日に「児童福祉法等
の一部を改正する法律」（令4法66）が公布され，
都道府県知事または児童相談所長は，児童に入所
措置を採る場合または入所措置を解除し，停止
し，若しくはほかの措置に変更する場合等におい
ては，児童の最善の利益を考慮するとともに，児
童の意見または意向を勘案して入所措置等を行う
ために，あらかじめ，年齢，発達の状況そのほか
の当該児童の事情に応じ意見聴取等措置を採らな
ければならないものとされた。ただし，児童の生
命または心身の安全を確保するため緊急を要する
場合で，あらかじめ意見聴取等措置をとるいとま
がないときは，児童に入所措置等を採り，または
入所措置等を解除し，停止し，若しくはほかの措
置への変更等を行った後速やかに意見聴取等措置
を採らなければならないものとされた（改正児福
33条の3の3。2024年4月1日より施行される。）。

Ⅳ 支援対象者のエンパワメント

1 エンパワメントの必要性
福祉サービス給付の対象者は，ニーズ調査の際
や提供されるサービスの具体的内容決定の際に，
自らの現在の状況，提供されるサービスに対する
希望や意向を伝えることになる。福祉サービス給
付の対象者は，知的障害や認知症などで判断能力
が低下しているものも多いことから，とりわけ家
族の支援が期待できない対象者が自らの意思を伝
えるためには，対象者の意思決定支援が求められ
る。以下では，サービス等利用計画及び居宅サー
ビス支援における意思決定支援及び児童に係る意

見表明等支援事業について概観する。

2 サービス等利用計画
障害者総合支援法のサービス利用支援は，支給
決定の申請を行った障害者等の心身の状況，その
置かれている環境，障害福祉サービスまたは地域
相談支援の利用に関する意向そのほかの事情を勘
案し，利用する障害福祉サービスまたは地域相談
支援の種類及び内容そのほかの厚生労働省令で定
める事項を定めたサービス等利用計画案を作成
し，支給決定が行われた後に，指定障害福祉サー
ビス事業者等との連絡調整そのほかの便宜を供与
するとともに，支給決定にかかる障害福祉サービ
スまたは地域相談支援の種類及び内容，これを担
当する者そのほかの厚生労働省令で定める事項を
記載したサービス等利用計画を作成することをい
う（障害総合支援5条22項）。
上記の通り，市町村は，支給要否決定を行うに
あたり，サービス等利用計画案の提出を申請者に
求める。
サービス等利用計画の作成や，その計画に基づ
いて，サービス給付を受ける際に，障害者の自己
決定やインフォームド・チョイスを保障するため
の手段として，意思決定支援は有効である。障害
者の意思決定支援については，現在「障害福祉
サービスの利用等にあたっての意思決定支援ガイ
ドライン」が策定されている27)。
上記ガイドラインにおいて，意思決定支援は，

（a）日常生活における場面（食事，衣服の選択，外
出，排せつ，整容，入浴等基本的生活習慣に関す
る場面のほか，複数用意された余暇活動プログラ
ムへの参加を選ぶ等の場面）と，（b）社会生活に
おける場面（自宅からグループホームや入所施設
等に住まいの場を移す場面や，入所施設から地域
移行してグループホームに住まいを替えたり，グ
ループホームの生活から一人暮らしを選ぶ場面
等）において必要とされることが考えられてい
る28)。
意思決定支援の枠組みは，意思決定支援責任者

27)「障害福祉サービスの利用等にあたっての意思決定支援ガイドラインについて」平29障発0331第15号。
28) 同上。
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の配置，意思決定支援会議の開催，意思決定の結
果を反映したサービス等利用計画・個別支援計画
（意思決定支援計画）の作成とサービスの提供，モ
ニタリングと評価・見直しの5つの要素から構成
される。このうち，意思決定支援会議は，本人参
加の下で，アセスメントで得られた意思決定が必
要な事項に関する情報や意思決定支援会議の参加
者が得ている情報を持ち寄り，本人の意思を確認
したり，意思及び選好を推定したり，最善の利益
を検討する仕組みである。また，意思決定が反映
されたサービス等利用計画や個別支援計画（意思
決定支援計画）の作成とサービスの提供において
は，意思決定支援によって確認または推定された
本人の意思や，本人の最善の利益と判断された内
容を反映したサービス等利用計画や個別支援計画
（意思決定支援計画）を作成し，本人の意思決定に
基づくサービスの提供を行うことが重要であると
されている。さらに，意思決定支援を行うにあ
たっては，意思決定に必要だと考えられる情報を
本人が十分理解し，保持し，比較し，実際の決定
に活用できるよう配慮をもって説明し，決定した
ことの結果起こり得ること等を含めた情報を可能
な限り本人が理解できるよう，意思疎通における
合理的配慮を行うことが重要であるとされてい
る29)。
意思決定支援の基本原則は，（a）本人への支援
は，自己決定の尊重に基づき行うことが原則であ
る，（b）職員等の価値観においては不合理と思わ
れる決定でも，他者への権利を侵害しないのであ
れば，その選択を尊重するよう努める姿勢が求め
られる，及び（c）本人の自己決定や意思確認がど
うしても困難な場合は，本人をよく知る関係者が
集まって，本人の日常生活の場面や事業者のサー
ビス提供場面における表情や感情，行動に関する
記録などの情報に加え，これまでの生活史，人間
関係等さまざまな情報を把握し，根拠を明確にし

ながら障害者の意思及び選好を推定する，であ
る。さらに，本人の意思を推定することがどうし
ても困難な場合は，関係者が協議し，本人にとっ
ての最善の利益を判断せざるを得ない場合がある
が，その際は，（a）メリット・デメリットの検討，
（b）相反する選択肢の両立，（c）自由の制限の最
小化の3点に留意する必要がある30)。

3 居宅介護支援
介護保険の居宅介護支援は，指定居宅サービス
等の適切な利用等をすることができるよう，居宅
要介護者の依頼を受けて，その心身の状況，その
置かれている環境，要介護者及びその家族の希望
等を勘案し，居宅サービス計画を作成するととも
に，居宅サービス事業者等と連絡調整そのほかの
便宜の提供を行い，要介護者が施設への入所を要
する場合にあっては，施設の紹介そのほかの便宜
の提供を行う（介保8条24項）。これを中心に支援
を行うのがケアマネジメントであり，このケアマ
ネジメントを行うのが，介護支援専門員（ケアマ
ネジャー）である。
ケアマネジメントは，（a）アセスメント，（b）居
宅サービス計画の原案の作成，（c）サービス担当
者会議の開催，（d）利用者・家族に対する説明，
文書による同意，（e）モニタリングからなる31)。
ケアマネジャーは，高齢者が利用する介護サービ
スを組み立ててケアプランを策定したうえで，介
護サービスが適切に提供されているかどうかを確
認することになる。この中では，高齢者と介護事
業者の間に立って，高齢者の苦情を介護事業者に
伝えることや，介護事業者からの連絡を高齢者な
いし家族に伝えることも期待される32)。
認知症の高齢者の日常生活・社会生活における
意思決定支援については，2018年6月に「認知症の
人の日常生活・社会生活における意思決定支援ガ
イドライン」33)が策定されている。

29) 同上。
30) 同上。
31)「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準」13条。
32) 川久保寛（2019）「高齢者の介護サービス利用支援と法」『社会保障法』35号p.40。
33) 平30老発0622第1号。
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このガイドラインに従って，意思決定支援者
は，（a）本人が意思を形成することの支援（意思
形成支援），（b）本人が意思を表明することの支援
（意思表明支援），及び（c）本人が意思を実現する
ための支援（意思実現支援）からなる，適切な意
思決定プロセスを踏むことが重要であるとされ
る。その上で，本人の意思決定能力の判定や，支
援方法に困難や疑問を感じ，また，本人の意思を
日常・社会生活に反映した場合に，他者を害する
恐れがあったり，本人にとって見過ごすことので
きない重大な影響が生ずる場合には，意思決定支
援のプロセスを適切に踏まえているかを確認する
ために，意思決定支援会議を開く。この会議に
は，原則として本人の参加が望ましいとされ，専
門職種や行政職員等は，適切な意思決定プロセス
を踏まえた支援を提供するとともに，提供の過程
や結果をモニタリング・記録し，評価を適切に行
い，質の向上につなげる役割があるとされてい
る34)。

4 要保護児童に対する措置
児童については，上記の2022年児童福祉法改正
法において，意見聴取等措置の対象となる児童の
入所措置または一時保護等の措置を行うことに係
る意見または意向および入所措置そのほかの措置
が採られている児童そのほかの者の当該措置にお
ける処遇に係る意見または意向について，児童の
福祉に関し知識または経験を有する者が，意見聴
取そのほかこれらの者の状況に応じた適切な方法
により把握するとともに，これらの意見または意
向を勘案して児童相談所，都道府県そのほかの関
係機関との連絡調整その他の必要な支援を行なう
意見表明等支援事業が新設される（改正児福6条
の3第17項。2024年4月1日より施行される。）。

Ⅴ むすびにかえて

本稿では，各社会福祉制度の支給決定過程を概
観し，支給決定過程における福祉サービス給付対

象者の関与について，若干の考察を試みた。
社会福祉制度は，その沿革的背景から，ニーズ
とそれを充足するための給付内容・手段が制度ご
とに大きく異なっている。加えて，租税を主な財
源とする制度が中心であることから，財政上の制
約により，広範な行政裁量を有する制度となって
いる。確かに，税財源の公正な配分という視点か
ら，財政上の制約は正当化される余地は大きい
が，他方，サービスの対象者が地域で自立した生
活を送るために，対象者の希望や意向にできる限
り応えることで対象者のニーズをできる限り満た
すことも軽視すべきではない。障害者総合支援で
は，司法判断によって事後的に救済がなされてい
る場合も少なくないが，対象者が必要なニーズを
主張して，それを第三者である裁判官が判断する
という，司法手続の特性によるところが少なくな
い。行政裁量と対象者のニーズとの関係について
は，今後も裁判例と議論の蓄積が求められよう。
利用者のエンパワメントについて，意思決定支
援ガイドラインは，事業者がサービスを提供する
際に行う意思決定支援の枠組みである35)。しか
し，意思決定支援の範囲を，ニーズ測定及び支給
決定といった，行政における手続過程においても
利用できるように拡大すれば，対象者のニーズに
即し，かつ意向に沿った支援が受けられるように
なると思われる。
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Issues in the Decision-Making Process of Social Welfare Services
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Abstract

Summary

A certification survey as a preliminary survey for providing welfare service benefits is a necessary

survey for making a grant decision as an administrative disposition, and in this sense is considered to be

included in an administrative survey. Needs determination conducted by administrative agencies is based on a

needs survey and is determined based on uniform quantified criteria, so the participation of the parties

concerned in the needs determination process is not guaranteed.

Decisions on the need for and amount of payment are subject to extensive administrative discretion,

due in part to financial and resource constraints. On the other hand, it should not be neglected that the needs

of the eligibility for welfare services should be met as much as possible by responding as much as possible to

the wishes and intentions of the eligibility for welfare services in order for eligibility for welfare services to

lead independent lives in the community. Regarding the empowerment of users, if the scope of decision-

making support is expanded so that it can be used not only at the stage of service provision by service

providers, but also during the administrative process, such as needs determination and provision decision

making, it will be possible for the eligibility for welfare services to receive support that meets their needs and

is in line with their intentions.

Keywords：Welfare Service Benefits, Needs Assessment and Determination, Provision Decision,

Participation and Involvement, Administrative Discretion
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特集：社会保障の政策形成と施行と運用―法的な側⾯から考える

今⽇における訴訟による政策形成・法形成と社会保障

原田 大樹＊

抄 録

所得再分配の機能を有する社会保障制度1)においては，負担と給付の基本的内容を憲法が想定する民
主政の過程において国会が法律の形式で決定することが重要と考えられる。他方で，憲法が設定した権
力分立構造と，憲法が保障した裁判を受ける権利，さらには憲法25条の生存権規定に照らすと，社会保
障における政策形成・法形成において裁判所にも固有の役割が与えられるべきである。裁判所がそのよ
うな役割を果たした著名な例として，生活保護給付に関する朝日訴訟がある。
朝日訴訟が提起された時期は，いわゆる第1次「適正化」の時期であり2)，生活保護基準の額が低く抑
えられていた。生活保護法に基づいて医療扶助と入院患者日用品費600円を毎月受給していた原告は，
福祉事務所が兄から毎月1500円の仕送りを約束させたことで，入院患者日用品費が打ち切られ，仕送り
のうち900円を一部負担として国庫に納入させる決定を受けたことから，県知事に対する審査請求・厚
生大臣に対する再審査請求を経て，東京地裁に処分の取消訴訟を提起した。第1審（東京地判1960（昭和
35）・10・19判時241号2頁）は，憲法25条1項の「健康で文化的な最低限度」について，「それが人間とし
ての生活の最低限度という一線を有する以上理論的には特定の国における特定の時点においては一応
客観的に決定すべきものであり，またしうるものである」とした上で，原告の状況から考えて最小限度
の嗜好品費を補食費の一部として医療費一部負担金から控除することが必要不可欠であり，その控除を
全く認めなかったことが生活保護法2条・3条・8条に違反する違法な措置であったと判断し，保護変更決
定を取り消す判決を下した。この判決は，新聞等で好意的に取り上げられ，保護費の低さが広く認識さ
れることとなった3)。また，厚生省内部で進んでいた基準改定を財務当局に説得する際の手がかりのひ
とつとなり4)，翌年は前年比18％もの増額が実現した5)。訴訟そのものは，控訴審（東京高判1963（昭和
38）・11・4判時351号11頁）で原判決取消しとなり，最高裁（最大判1967（昭和42）・5・24民集21巻5号
1043頁）は，生活保護受給権は一身専属の権利であるから，上告人死亡と同時に訴訟は終了し，訴訟の
承継は認められないと判断した6)。
このように，朝日訴訟は訴訟それ自体で見れば，原告の請求が最終的には認められてはいない。しか
し，その影響が生活保護基準の改定という形で政策形成に強く影響した。ここで，裁判所による政策形
成が奏功した要因をいくつか挙げてみることとする。まず，マーケット・バスケット方式に基づく生活

＊ 京都大学法学系（大学院法学研究科）教授
1)〔原田（2013），p.230〕，〔黒田（2013），p.735〕。
2)〔尾藤（2014），p.8〕。
3)〔菊池（1967），p.4〕。
4)〔菅沼他編（2018），p.86〕。
5)〔副田（2014），p.149〕。
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保護基準の水準が非常に低く，また親族からの仕送りを受けても生活状況が何ら改善されない点の不公
正さが明瞭であった。次に，第1審の勝訴判決がマスコミで取り上げられて生活保護基準引き上げに好
意的な世論の形成に成功したことである7)。さらに，生活保護給付には訴訟において受給を実現しうる
という意味での権利性が1950年の現行生活保護法から確立しており8)，また保護費の減額等を内容とす
る不利益処分が争点であったことから，行政上の不服申立て・取消訴訟が効果的に機能する紛争形態で
あったことである。
こうした要素を一般化すると，社会保障法における訴訟における政策形成が成功する要因として考え
られるのは次の3つである。第1に，給付が受けられないことが著しい不公正・不均衡・不平等であると
いう給付制度上の背景要因である。これは，訴訟においては実体法的な違法主張（違憲性の主張も含
む）として位置づけられる。第2に，社会保障政策過程を作動させる社会的・政治的な契機である。これ
は，社会的事実としての訴訟ないし判決や統治機構内部の意思形成動向ではあるものの，そうした事象
ないし構造の背景には行政法制度が存在することから，法学の考察対象に含めうる。第3に，不服を法
的に主題化しやすくする給付制度・争訟制度のあり方を含む法制度的要因である。特に，社会保障受給
権の形成・確定の方法や，その手続，さらには用いうる訴訟類型が重要であり，これらは訴訟において
は手続の問題として位置づけられる。また，違法性判断のための法解釈・適用や裁量審査の手法も重要
な役割を果たす。そこで本稿では，近時の訴訟による政策形成・法形成の事例として，学生障害無年金
訴訟（Ⅰ），障害者自立支援法訴訟（Ⅱ），生活保護基準改定訴訟（Ⅲ）の3つを取り上げ，上記の3つの
観点（背景・契機・法制度的要因）からそれぞれの特色を整理することで，裁判所が社会保障法領域に
おいて形成的役割を果たしうる条件を法学的な観点から提示することを目指すこととする。

キーワード：訴訟類型の多様化，学生障害無年金，障害者自立支援法，生活保護基準，行政裁量統制

社会保障研究 2023, vol. 7, no. 4, pp. 349-361.

6) 朝⽇訴訟最高裁判決の田中二郎裁判官反対意見は，「本件で訴訟の承継の成否を決する契機として捉えるべきも
のは，生活保護法に基づく保護受給権そのものでないことはもちろん，すでに遅滞にあるものの給付の請求でも
なく，本件保護変更決定によって，医療費の一部自己負担金に繰り入れられた月額900円を限度として，そのうち
右厚生大臣の定めた生活扶助基準金額と適正な生活扶助基準金額との差額に相当する部分に対する不当利得返還
請求権であると解すべき」として，訴訟承継を認めるべきとする。その後最高裁は，学資保険の満期保険金の収
入認定を違法と判断した判決（最三小判2004（平成16）・3・16民集58巻3号647頁）で，「被保護者が保護金品等に
よって生活していく中で，支出の節約の努力（同法60条参照）等によって貯蓄等に回すことの可能な金員が生ず
ることも考えられないではなく，同法も，保護金品等を一定の期間内に使い切ることまでは要求していないもの
というべきである。同法4条1項，8条1項の各規定も，要保護者の保有するすべての資産等を最低限度の生活のた
めに使い切った上でなければ保護が許されないとするものではない」との判断を示しており，保護費を毎月使い
切ることが求められているとは理解していないから，このことと考え合わせると，訴訟承継を否定する考え方は
もはや維持されないようにも思われる。行政訴訟における訴えの利益の消滅と訴訟承継の問題につき，〔原田
（2021），p.216-221〕。
7)〔渡邊（2018），p.57〕。
8)〔村田（2018），p.190〕。
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Ⅰ 学生障害無年金訴訟

1 背景
1961年の国民皆年金の実現の際，国民年金法
は，20歳以上の学生（・生徒）と厚生年金等の被
用者年金加入者の配偶者を強制加入の対象とせ
ず，任意加入にとどめていた。そのため，20歳以
上の学生が国民年金に未加入の状態で障害者とな
ると，国民年金（障害基礎年金）が全く給付され
なかった。他方で，20歳未満で障害者となると，
障害福祉年金・障害基礎年金が給付されることと
されていた。その後，配偶者については1985年改
正で国民年金の第3号被保険者に取り込まれたも
のの，学生が強制加入の対象となったのは国民年
金法の1989年改正であり，しかし学生に対する保
険料減免の基準が厳しく，実質的には親に保険料
を支払わせることになった。同法の2000年改正で
ようやく学生納付特例制度が設けられ，学生に対
する保険料免除の制度が十分に整えられることと
なった。しかし，この段階に至っても学生障害無
年金者に対する給付を実現する立法がなされな
かったことから，全国で訴訟が提起された。
この事案では，同様に保険料の納付がないにも
かかわらず，20歳未満の学生や（1985年改正以後
の）20歳以上の厚生年金等の被用者年金加入者の
配偶者であれば障害福祉年金・障害基礎年金の給
付が受けられるのに，20歳以上で任意加入してい
ない学生は全く受給できないことが憲法14条違反
にあたると主張された。また，1989年と2000年の
法改正が学生障害無年金問題の解決のためになさ
れたにもかかわらず，それ以前に無年金状態に
なった者に対する救済立法がなされなかったこと
が憲法25条2項違反にあたることも主張された。

2 契機
学生障害無年金問題に対しては，1975年頃か
ら，障害年金の給付を求める政治的な運動が始
まっており，1985年の国民年金法改正時には無年

金問題が生じないように求める衆参両院の附帯決
議がなされていた。しかし，救済立法が具体化し
たのは，2002年の坂口厚生労働大臣（当時）によ
る坂口試案であり，本格的には2004年2月の与党
年金制度改革協議会合意以降のことであった9)。
そしてちょうどこの時期に出された3つの下級審
判決（東京地判2004（平成16）・3・24判時1852号
3頁，新潟地判2004（平成16）・10・28賃社1382号
46頁，広島地判2005（平成17）・3・3判タ1187号165
頁）が，学生障害無年金に関する立法不作為の違
憲判断を示し，これも追い風となって，2004年12
月に特定障害者に対する特別障害給付金の支給に
関する法律が成立した。
同法は，1986年4月以前の国民年金任意加入対
象者であった被用者の配偶者，1991年4月以前の
国民年金任意加入対象者であった学生のいずれか
で，任意加入していなかった者であって障害基礎
年金1・2級に相当する場合に，全額国庫負担で特
別障害給付金を支給するものである。支給額は，
1級相当では月額5万円（2022年4月以降52300円），
2級相当では4万円（2022年4月以降41840円）で，
障害基礎年金の6割程度である。この給付水準は，
一方では保険料を拠出していないことから，国民
年金の保険料納付者との差異を考慮し，他方では
救済の観点から，事前の拠出なき給付の中で高い
給付水準であった当時の児童扶養手当（月額
50900円）の水準を考慮して決められた10)。

3 法制度的要因
学生障害無年金訴訟による政策形成との関係で
注目される法制度的要因は，次の3点にわたる国
家賠償訴訟の汎用性の高さである。第1に，国家
賠償法1条の責任の追及が可能な対象行為である
「公権力の行使」（国家賠償法1条1項）は，広義説
（＝国または公共団体のすべての作用から，純粋
私経済作用と国家賠償法2条の責任［営造物責任］
を除いたもの）が判例・通説であり，抗告訴訟と
違って対象行為の判定があまり問題とならず，ま
た行政活動のみならず立法活動も対象としう

9)〔川崎（2005b），p.48〕。
10)〔川崎（2005a），p.23〕。
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る11)。第2に，立法不作為に関する国家賠償法1条
の責任が成立するために必要な「違法」は，処分
の要件の欠如とは必ずしも一致せず12)，それゆえ，
障害基礎年金の裁定を受ける地位が実定法上存在
していなくても，そのような地位を与えないこと
が違憲であることを理由に，障害基礎年金相当額
の損害賠償を請求できる13)。第3に，行政行為（処
分）の違法性が問題となる場合において，国家賠
償請求の前に当該処分の取消判決を得ている必要
はない（最一小判2010（平成22）・6・3民集64巻4
号1010頁）。また，取消訴訟を提起することなく，
国家賠償訴訟のみを提起することもできる（最二
小判1961（昭和36）・4・21民集15巻4号850頁）。
他方で，立法の不作為に関する国家賠償に対し
ては，その違法性判断について極めて高い壁が存
在する。在宅投票制度廃止後に復活の立法を行わ
なかったことに対する国家賠償請求について，最
高裁（最一小判1985（昭和60）・11・21民集39巻7
号1512頁）は，「国会議員は，立法に関しては，原
則として，国民全体に対する関係で政治的責任を
負うにとどまり，個別の国民の権利に対応した関
係での法的義務を負うものではないというべきで
あって，国会議員の立法行為は，立法の内容が憲
法の一義的な文言に違反しているにもかかわらず
国会があえて当該立法を行うというごとき，容易
に想定し難いような例外的な場合でない限り，国
家賠償法1条1項の規定の適用上，違法の評価を受
けないものといわなければならない」と判示し
た。この理解によれば，社会保障法の分野で立法
不作為が認められるケースはほとんどないように
見える。もっとも，下級審裁判例では，被侵害法
益の性格に着目して上記の定式を緩和する判断
（山口地下関支判1998（平成10）・4・27判時1642号

24頁，熊本地判2001（平成13）・5・11判時1748号
30頁）が出され，上記の3判決もその延長上に位置
づけられる。3判決はいずれも，憲法14条違反の
主張のみを認め，また（少なくとも）3号被保険者
の形で専業主婦を取り込んだ1985年改正の時点で
違憲状態であったとの判断を示している。もっと
も，慰藉料の問題のみを国家賠償請求で扱った東
京地裁判決では，上記の定式との関係は議論され
ていない14)。これに対して新潟地裁判決は，立法
不作為に関する下級審の先行裁判例と同様に定式
の緩和を図っており，広島地裁判決は定式そのも
のを維持しつつ，1985年改正の時点で「憲法の一
義的な文言に違反している」といえる程度にまで
違憲性が達していたと判断した。
学生障害無年金訴訟に関する下級審の3判決は，
立法不作為に関するその後の最高裁判決の定式の
実質的な緩和につながった15)。しかし，学生障害
無年金訴訟それ自体に関しては，同種の判断がそ
の後は見られなくなり，最高裁（最二小判2007
（平成19）・9・28民集61巻6号2345頁）は，1989年
改正前に学生を強制加入の対象としなかったこと
について，世帯主の経済的負担や障害者福祉・生
活保護に基づく給付の存在を挙げて，憲法25条・
14条1項違反を否定した。また，立法不作為につ
いても，「無拠出制の年金給付の実現は，国民年金
事業の財政及び国の財政事情に左右されるところ
が大きいこと等にかんがみると，立法府は，保険
方式を基本とする国民年金制度において補完的に
無拠出制の年金を設けるかどうか，その受給権者
の範囲，支給要件等をどうするかの決定につい
て，拠出制の年金の場合に比べて更に広範な裁量
を有している」とし，立法府の判断が著しく合理
性を欠くとはいえないとした16)。特定障害者に対

11)〔塩野（2019），p.324〕。
12) この点は，取消訴訟における違法性と国家賠償訴訟における違法性を別異に理解する職務行為基準説（職務義
務違反論）はもとより，行政行為（処分）に関して両者を同視する公権力発動要件欠如説（〔宇賀（2021），p.456〕）
であっても，立法の不作為は処分とは別の違法性判断の類型として位置づけていることから，同様に当てはまる
と思われる。
13) 新潟地裁判決がこの立場をとる。これに対して，東京地裁判決は，拒否処分取消判決とともに国家賠償として
は慰藉料請求を認め，広島地裁判決は，拒否処分取消判決とともに国家賠償としては慰藉料（立法が遅れたこと
によって支払われなかった損害も念頭に置く）請求を認めた。
14)〔堀（2004），p.16〕はこの点を批判する。
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する特別障害給付金の支給に関する法律が成立
し，裁判所が今後の給付についての救済を実現す
る必要性が減少したことが，その原因のひとつか
もしれない。

Ⅱ 障害者自立支援法訴訟

1 背景
世紀転換期に実現した社会福祉基礎構造改革に
より，長く措置制度に基づく給付が行われてきた
障害者福祉の領域において，利用者とサービス提
供者が契約を結び，行政側がその費用を負担する
支援費方式が導入された17)。しかし，行政側が
サービス総量を把握できていた施設サービスと異
なり，居宅サービスでは利用者を正確に見積もる
ことができておらず18)，2003年4月の制度施行後に
居宅サービスの利用者が急増し，2003年度の居宅
サービスの当初予算と比べて128億円の不足が生
じた19)。居宅サービスについては措置制度の時代
から裁量的経費の状態が続いており，財政的な裏
付けを確保する必要があることから20)，介護保険
との統合21)も検討されたものの実現せず，一方で

は障害者福祉サービスを一般財源で給付する枠組
は維持され，他方で義務的経費化とセットで利用
者負担を応益負担（1割負担）とする障害者自立支
援法が2005年に成立した22)。しかし，福祉作業所
を利用する障害者にとっては，工賃を大幅に上回
る自己負担が発生し23)，また多くの支援が必要な
重度障害者ほど自己負担が大きくなった24)。そこ
で同法施行から1年もたたない2006年12月に予算
措置で緊急措置が講じられ，自己負担の上限額の
引き下げがなされた。さらに2008年度以降は，特
別対策として3年間で1200億円の予算措置がとら
れた25)。こうした状況に対して，障害者からの訴
訟が全国14の地方裁判所で同時に提起された。こ
れらは，利用者負担額・免除の拒否処分の取消し
（取消訴訟）とサービスに要した費用の全額につ
いて介護給付費を支給する決定を求める義務付け
（申請型義務付け訴訟），サービスに要した費用の
全額について介護給付費の支給を受けることので
きる地位の確認を求めるもの（当事者訴訟）であ
り，さらに，過去の利用者負担上限月額累計相当
額と慰藉料の支払を求めていた（国家賠償訴
訟）26)。

15) 在外邦人選挙権訴訟で最高裁（最大判2005（平成17）・9・14民集59巻7号2087頁）は，「国会議員の立法行為又は
立法不作為が同項の適用上違法となるかどうかは，国会議員の立法過程における行動が個別の国民に対して負う
職務上の法的義務に違背したかどうかの問題であって，当該立法の内容又は立法不作為の違憲性の問題とは区別
されるべきであり，仮に当該立法の内容又は立法不作為が憲法の規定に違反するものであるとしても，そのゆえ
に国会議員の立法行為又は立法不作為が直ちに違法の評価を受けるものではない。しかしながら，立法の内容又
は立法不作為が国民に憲法上保障されている権利を違法に侵害するものであることが明白な場合や，国民に憲法
上保障されている権利行使の機会を確保するために所要の立法措置を執ることが必要不可欠であり，それが明白
であるにもかかわらず，国会が正当な理由なく長期にわたってこれを怠る場合などには，例外的に，国会議員の
立法行為又は立法不作為は，国家賠償法1条1項の規定の適用上，違法の評価を受けるものというべきである」と
の判断を示し，実質的に基準を緩和した。その後も最高裁は，表現を若干変えつつも，ほぼ同様の基準を維持し
ている（最大判2015（平成27）・12・16民集69巻8号2427頁［再婚禁止規定事件］，最大判2022（令和4）・5・25民集
76巻4号711頁［在外邦人国民審査権訴訟］）。
16) 社会保障の給付構造から給付水準決定の論理を明らかにする試みとして，〔太田（2013），p.65〕。
17) 改革の構想につき，〔炭谷（1998）〕。行政法学から見た特色につき，〔原田（2015）〕。
18)〔松井・今井（2011），p.238〕。
19)〔障害者福祉研究会編（2019），p.5〕。その背景につき，〔伊藤（2009a），p.28〕。
20)〔岩村（2007），pp.15-16〕。
21)〔京極（2005），p.83〕。
22)〔京極（2008），p.46〕。
23)〔藤岡（2009），pp.6-8〕。
24)〔藤岡・長岡（2013），p.43〕。
25) その内容を批判的に考察するものとして，〔伊藤（2009b），pp.57-64〕。
26)〔障害者自立支援法違憲訴訟弁護団編（2011）付属CD-ROM「障害者自立支援法違憲訴訟全国訴訟記録」〕。
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障害者自立支援法訴訟も学生障害無年金訴訟と
同様に，立法のあり方が争点の中心である。もっ
とも，次の2点において両者には差異がある。第1
に，学生障害無年金の問題では，国民年金の被保
険者でない無年金者に給付がなされたことはな
かったのに対して，障害者の場合には措置制度・
支援費制度の下で応能負担原則に基づく給付が行
われていた。そこで，制度後退禁止原則27)や生存
権の防御権的側面に基づく主張の可能性があっ
た。第2に，学生障害無年金は無拠出制の年金給
付の所得保障としての制度化の要否が争点で，そ
こには相対的に広い立法裁量が想定できるのに対
して，障害者に対するサービス給付は生存権に直
結する問題であった。そこで，憲法25条違反の主
張をより強く押し出す可能性があった。

2 契機
政策転換の契機となったのは，2009年の政権交
代であった。「本件は，原告側と国側がそれぞれ
主張を出し合う前の段階で，国が方針を転換し，
基本合意及びそれにもとづく訴訟終結に至った。
そこで，双方言いっぱなしになった主張があるな
ど，双方の主張が完全にかみ合うこともなく，判
決という形での裁判所の判断も一切出ていな
い」28)。具体的には，政権交代後初の弁論におい
て，被告代理人が検討のための時間的猶予を求
め，その後，政府（厚生労働省）から話し合いの
場を設けたいとの希望が伝えられた29)。原告弁護
団と与党・厚生労働省は4回の協議を行い，2010年
1月7⽇に基本合意文書を締結した。この中では，
「速やかに応益負担（定率負担）制度を廃止し，遅
くとも平成25年8月までに，障害者自立支援法を

廃止」30)することが明示された。さらに，各地方裁
判所では，訴訟上の和解がなされた31)。和解条項
は，基本合意文書のとおりの合意をしたことを確
認し，原告側が行政訴訟については訴えを取下
げ，被告側はこれに同意し，原告側は国家賠償請
求・不当利得返還請求の請求を放棄することを内
容としていた32)。
2010年の障害者自立支援法改正により，応能負
担原則が法律上も採用され33)，2012年に成立した
障害者の⽇常生活及び社会生活を総合的に支援す
るための法律（障害者総合支援法）もこれを継承
した。同法29条3項2号は「当該支給決定障害者等
の家計の負担能力その他の事情をしん酌して政令
で定める額（当該政令で定める額が前号に掲げる
額の100分の10に相当する額を超えるときは，当
該相当する額）」が介護給付費・訓練等給付費の計
算の際に控除されると規定しており，具体的な金
額は同法施行令17条が定めており，障害者自立支
援法では原則であった1割負担が，現在では応能
負担の上限額となっている。

3 法制度的要因
障害者福祉の領域では，措置制度下において，
訴訟の提起はごくわずかにとどまっていた。その
大きな理由は，措置決定が職権利益処分とされ，
申請に対する処分の訴訟手続ルールが機能しない
ところにあった34)。これに対して社会福祉基礎構
造改革以後は，給付決定に関する申請の手続が明
示され，拒否処分取消訴訟がようやく活用できる
に至った。こうした実体法の改革と並んで，2004
年の行政事件訴訟法改正によって義務付け訴訟が
法定化されたことも，給付決定に対する実効的な

27) 代表的な文献として，〔棟居（2012）〕。
28)〔障害者自立支援法違憲訴訟弁護団編（2011），p.276〕。
29)〔藤岡（2010b），pp.5-8〕。
30)〔藤岡（2010a），p.30〕。
31) 行政法学では，取消訴訟における訴訟上の和解の許容性を消極的に解する見解が有力である（〔塩野（2019），
p.188〕）。本件で訴訟上の和解が選択された経緯やその過程での法的問題点につき，〔障害者自立支援法違憲訴訟
弁護団編（2011），pp.337-338〕。
32)〔障害者自立支援法違憲訴訟弁護団編（2011）付属CD-ROM「障害者自立支援法違憲訴訟全国訴訟記録」〕。
33)〔高橋（2010），p.154〕。
34)〔大橋（1996），p.173〕。
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救済に資すると考えられる。また，処分性が判然
としない給付決定についても，同改正で活用が明
示された当事者訴訟（確認訴訟）を用いることで
裁判所の審査を受けることが可能となる。この事
案は，訴訟による政策形成・法形成が機能するた
めには，訴訟が提起しやすい手続ルールの設定が
不可欠であることを明確に示すものである。
もっとも，申請型義務付け訴訟において勝訴判
決を得るためには，本案勝訴要件として処分の覊
束性が要求されている。処分時の障害者自立支援
法の条文上は応益負担が規定されていたため，
「行政庁がその処分若しくは裁決をすべきである
ことがその処分若しくは裁決の根拠となる法令の
規定から明らかであると認められ」（行政事件訴
訟法37条の3第5項）るとは言えないかも知れな
い。そこで考えられるのが，制度後退禁止原則や
生存権の防御権的側面を手がかりとする憲法適合
的解釈35)である。あるいは障害者の権利に関する
条約が定める諸権利（例：19条）を法律の解釈に
当たって参照する国際法適合的解釈36)によって
も，自律的な生を維持できない応益負担の規定を
無効として処分の覊束性を導出する可能性があ
る。こうした上位規範との関係のみならず，同列
にある法律に基づくほかの給付制度と比較した仕
組み解釈でも，所得保障なしの応益負担を正当化
する根拠が見出しがたく37)，同様の結論が導かれ
る可能性がある。このような公法理論の新たな展
開も，法制度的要因に含めて考えてよいと思われ
る。

Ⅲ 生活保護基準減額改定訴訟

1 背景
2013年から2015年にわたり，生活保護基準がそ
れまでに例のないほど大幅に引き下げられた。引

き下げ幅は平均で6.5％であり，約670億円の保護
費が削減された。引き下げの根拠は，基準となる
保護費から世帯・年齢・居住地等に応じた額を算
出する際に生じる実態との乖離をなくすための基
準の改定である「ゆがみ調整」と，2008年から
2011年までの物価下落によって被保護者の可処分
所得が実質的に増加しているとして実施された物
価下落率を考慮した基準の改定である「デフレ調
整」の2つであり，減額幅はゆがみ調整が約90億
円，デフレ調整が約580億円であった。この減額
によって生活が苦しくなった被保護者が，不利益
変更の取消しと国家賠償を求めて，全国で合計30
件の訴訟を提起した38)。
生活保護基準減額改定訴訟には，障害者自立支
援法訴訟の2つの特色が同様に当てはまる。すな
わち，基準改定前の受給の状態が存在しているた
め制度後退禁止原則や生存権の防御権的側面の議
論39)が組み立てやすいことと，減額が生存権保障
に直結することから立法者の広範な裁量が制約さ
れうることである。それに加えて，生活保護法自
体は改正されておらず，その委任に基づく行政基
準（告示）のあり方が問題になること，また生活
保護基準の改定の際には通常，専門家により構成
される合議組織（社会保障審議会生活保護基準部
会等）での審議検討がなされており，専門家が介
在する行政決定に対する裁量審査がなされうるこ
とが特色として挙げられる。本件で問題となった
減額改定の2つの調整のうち，ゆがみ調整は生活
保護基準部会での審議がなされたもの，削減幅が
より大きいデフレ調整は専門家が介在することな
く決定された。また，減額の政治的な契機とし
て，2012年の総選挙において生活保護給付水準の
10％引き下げを公約のひとつとした政党が圧勝し
たことがあるとされる40)。

35)〔宍戸（2012），pp.68-71〕。
36)〔松田（2020），pp.186-192〕。
37)〔伊藤（2009a），p.23〕，〔新田（2010），pp.52-54〕。
38)〔山川（2022），pp.4-6〕。
39)〔高橋（2022），p.163〕は，「すでに法律で具体化されている内容を最低限度と措定し，切り下げを『生存権の制
限』と捉え，その制限の正当化を行うという構成を採るのがよいのではないだろうか」とする。具体的な審査の
あり方につき，〔松本（2023）〕。
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2 契機
この事案はほかの2つとは異なって現在進行中
であり，現時点で各地の裁判所において訴訟係属
中で，保護費の改定の動きはまだない。もっと
も，商用判例データベースで2023年1月末現在確
認できる13の地方裁判所の判決41)のうち，以下の4
つの裁判所が生活保護基準の減額改定を違法とす
る判断を示しており，中でも行政専門部を持つ大
阪地裁と東京地裁が取消請求を認容している点が
注目される。
最初に違法判断を示した大阪地裁判決（大阪地
判2021（令和3）・2・22判時2506＝2507号20頁）は，
デフレ調整について，総務省統計局が測定する消
費者物価指数（CPI）から生活扶助による支出が
想定されるもののみを指標とする生活扶助相当消
費者物価指数を算出し，その2008年と2011年の値
を基準に物価下落率を算出した手法について，特
異な物価上昇が発生した2008年を基準年としてい
ること，テレビ・ビデオレコーダー・パソコン等
の価格下落が生活扶助相当消費者物価指数の大幅
な下落に寄与していることを挙げ42)，「統計等の客
観的な数値等との合理的関連性や専門的知見との
整合性を欠くものというべきであるから，最低限
度の生活の具体化という観点からみて，その判断
の過程及び手続に過誤，欠落がある」として裁量
権の逸脱・濫用を認めた。そして，取消しを認め
れば減額分の支給を受けることができることと，
精神的苦痛が生じているとは認められないことを
理由に，国家賠償請求については棄却した。
次に違法判断を示した熊本地裁判決（熊本地判

2022（令和4）・5・25賃社1805号5頁）は，生活保
護法上，専門家の組織である社会保障審議会生活
保護基準部会への諮問が要求されているわけでは

ないものの，生活保護基準部会の判断の後に厚生
労働大臣がひずみ調整を1／2とする処理43)を行い，
生活保護基準部会部会に諮らなかったことについ
て，厚生労働大臣には専門的分析・検証を経るこ
となくゆがみ調整による改訂の本質的部分を改変
することができる広範な裁量権があるわけではな
いとして，判断過程の過誤欠落を認めた。また，
デフレ調整については，生活保護基準部会に諮る
などの専門的知見を踏まえた検証が必要であった
のに，そのような検討を行っていないとして，や
はり判断過程の過誤欠落を認め，保護変更決定を
取り消した（原告は国家賠償請求を行っていな
かった）。
さらに，東京地裁判決（東京地判2022（令和4）・

6・24賃社1813号24頁）も，生活保護基準の減額改
定は，生活保護法3条・8条2項に違反し，8条1項の
委任の範囲を逸脱する違法なものであるとして，
取消請求を認容し，国家賠償請求は棄却した。同
判決でも，専門家の審議を経ないことだけで判断
過程の過誤欠落があるわけではないとしつつ，そ
の場合には被告側で専門技術的な考察を経て合理
的に行われたものであることについて十分な説明
を要するとした。そして，ゆがみ調整を考慮して
もなおデフレ調整が必要なのか，必要があるとし
てゆがみ調整の結果との関係をどのように考慮す
るかについて十分な説明がなく，専門技術的な検
討を行ったともうかがわれないとした。また，従
来の水準均衡方式の下で基礎とされてきた一般国
民の消費実態に代えて物価変化率を採用するので
あれば，その是非や具体的方法について専門技術
的な見地からの検討を要するのに，被告側からこ
の点に関する十分な説明がないとした。類似の判
断方法は，横浜地裁判決（横浜地判令和4・10・19

40)〔山川（2022），p.6〕。
41) 本文で言及していない請求棄却判決として，名古屋地判2020（令和2）・6・25判時2474号3頁，札幌地判2021（令
和3）・3・29判例集非登載Lex/ DB文献番号25571549，福岡地判2021（令和3）・5・12判例集非登載Lex/ DB文献番号
25571526，京都地判2021（令和3）・9・14判例集非登載Lex/ DB文献番号25591409，金沢地判2021（令和3）・11・25
判例集非登載Lex/ DB文献番号25591530，神戸地判2021（令和3）・12・16判例集非登載Lex/ DB文献番号25591735，
秋田地判2022（令和4）・3・7判例集非登載Lex/ DB文献番号25592525，佐賀地判2022（令和4）・5・13判例集非登載
Lex/ DB文献番号25572174，仙台地判2022（令和4）・7・27判例集非登載Lex/ DB文献番号25593296。
42) この問題の詳細につき，〔白井（2022），p.47〕。
43) その内容につき，〔本田（2022），p.34〕。
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判例集未登載Lex/ DB文献番号25593766）にもみ
られる。

3 法制度的要因
生活保護基準減額改定訴訟は，保護基準の改定
に基づく保護の変更処分の取消訴訟を基本とす
る。これは，前述の朝⽇訴訟と同じであり，保護
費の減額を内容とする不利益処分が争点となるこ
とから，取消訴訟が効果的に機能する紛争形態で
ある。それゆえ，2004年の行政事件訴訟法改正に
伴う訴訟類型の多様化の恩恵はそれほど大きくな
いものの，執行停止の要件が重大な損害に緩和さ
れ，金銭賠償可能な損害も対象に含みることが明
確化したことから，執行停止による仮の救済の可
能性は従前（例：東京地判1966（昭和41）・8・30
判時455号36頁）よりも広がっているといえるか
もしれない。
他方で，朝⽇訴訟の最高裁大法廷判決は傍論に
おいて「何が健康で文化的な最低限度の生活であ
るかの認定判断は，いちおう，厚生大臣の合目的
的な裁量に委されており，その判断は，当不当の
問題として政府の政治責任が問われることはあつ
ても，直ちに違法の問題を生ずることはない」と
述べている。そして生活保護基準策定に係る裁量
審査の手法として，老齢加算廃止に関する最高裁
判決（最三小判2012（平成24）・2・28民集66巻3号
1240頁［老齢加算2月判決］，最二小判2012（平成
24）・4・2民集66巻6号2367頁［老齢加算4月判決］）
は，需要の有無の判断に関する厚生労働大臣の判
断に「判断の過程及び手続における過誤，欠落の
有無等の観点からみて裁量権の範囲の逸脱又はそ
の濫用があると認められる場合」か，激変緩和措
置について「被保護者の期待的利益や生活への影
響等の観点からみて裁量権の範囲の逸脱又はその
濫用があると認められる場合」に違法となるとの
判断基準を示した。判断過程の過誤欠落に着目す
る裁量審査は，いわゆる判断過程審査の中でも，

考慮事項を中心とする審査ではなく，考慮の手続
面の適正性を重視する手法である。そして，最高
裁が過去にこの基準を用いて裁量統制を行った2
つの事案（最一小判1992（平成4）・10・29民集46
巻7号1174頁［伊方原発訴訟］，最三小判1993（平
成5）・3・16民集47巻5号3483頁［教科書検定］）で
は，要件裁量が広範であり，かつ法令上，専門家
組織が介在して判断を示す点に共通の特色があっ
た。それと比べると，生活保護基準の策定・変更
には法令上，専門家組織の介在が明示されていな
いものの，老齢加算2月判決及び同4月判決は，社
会保障審議会福祉部会内に設置された生活保護制
度の在り方に関する専門委員会が老齢加算の廃止
に関する審議を行っていた点を重視して，この定
式を採用したものと考えられる44)。また，老齢加
算4月判決は，需要の有無の判断と激変緩和措置
の双方で財政事情を考慮することを是認していた
ものの，老齢加算2月判決は需要の有無の判断で
の財政事情の考慮に言及していない。そして，老
齢加算4月判決の差戻上告審判決（最一小判2014
（平成26）・10・6判例集非登載（Lex/ DB文献番号
25504782）でも，需要の有無の判断での財政事情
の考慮に言及していないことから，最高裁の現在
の考え方は，需要の有無の判断に関して財政事情
を考慮することを少なくとも正面からは認めてい
ないものとみられる45)。このような理解は，生活
保護法に基づく給付が健康で文化的な最低限度を
守る最後の砦であること，政治過程を機能させる
前提条件を整える意味を持つ生存権の憲法保障の
具体化46)にあたっては，政治過程に任せるのでは
なく客観的な資料に基づき専門的な知見を踏まえ
た判断が要請されること，専門的な知見を組織・
手続の形で介在させていることが司法審査を緩和
する正当化根拠となること47)から，首肯できる。
そうすると，上記の4つの地裁判決は，違法性判断
の力点の置き方にバリエーションがあるものの，
こうした最高裁判例の考え方を具体化し，専門的

44) 詳細な分析として，〔前田（2016），pp.316-320〕。
45)〔巽（2022），p.113〕。
46)〔太田（2011），p.218〕。
47)〔山下（2021），p.92〕。
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な知見を介在させない生活保護基準減額改定に対
しては司法審査を緩和するべきでない（大阪地
裁・東京地裁・横浜地裁の各判決），あるいは端的
にそのような判断過程を経ていないことが違法事
由となる（熊本地裁判決）との判断を示したもの
と評価できる。判例・学説による行政裁量の司法
審査に関する理解の深化が，これらの地裁判決の
理論的な基盤を提供しているのである。

Ⅳ おわりに

本稿では，近時の社会保障法分野における訴訟
による政策形成・法形成の例と考えられる3つの
事例（学生障害無年金訴訟・障害者自立支援法訴
訟・生活保護基準減額改定訴訟）を素材に，訴訟
がそのような意味で機能する法的条件を検討して
きた。第1に，訴訟提起に至るほどの給付制度の
不合理が明瞭になるためには，現在の給付（給付
拒否）状態と対照的な制度の存在・状態が求めら
れる。学生障害無年金訴訟においては，20歳に到
達する前後の学生の状況や，20歳以上の学生障害
無年金者と被用者保険の配偶者の状況の相違が決
定的であった。また，障害者自立支援法訴訟や生
活保護基準減額改定訴訟では，原告側の責に帰す
べき事由もなく従前の給付から大幅な実質的給付
水準の低下があった。第2に，政策の形成・転換の
契機となり得るのは，必ずしも最高裁判決ではな
く，下級審におけるいくつかの請求認容である。
そして，訴訟提起した原告にとって最終的に満足
できる救済が得られなかったとしても，制度全体
が改革されることで，同様の状況にある多数の受
給者（潜在的受給者）に恩恵が及ぶ。第3に，訴訟
による政策形成・法形成のためには，紛争事例に
適合的な争訟形態が存在し，かつ，本案審理の際
に原告側の主張が認められる可能性がある違法性

判断基準が必要である。争訟形態の選択との関係
では，行政手続・行政訴訟手続の拡充のみならず，
行政実体法において受給者の請求権・申請権を設
定することも重要である。また，違法性判断との
関係では，憲法上の生存権保障の意義や立法裁
量・行政裁量の司法審査に関する学説の深化が大
きな役割を果たしうる。
さらに，厳密な意味での法的観点からやや離れ
て，社会保障法分野における訴訟による政策形
成・法形成を可能にする法社会学的な条件もいく
つか存在する。第1に，原告側が法的手段を選択
することができる環境整備である。本稿で取り上
げた訴訟ではいずれも，原告をサポートする弁護
団や運動組織48)が存在しており，原告の組織化が
進んでいる。社会保障受給者の置かれた立場を前
提とすれば，こうした支援なしに独力で訴訟提起
することは極めて困難である。第2に，裁判官・弁
護士の社会保障法・憲法・行政法理解の深化であ
る。司法試験の改革に伴う行政法の必修化や，法
科大学院における社会保障法科目の提供は，法曹
全体の社会保障法制度の理解の底上げにとって大
きな意味があったと思われる。訴訟も人の営みで
あるから，人的要素を捨象して考えることはでき
ないだろう49)。第3に，定期的な政策の見直しであ
る。世紀転換期以降，政策評価や規制の事前評価
などの，PDCAサイクルを意識した政策の見直し
の機会が設定されてきた。こうした手法は，理論
的には給付の切り下げのみならず，給付の引き上
げや資源の重点的配分にもつながるはずである。
また，政権交代が過去の政権の社会保障政策の見
直しの契機として機能することもありうる。
行政法学では1990年代以降，あるべき法制度の
あり方を議論する制度設計としての行政法学とい
う見方が確立してきている50)。もっとも，訴訟に
よる政策形成・法形成はこれまで正面からは取り

48)〔生存権裁判を支援する全国連絡会編（2014），p.45〕，〔学生無年金障害者京都訴訟を支える会編（2004），pp.153-
159〕，〔河野（2020），p.178〕，〔障害者自立支援法違憲訴訟弁護団編（2011），pp.102-107〕。
49)〔木佐（1990）〕，〔阿部（2016）〕。例えば，生活保護基準減額改定訴訟で最初に請求認容判決を下した大阪地裁第
2民事部で主任であった齋藤毅裁判官（〔小久保（2021），p.5〕）は，老齢加算廃止福岡高裁判決（同判決の評価に
つき，〔山本（2018），p.134〕）に関与しており，そのときの経験が判断に影響を与えた可能性はあるだろう。
50)〔原田（2014），p.178〕。
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上げられておらず，行政過程の中でのフィード
バックを念頭に置くアプローチが多かった。しか
し，本稿の分析からは，訴訟を契機とする政策形
成・法形成の現状やその要因を分析する必要性が
あること，また，訴訟手続のあり方が制度設計の
見直しの可能性を規定することが明確になった。
そこで，行政法学における制度設計の議論を行政
救済法の論点と有機的に結合させ，新たな地平を
開いていくことが今後の理論的課題である。
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Abstract

This article analyses legal conditions for effective policymaking via lawsuits in the social security law

using three well-known litigations (the Disability Pension Case, the Services and Supports for Persons with
Disabilities Act Case, and the Standards for Livelihood Protection Case) as a lead.

First, it is necessary to find the contrastive benefit system to the present situation in which a claim

for grant action is rejected, which shows that it is too unreasonable not to bring a suit.

Second, a breakthrough for changing social security policy is not always a decision of the Supreme

Court but also some victories in lower-court trials. Even if a plaintiff cannot obtain a complete remedy in the

lawsuit, those many recipients who are in the same boat can acquire better level of grant because of improving

the system itself.

Third, it is essential for showing what a litigation can do for policymaking that there is an appropriate

form of administrative litigation for solving potential disputes, and a yardstick for administrative illegitimacy

which is useful for a plaintiff to magnify a chance to win a suit.

Keywords：Diversification of Types of Lawsuits in the Administrative Law, Disability Pension, Services and
Supports for Persons with Disabilities Act, Standards for Livelihood Protection, Judicial Control for

Administrative Discretion
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社会保障と法：社会保障と法政策

労災保険の構造と使用者の保険料負担のあり方

笠木 映里＊

Ⅰ はじめに

各種の社会保険のうち，本稿が扱う労災保険
は，使用者が給付財源を原則として全額負担し，
労働者に給付を行う，すなわち財源の拠出者と受
給権者が重ならないという特徴を有する。こうし
た制度の構造の背景には，後で述べる通り，業務
から発生した傷病については原則として専ら使用
者が補償の責任を負うべきとの労基法上の原則が
存在する。
労災保険制度は，法的には，労働者が受給権を
有する給付の類型・給付要件等について定める労
災保険法と，労災保険と雇用保険をあわせた労働
保険について，使用者（事業主）にかかる保険関
係の成立・消滅や保険料賦課について定める徴収
法（労働保険の保険料の徴収等に関する法律）と
により実現されている。別稿（「社会保障判例研
究」）で取りあげる東京地判令4・4・15（労働経済
判例速報2485号3頁。以下，令和4年判決という）
では，業務災害支給処分を行う労働基準監督署長
の労災保険法上の決定と，この給付決定が徴収法
上のいわゆるメリット制の適用を通じて使用者に
及ぼす不利益との関係が問題となり，上記の2つ
の法律の趣旨・目的・関係等をどのように理解す
るかが中心的な論点となった。そこで，本稿で
は，Ⅱで，労災保険制度の構造と使用者の財源負
担のあり方についてより具体的にその特徴と趣旨
を検討する。続いて，Ⅲで，令和4年判決において
議論の重要な伴を握ることになったメリット制に
ついて，さらに詳しく検討を行う。

Ⅱ 労災保険制度の趣旨・構造と使用者の財源
負担

1 労災保険の趣旨と構造
労災保険制度の出発点となる法令として，労基
法第8章の「災害補償」にかかる規定がある。この
章に含まれる労基法75条以下の規定は，労働者の
業務上の負傷・疾病について，使用者の過失の有
無を問わず，使用者が実際の損害額とは無関係に
一定の補償責任を負う旨を定める（無過失・定額
責任）。このような法定の補償責任は，業務に含
まれる危険が現実化して労働者が健康を害した際
には，当該業務から利益を得る使用者が責任を負
うべきと思われるところ，一般民事法上の過失責
任主義に従えば労働者が過失や損害を立証しなけ
ればならず，その負担が過重となりうるため，補
償範囲を限定した上で使用者に無過失責任を負わ
せる趣旨のものである1)。他方，個別の使用者に
補償責任を負わせる制度は，使用者の無資力の
ケースで労働者が補償を受けられないなど，一定
の限界を抱えている。そのため，労基法の災害補
償責任と同時に，労災補償を行う社会保険制度で
あるところの労災保険が導入された。労災保険に
おいて使用者のみが保険料を拠出することの背景
には，以上のような制度趣旨がある。また，使用
者は，労災保険給付が行われた場合には労基法上
の補償責任を免れる（労基84条1項）。このよう
に，労災保険が，使用者の労基法上の補償責任に
その理論的基礎を置くことは明らかといえる。
もっとも，注意すべきなのは，立法時の議論によ

＊東京大学，フランス国立科学研究センター
1) 笠木ほか『社会保障法』（有斐閣，2018年）367頁以下（渡邊絹子執筆）。
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れば労災保険は使用者の災害補償責任の責任保険
とは性格付けられておらず，あくまで，労働者を
直接対象とし，労働者に労災補償を受ける権利を
保障するための制度として導入されたことであ
る2)。この意味で，労災保険給付は，使用者の労基
法上の補償責任に理論的基礎を有する一方で，こ
の補償責任からの一定の独立性も有している。
また，労災保険法に「被保険者」概念は存在せ
ず3)，労災保険給付を受給できる者として（適用事
業に使用される）「労働者」との定めがあるのみ
で，ほかの社会保険に見られるような個別の雇用
関係を基礎とした被保険者資格の取得にかかる手
続や，被保険者資格の取得を前提とした給付要件
は存在しない（雇用保険法施行規則6条，8条，健
保法39条，51条ほか参照）。さらに，保険関係の成
立について定める徴収法は，労災保険との関係で
は労働者に言及していない。つまり，労災保険法
も，徴収法も，特定の労働者と使用者との雇用関
係に関心をもつことなく受給権者（労災保険法）
と保険関係（徴収法）を特定し，給付と拠出を直
接に結びつけない構造となっている4)。このよう
に，給付をめぐる法律関係と保険関係および拠出
に関する法律関係とが切り離され，また，拠出と
受給権との間に対応関係がないことは，労災保険
の特徴といえる。個別の使用者の補償責任の責任
保険ではなく，労働者に補償を行うための社会保
険を構築するという上述の立法趣旨に合致した構

造ともいえそうである。

2 保険料の決定方法
以上のような制度の趣旨とも関連して，労災保
険には，ほかの社会保険とは異なる保険料負担の
ルールが定められている。最大の特徴は既に述べ
た通り使用者のみが保険料を負担することである
が，これに加えて，保険料の水準が，業種ごと・
当該事業場ごとの事故の発生頻度を一定程度反映
する形で決定されていることが重要である。すな
わち，労災保険の保険料（正確には，労働保険料
のうち，労災保険率にかかる部分5)）の水準は，①
業種区分及び②メリット制によって6)，個々の事
業主が属する業種の災害率等の水準（①），事業場
において実際に行われた保険給付の水準（②）に
結びつけられている7)。
具体的には，労災保険率は，①54種類の業種区
分8)ごとに，当該業種区分に属する事業主にかか
る保険給付等の費用の予想額（過去3年間の給付
実績に基づいて算定される）等を考慮して，将来
にわたって保険事業にかかる財政の均衡を保つこ
とができるように定められる（徴収法12条2項，同
法施行規則16条，別表第1ほか）。このような業種
区分ごとの保険料率設定は，「労働災害防止イン
センティブを有効に機能させるという観点から，
作業態様や災害の種類の類似性のある業種グルー
プ等に注目して」行われる9)。また，②雇用する労

2) 東京大学労働法研究会『注釈労働基準法 下巻』848-849頁（岩村正彦執筆）。
3) 労働省労災補償部（編）『改訂版 労働者災害補償保険法 労働法コンメンタール5』（労務行政研究所，1960）
3頁。
4) このため，使用者が労災保険加入の手続を怠っていたり，労働者数を適切にカウントしていない場合も，適用事
業に使用される労働者には労災保険給付の受給権がある。
5) 労働保険の一般保険料は，賃金総額に労災保険料率と雇用保険料率を合算した一般保険料率を乗じて算出され
る（徴収法10条，11条）。
6) ①，②の詳細については，北岡大介「労災保険における保険料の決定方法－業種区分およびメリット制における
保険原理と使用者間負担調整の関係を中心に」日本労働研究雑誌726号（2021）60頁以下を参照。
7) 雇用保険料についても，短期雇用特例被保険者が多数加入する一部の事業について保険料率の特例が定められ
ており，①に相当するルールが部分的に取り入れられている（徴収法12条4項参照）。
8) 昭和47年労働省告示第16号参照。
9) 厚生労働省「労災保険率の設定に関する基本方針」（平成17年3月25日制定）。なお，労基法上の補償責任を超え
た長期的な保険給付（短期給付（労災療養補償・休業補償給付等）については災害発生より3年を経た給付分），長
期給付（年金たる保険給付等）については災害発生から7年を超えて支給開始される給付分））及び，通勤災害や二
次健康診断給付，労働福祉事業及び事業の執行に要する費用等は，上記のような業種別の労働保険率決定の算定
には含まれない。北岡・前掲Ḽ（6）論文60-61頁。
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働者の数等一定の条件を満たす事業（労災保険法
12条3項各号）については，過去3年間の業務災害
に関する保険給付等の額が，負担した労災保険料
の額に一定の調整率を乗じて得た額の85％を超え
るか，75％以下である場合に，翌々年度の労災保
険率が一定の範囲で増減される（徴収法12条3
項）。メリット制と呼ばれるこの仕組みも，業種
別の保険料率決定と同様，事業者に労災防止のた
めのインセンティブを付与することを目的とした
ものである。あわせて，事業主間の負担の公平が
制度の目的として挙げられることがある10)。個別
の使用者の責任であるところの災害補償が労災保
険によって行われる結果として，労災発生時に
個々の使用者が負担する補償責任は軽減されるこ
ととなり，事業主が労災発生に無関心となる恐れ
もある。①，②の保険料率決定方法は，こうした
制度において事業主の予防努力をなお促すメカニ
ズムを労災保険制度に組み込む仕組みという点
で，共通の趣旨を含む制度とみることができる11)。
一般に，社会保険において，保険事故の発生頻
度あるいは発生の蓋然性が保険料率に反映される
ことは希であり，これは，社会保険が高リスク者
と低リスク者の連帯（高リスク者を低リスク者が
支える効果）を制度の一つの目的としているこ
と12)，また，高リスクであることを当事者の行動
と結びつけることが困難，あるいは不適切と考え
られていることに由来していると思われる。労災
保険においては，使用者の努力により労災を減ら

すことが可能であり，またそうした努力を積極的
に使用者に求めるべきであるとの考えが，上記の
ような（社会保険としては）特殊な保険料率決定
のメカニズムの背景にある。また，労災保険制度
においては，高リスク事業主を低リスク事業主が
支えるという効果は制度の目的とされておらず，
そのことが労働者への確実な補償という目的に資
する範囲で一つの機能となっているに留まると思
われる。なお，上記のような仕組みは，危険度に
応じた保険料水準の決定という，私保険に妥当す
る基本原則の一つ（給付反対給付均等の原則）を
取り入れたものともいえ，事業主間の一定の公平
性という制度趣旨は，保険原理からみた公平性か
らも支持されうる。ただし，このような私保険の
原理への接近は，上述の通りあくまで事業主に求
められる予防の努力との関係で要請されているこ
とには注意すべきと思われる。特に業種区分をめ
ぐる従来の議論においては，関係業界団体等を含
む業種ごとの連帯・予防のインセンティブが重要
な考慮要素とされており13)，単なる保険原理上の
公平とは異なる思想に支えられた制度と考えるべ
きであろう14)。

Ⅲ メリット制をめぐる理論的問題

続いて，令和4年判決で特に問題となったメ
リット制の趣旨と問題点についてより詳しい検討
を加える。Ⅱで検討した通り，メリット制は，事

10) 労働省労働基準局労災補償部『労災補償行政史』（労働法令協会，1961）825頁，労働省労災補償部・前掲注（3）
書310-311頁。
11) 業種ごとの保険料率決定が，「業種ごとのメリット制度を規定している…ともいえる」と説明されることもある
（労働省労災補償部編著・前掲注（3）書282-283頁）。「労災保険料率の設定に関する検討会」報告書（2005年1月）
にも両制度が共通する趣旨を含むことを伺わせる記述がある。
12) 岩村正彦『社会保障法 Ⅰ』（弘文堂，平成13）42頁。
13) Ḽ8で挙げた「基本方針」は，業種区分の設定にあたって，費用負担の連帯性の下に，労働災害防止活動を効果
的に浸透させていくことのできる業界団体等の組織状況等について斟酌しつつ，保険集団の規模及び日本標準産
業分類も勘案するものと定める。
14) 労災保険の業種別保険料率決定を保険原理から説明する見解として北岡・前掲注（6）論文59頁以下があるが，
業種別保険料率決定は給付反対給付原則を厳密に貫徹する制度ではなく，業種という単位の背景には使用者の予
防努力の促進というメリット制とも共通する趣旨がある（Ḽ11参照）。堀田一吉「労災保険制度とメリット制」三
田商学研究43巻6号（2001），154-155頁は，労災保険では保険料負担の公平性に対してリスクとの厳格な結びつき
は求められておらず，メリット制は，極端な負担の不公平を是正しながら事故抑止インセンティブを期待すると
ころに意義があると述べる。
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業主に労災予防のインセンティブを付与すること
を目的とし，事故を起こした事業主により多くの
保険料負担を求めるという形で，事業者間の一定
の公平を実現している。こうした制度趣旨を反映
して，そもそも使用者に予防努力を期待できな
い，あるいは予防努力の有無と労災の発生との間
に関連性がない，または両者の関係が希薄と考え
られる給付については，メリット制の適用時に考
慮に入れない取扱が行われている（徴収法12条3
項参照）。そうした取扱の例として，そもそも業
務起因性が前提とされない通勤災害，いわゆる特
定疾病（同施行規則17条の2），複数業務要因災害，
東北地方太平洋地震に伴う業務災害について支給
された給付，新型コロナウイルス感染症への感染
に関する給付など（いずれも徴収法附則7条1項）
がある。
他方，理論的に使用者に予防の努力を期待でき
る・すべき労災については，具体的な労災発生の
経緯や事業主が実際に予防の努力を尽くしていた
か否かを問わずメリット制の考慮対象とされる。
このことは，メリット制が，現に発生した労災に
ついて事業主の過失責任等を問う趣旨の制度では
ないことからすれば理論的には自然なことといえ
る。もっとも，具体的な労災発生の経緯を事後的
に見れば事業主が予防の努力を尽くしても生じ得
たといえるような労災や，実際に予防の努力を十
分に尽くしたといえる事業主の下で不幸にも発生
した労災については，メリット制の適用は結果か
ら見れば実質的には不当ともいえる帰結を導

く15)。この問題は，予防の努力を尽くしたとして
も一定数の労災は発生しうるところ（このこと
は，無過失責任を採用する労災保険が当然の前提
としていると考えるべきであろう16)），事業主に労
災を出来る限り「減らす」ための不断の努力を求
め，かつ，保険事故を発生させた事業主の保険料
の事後的で（保険事故発生の経緯を問わないとい
う意味で）機械的な引き上げという形で，あくま
で間接的にこの努力を促す，という，目的と手段
とが必ずしも厳密に対応していない制度の構造に
内在するものと考えられる。近年の日本の労災補
償において重要な位置づけを獲得している脳・心
臓疾患や精神疾患に典型的に見られるように，疾
病発生の機序・経過が複雑・多様な疾病において
は，予防の努力が必ずしも労災予防に結びつかな
い，あるいは予防のための措置として何をすべき
かが必ずしも使用者にとって一義的に明らかでな
いケースも多く（もちろんこのことは，これらの
職業疾病についての予防努力の必要性や，使用者
に過失がある場合の民事損害賠償請求の可能性を
否定するものではない），メリット制の適用によ
る保険料の引上げが使用者にとって酷，あるい
は，予防の努力を促す効果をもたないと思われる
例も生じやすいと思われる17)。
上述の問題は制度導入当初からメリット制に内
在したのであるが，これまでは，使用者にとって
酷ともいえる帰結も，事業主による労災予防の促
進という政策目的の重要性によって正当化されて
きたと思われる。確かに，労災がひとたび発生す

15) なお，派遣労働者については派遣元事業場が労災補償の責任を負い，労災保険料を負担するとともに，特定事
業の要件を満たせばメリット制の適用を受ける（参照，「労働者派遣事業に対する労働保険の適用及び派遣労働者
に係る労働者災害補償保険の給付に関する留意事項等について」昭和61年6月30日基発第383号，発労徴第41号，
第二，二（二）イ（ロ））。労働者の安全衛生について原則として派遣先が責任を負うこと（派遣法45条参照）から
すれば疑問も呈しうる取扱であるが，この問題はそもそも災害補償の責任を派遣元に認めたことに由来すると思
われる。こうした責任分担のあり方は，派遣元事業主が派遣先を選択できる立場にあること等により正当化され
ており，このことを前提とすれば，メリット制の適用もこうした観点から正当化されると考えざるをえない（参
照，平成20年8月25日第31回労働政策審議会労働条件分科会労災保険部会配付資料1-1）。
16) 労働省労災補償部・前掲注（3）書9頁参照。
17) 令和4年判決と関連付けてこの点を使用者の立場から見れば，こうした制度の構造の下で，とりわけ業務起因性
に争いのありうる事案で労働者が受けた業務災害支給処分を争いたいと考えるのは自然ともいえよう。他方で，
本稿1，2で述べた労災保険制度の構造を前提とすれば，メリット制の適用による保険料引き上げと，労働者の受
ける保険給付とは理論的・制度的に相互に独立した仕組みであり，メリット制を理由に保険給付にかかる労働者
の地位が不安定となることは制度趣旨に合致しないことも明らかといえよう。
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れば労働者の心身に甚大な影響が及ぶことを考え
れば，事業主による労災予防の努力の重要性を否
定することは難しい。ただし，上記のように一部
の使用者に事後的にみれば不公平ともいえる帰
結，また企業規模によってはきわめて大きな経済
的不利益をもたらしうる制度であるにもかかわら
ず，メリット制がその目的であるところの労災予
防に実際にどの程度の効果を有するかについて
は，必ずしも丁寧な検証がされてきたわけではな
いようにも思われる18)。メリット制は，少なくと
も労災が多発していた制度導入当初においては労
災件数の減少に一定の役割を果たしたと推察でき
る19)ものの，労災件数が減少した今日（労災発生

率はおおむね低下の一途をḷり，今日，7割を超え
る事業主（継続事業）がメリット制による保険料
引下げを享受している20)），この制度が労災予防の
効果をどの程度有しているのかについては，上記
の通り労災・職業病の性格も変容しつつある中
で，改めて検証されるべき余地があるように思わ
れる。

参考文献
脚注に挙げたもの。

（かさぎ・えり）

18)「労災保険料率の設定に関する検討会」報告書（2005年1月）のメリット制に関する記述も参照。2014年時点の
後掲する検討会議事録によれば，災害防止努力と保険給付の関係について，少なくとも近年，実証的な検証は行
われていないものと思われる。第3回労災保険料率の設定に関する検討会（2014年6月4日）議事録（岩村正彦発
言・数理室長発言）参照（https://www.mhlw.go.jp/content/2004__06__txt__s0614-3.txt）。この点については有田謙
司「労働者災害補償保険法」『戦後労働立法史』417頁も参照。
19) 当時実証的に効果が検証されたかどうかは明らかでないが，例えば昭和26年にメリット制の拡張・前倒し実施
が行われた際の経緯（メリット制は業務上の傷病等を減少させるための「根本対策」たる災害防止対策ととらえ
られた）や，昭和30年の土木・建築事業等へのメリット制の拡大の経緯からは，メリット制による労災予防・結果
としての労災件数の減少の効果に大きな期待と確信が存在したことが伺える。参照，労働省労災補償部・前掲Ḽ
（3）書310-311頁，労働省労働基準局労災補償部（編）・前掲注（10）書825頁，特に828頁も参照。
20) 逆にメリット制による保険料引き上げの対象となっているのは2割程度の事業主である。引上げ対象となる事
業主の半数は40％の保険料引上げの対象となっており，保険料が引上げられるケースにおいては事業主にとって
比較的大きな保険料の追加的負担が発生していることが見て取れる。令和2年度労働者災害補償保険事業年報
（厚生労働省労働基準局）50頁以下を参照，https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/hoken-jigyo/gaiyou/dl/r02_
nenpou_all.pdf.
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【事案・請求】 一般財団法人Xの支局に勤務して
いた労働者A（補助参加人）は，精神疾患を発症
し，労災保険法に基づき，この疾患につき札幌中
央労働基準監督署長（以下，「処分行政庁」とい
う）から療養補償給付支給処分（平成30年9月14日
付）および休業補償給付支給処分（令和元年10月
2日付。平成30年10月3日から平成31年3月31日ま
での期間にかかる処分。以下，二つの処分をあわ
せて「本件各処分」という）を受けた。Xは，労働
保険の保険料の徴収等に関する法律（以下「徴収
法」という）12条3項に基づくいわゆるメリット制
の適用を受ける事業の事業主（以下「特定事業主」
という）であり，本件各処分につき労災保険審査
官に審査請求をしたが，審査請求人資格がないと
して請求を却下する決定を受けた。Xは，本件各
処分の法的効果により労働保険の保険料の納付義
務の範囲が増大して直接具体的な不利益を被るお
それがあるため，本件各処分の取消を求めるにつ
き法律上の利益を有する者（行訴法9条1項）に当
たると主張して，本件各処分の取消を求めて訴え
を提起した。
Aに支給された保険給付及び特別給付金の額
は，平成30年度407万8631円，令和元年度399万
7971円（合計807万6602円）である。本給付を前提
にメリット制が適用されると，令和2年度から令
和5年度のXの保険料負担はメリット制の適用が
ない場合に比較して大きくなる（保険料負担の差
額は4年間の合計で758万7198円）。

本件の争点は，①Xの原告適格の有無，②審査
請求前置主義に係る本件訴えの適法性，③Aの発
病した適応障害の業務起因性の3点にわたるが，
判旨はこのうち①についてのみ判断している。本
評釈でも①の論点のみを扱う。
【判旨】 本件訴えをいずれも却下する。
「1 原告適格に関する判断枠組み
行訴法9条…1項にいう当該処分の取消しを求め
るにつき「法律上の利益を有する者」とは，当該
処分により自己の権利若しくは法律上保護された
利益を侵害され，又は必然的に侵害されるおそれ
のある者をいうのであり，当該処分を定めた行政
法規が，不特定多数者の具体的利益を専ら一般的
公益の中に吸収解消させるにとどめず，それが帰
属する個々人の個別的利益としてもこれを保護す
べきものとする趣旨を含むと解される場合には，
このような利益もここにいう法律上保護された利
益に当たり，当該処分によりこれを侵害され又は
必然的に侵害されるおそれのある者は，当該処分
の取消訴訟における原告適格を有する…（最高裁
平成16年（行ヒ）第114号同17年12月7日大法廷判
決・民集59巻10号2645頁参照）。
そして，当該処分の相手方以外の者について上
記の法律上保護された利益の有無を判断するに当
たっては，当該処分の根拠となる法令の規定の文
言のみによることなく，当該法令の趣旨及び目的
並びに当該処分において考慮されるべき利益の内
容及び性質を考慮し，この場合において，当該法

＊東京大学，フランス国立科学研究センター

社会保障判例研究（一般財団法人あんしん財団事件―労災保険給付の支給決定につき事業主が提起する取消訴訟の適法性） 367
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令の趣旨及び目的を考慮するに当たっては，当該
法令と目的を共通にする関係法令があるときはそ
の趣旨及び目的をも参酌し，当該利益の内容及び
性質を考慮するに当たっては，当該処分がその根
拠となる法令に違反してされた場合に害されるこ
ととなる利益の内容及び性質並びにこれが害され
る態様及び程度をも勘案すべきものである（同条
2項参照）。
2 検討
当裁判所は，後記（6）アのとおり…本件訴え
は，原告適格を欠き，不適法…であると判断する。
以下，理由の詳細について述べる」。
（1）労災保険制度の構造
ア 労災保険法上，「保険給付に伴い，事業主の権
利を制約し又は義務を課す法律上の根拠はなく」
同法による保険給付それ自体には，事業主の利益
を侵害する要素は含まれない。
イ 労災保険法・徴収法の規定を「概観すると，
労災保険制度としては，労災保険法において，保
険給付に係る被災労働者等と政府（国）との法律
関係（保険給付の支給要件等）を定めることで被
災労働者等の利益保護を図る一方，徴収法におい
て，政府（国）と事業主との間の保険関係の成立
や保険料の徴収の手続等について定めることで，
労災保険の事業の効率的な運営を図っている（徴
収法1条参照）…」。そして，一般保険料の額の算
出の過程で「当該事業主の事業に係る業務災害支
給処分の額が考慮されることはない。…特定事業
主の事業において，業務災害支給処分がされた場
合に，初めて労災保険法上の保険給付に係る事業
主の利害が生ずる…」。
（2）労災保険法の趣旨，目的等
「労災保険法は，「業務上の事由又は通勤による労
働者の負傷，疾病，障害，死亡等」に対し「迅速
かつ公正な保護」を行うことを目的として掲げ」
る（労災保険法1条）」。制度の沿革を踏まえると，
この目的は，政府（国）が管掌する保険制度の創
設により，労災補償の履行を「確保する趣旨で，
具体的には，使用者が無資力の場合に被災労働者
等が補償を受けられないリスク自体を回避する趣
旨のほか，使用者が補償の履行を拒否する場合

に，民事訴訟の提起を強いられる負担から被災労
働者等を解放し，行政手続による災害補償の支給
を迅速かつ確実に実現する趣旨を含む。
この点，事業主が，業務災害支給処分の取消訴
訟を提起し，当該処分を取り消す判決がされた場
合，被災労働者等は労災保険給付の支給を受ける
ことができなくなるが」，災害補償の支給を迅速
かつ確実に実現するという目的に照らすと，「労
災保険法が，事業主が提起する業務災害支給処分
の取消訴訟の結果により，労災保険の受給に係る
被災労働者等の地位が左右される事態を想定して
いるとは考え難い」。
労災保険法は，意見書制度（労災規則23条の2第

1項）のほかに，業務災害支給処分に当たり事業主
が手続に関与することを認める規定をもたない。
このような手続保障の欠如は，災害補償の支給を
迅速かつ確実に実現するための制度設計の結果と
理解できる。「労災保険法は，被災労働者等の法
的利益の保護を図ることを目的とし，これに反す
る事業主の利益は保護の対象としていない」。
（3）徴収法の趣旨，目的等
「…労災保険料率［ママ］を定める徴収法12条2項
…は，あくまで，労災保険事業全体について，長
期的な収支の均衡を図ることを目的としており，
個別の事業主の事業に係る個々の保険給付の発生
と…当該事業主が負担すべき保険料の額との間の
収支の均衡を要求するものではない…」。「誤った
業務災害支給処分について，事業主の不服申立て
により，当該給付自体の是正を図ること」は予定
されていない。
（4）メリット制について
ア 「…徴収法12条3項各号所定の…事業について
…業務災害支給処分がされると，当該処分に係る
保険給付額の増加に応じてメリット収支率が上昇
し，これに伴い，特定事業主のメリット増減率…
が上昇する可能性があり…当該特定事業主の労働
保険料額が増額するおそれがある…」。「…Xにつ
いてみると，Aに対する業務災害支給処分により
増額される次々年度以降の労働保険料額が，Aに
対する保険給付額に匹敵するものとなり得るこ
と，メリット制の適用を捨象した労働保険料の額
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をも相当程度上回ること」が認められる。「…X
が，労働保険料の認定処分との関係で，労働保険
料に係る法律上の利益を有することは否定し難
い。
イ しかしながら，メリット制の目的は，労働保
険料に関する事業者間の公平性と，特定事業主に
おける災害防止努力の促進にある」。「メリット制
の構造は，全体として，特定事業主において，自
らの事業に応じた災害発生の危険を管理し得るこ
とを前提として，一般的な予防の観点から，災害
防止努力を促進し，保険制度…へのフリーライド
を抑止するための政策的な手段…として，労災保
険率の増減を採用したものと解され…メリット制
の目的に，個々の保険給付の適正化が含まれるも
のとは解し難い。
一方で，前記（2）で説示した…法の目的との関
係では，メリット制の適用の有無は，本来，労災
保険給付の受給に係る被災労働者等の法的地位と
は関連性のない事情」で，その「適用の有無によ
り上記被災労働者等の法的地位が左右される根拠
は見出し難い」。
ウ また，前記（3）の説示「との関係では，…メ
リット収支率の計算は…メリット制の目的に対す
る手段として，特定事業主を単位として収支の均
衡を指向するにとどまり，労災保険制度全体の収
支との関係で，個別の保険給付の適正化を目的と
するもの」ではない。
「以上を考慮すれば，メリット制に係る特定事
業主の利益は，あくまで，徴収法に基づく労働保
険料の認定処分との関係で考慮されるべき法律上
の利益となり得るにとどま」る。
（5）まとめ
「…労災保険法は，専ら，被災労働者等の法的利
益の保護を図ることのみを目的とし，事業主の利
益を考慮しないことを前提としている」と解さ
れ，同「法及び徴収法並びにこれの下位法令を通
覧しても…労災保険法が，業務災害支給処分との
関係で，特定事業主の労働保険料に係る法律上の
利益を保護していると解する法律上の根拠は見出

せない」。「当該特定事業主の利益は，行訴法9条1
項にいう法律上保護された利益には当たらず，特
定事業主は，業務災害支給処分の取消訴訟の原告
適格を有しないと解するのが相当である」。
（6）原告の主張について
ア 処分の名宛人以外の者が処分の法的効果によ
る権利の制限を受ける場合の原告適格について
（ア）行訴法9条1項にいう処分の取消しを求める
につき「法律上の利益を有する者」について，処
分の名宛人以外の者が処分の法的効果による権利
の制限を受ける場合には，その者は，処分の名宛
人として権利の制限を受ける者と同様に，当該処
分により自己の権利を侵害され又は必然的に侵害
されるおそれのある者として…その取消訴訟にお
ける原告適格を有するものというべきであり（最
高裁平成24年（行ヒ）第156号同25年7月12日第二
小法廷判決・裁判集民事244号43頁（平成25年最高
裁判決）参照），また，処分の名宛人以外の者が処
分の法的効果により公課の納付義務の範囲が増大
するなど直接具体的な不利益を被るおそれがある
場合も，上記と同様に解するのが相当である（最
高裁平成16年（行ヒ）第275号同18年1月19日第一
小法廷判決・民集60巻1号65頁（平成16（ママ）1)年
最高裁判決）参照）。
（イ）「特定事業主が，労働保険料の認定処分との
関係で，労働保険料に係る法律上の利益を有する
ことは…（4）で述べたとおりである」が，メリッ
ト収支率の計算は，メリット制の目的に対する
「手段として収支の均衡を指向するもので…徴収
法が個別の保険給付の額に着目して労働保険料を
算出することで，初めて労働保険料に係る特定事
業主の法律上の利益が生ずるのであって」，労災
保険給付それ自体には，事業主の利益を侵害する
要素は含まれない。本件は，前記二つの最高裁判
決とは事案を異にしており「特定事業主について
…業務災害支給処分の取消訴訟の原告適格を認め
ることはできない」。
（ウ）平成13年最高裁決定（最一決平13・2・22裁
時1286号3頁）は，「保険給付額がメリット制によ

1) 平成18年最高裁判決の誤りと思われる。本稿の評釈では平成18年最判とよぶ。
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り労働保険料額に反映されること自体（労働保険
料に係る法律上の利益）を根拠として…補助参加
の利益を認めたもの」である。そして，被災労働
者等によって，業務災害不支給処分の取消訴訟が
提起されている場合，「事業主に補助参加の利益
を認めたとしても，被災労働者等の「迅速かつ公
正な保護」という観点に照らし，…法の趣旨，目
的に反することにはならないから…上記最高裁決
定は，特定事業主に原告適格を認める根拠とはな
らない…」。
「イ 業務災害支給処分の違法性を争う特定事業
主の手続的保障について
…業務災害支給処分は行訴法3条2項所定の処分
であるから，公定力を有するとともに，出訴期間
が経過した後は，不可争力を有する」。「しかしな
がら，特定事業主に業務災害支給処分の取消訴訟
の原告適格が認められないとの結論に鑑みれば，
いわゆる違法性の承継の問題について，特定事業
主の労働保険料の認定処分に係る法律上の利益の
手続的保障の観点からは，徴収法上の労働保険料
の認定処分に対する不服申立てないし同処分の取
消訴訟において，労働保険料の算出において考慮
される業務災害支給処分について，同処分が取り
消されていない場合で…も，その違法性…を取消
事由として主張することが許される余地がある」。
「法令上予定されている先行の処分と後行の処分
とが，相結合して初めて所定の法律効果を発揮す
る場合のように，両処分が不可分の関係にあるこ
とは，違法性の承継が認められるための不可欠の
要件ではない…（最高裁平成21年（行ヒ）第145号
同21年12月17日第一小法廷判決・民集63巻10号
2631頁参照）。
また，業務災害支給処分の違法性を理由に労働
保険料の認定処分を取り消す判決がされた場合
に，同判決に生じる拘束力（行訴法33条1項）によ
り，行政庁が同判決と整合しない当該業務災害支
給処分の取消義務を負うか否かについては，要件
の判断を誤った業務災害支給処分により過大な保
険給付がされることはメリット制の適用の有無に

かかわらず生じ得るところ，徴収法は，そのよう
な場合であっても，労災保険事業全体の長期的な
収支においてその均衡を図ることを想定している
ことに照らし，消極に解する…」。

【評釈】 判決の結論に賛成。

Ⅰ 本判決の意義

本判決は，業務災害支給処分（本件各処分）に
つき，処分の名宛て人たる労働者の使用者である
事業主には当該処分の取消を求める訴訟の原告適
格がないものとして，処分の取消を求める事業主
の訴えを却下した。これまで，裁判例や行政実務
は，本判決と同様に業務災害支給処分について使
用者の原告適格（及び審査請求人資格）を否定し
てきた2)ところ，総生会事件判決（東京高判平成
29・9・21（労経速2341号29頁，原判決：東京地判
平29・1・31労経速2309号3頁））は，第一審・控訴
審を通じて，使用者の原告適格を肯定することを
前提として，後続の労働保険料認定処分の取消訴
訟において先行する業務災害支給処分の違法を主
張することができないと判断し，注目を集めた
（以下，上記高裁判決を平成29年高裁判決という。
なお，同判決は最高裁の上告不受理により確定し
ているようである）。これらの先行裁判例からも
わかる通り，業務災害支給処分の取消訴訟にかか
る事業主の原告適格の有無は，労働保険料認定処
分を争う訴訟で，先行する業務災害支給処分の違
法性を取消事由として主張できるかという論点
（以下，この問題を，一般的な用語法に従って違法
性の承継の論点と呼ぶ）と密接に関連する。
総生会事件は，業務災害支給処分の後に行われ
た労働保険料認定処分を争う事案で，違法性の承
継の有無が直接の争点であったが，裁判所はこの
争点に関する議論の前提として，業務災害支給処
分の取消訴訟にかかる使用者の原告適格に言及し
ていた。これに対して，本件では，事案の解決と
の関係では原告適格の論点についてのみ判断すれ

2) 法務省訟務局内労災訴訟実務研究会編『新・労災訴訟の実務解説』商事法務研究会（1998）107頁

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 4370



0310_社会保障研究_【笠木】_PK-1.smd  Page 5 23/03/31 10:31  v4.00

ば足りたともいえるが，判旨は違法性の承継の論
点についても補足的に検討し，いずれの論点につ
いても平成29年高裁判決と反対の解釈を示した。

Ⅱ 労災支給処分取消訴訟の原告適格

（1）原告適格に関する判旨1，2の判断は，2（1）
～（5）と（6）アに分かれている。このうち，2（1）
～（5）はいわゆる小田急事件判決（最判平17・
12・7民集59巻10号2645頁。以下，平成17年最判と
いう）の枠組みにより原告適格を判断し，（6）ア
は，Xの主張に応える形で，平成18年・平成25年の
判例との関係について述べる。このような二部構
成の判旨の構造は，判旨2が「（6）アの通り」と述
べて原告適格にかかる議論全体の結論を後半部分
に委ねていることと相まって論旨を分かりにくく
しているが，あくまで判旨1・2（1）～（5）が判
断の中心であり，（6）アは，原告の主張に応えて
ほかの判例との関係を整理する趣旨と読むべきだ
ろう。
判旨は，平成17年最判を参照し，行訴法9条2項
を引用して行政処分の相手方以外の者について
「法律上保護された利益」の有無を判断する際の
考慮要素に言及した上で（判旨1），本件における
原告適格の有無を検討する（判旨2（1）～（5））。
この枠組みによれば，9条2項の掲げる要素を勘案
しつつ，当該処分の根拠法たる実体法が原告の利
益を法律上保護しているかを解釈することとな
り3)，本件では，労災保険法上の業務災害支給処分
の直接の根拠規定のみならず同法全体の趣旨や，
これと密接に関連する徴収法（労働保険の保険料
の徴収等に関する法律）の趣旨目的も考慮に入れ
つつ，Xにつき「法律上保護された利益」の侵害・
侵害のおそれがあるかを検討することが求められ
る。
（2）判旨2（1）～（5）は，労災保険法がもっぱら

被災労働者の法的利益の保護を目的としたもの
で，事業主の利益を保護の対象としていないこと
（（1），（2）），徴収法は労災保険事業の長期的な収
支と効率的運営を目的とする法律で，個別の給付
と拠出との均衡を図る趣旨ではないことを指摘す
る（（1），（3），（4））。以上の解釈は，労災保険法・
徴収法それぞれの趣旨・目的，両者の関係に関す
る正しい理解であり，また広く受け入れられてき
た解釈でもあると思われる。事業主による業務災
害支給処分への取消訴訟の提起を認めることが労
災保険制度の趣旨・目的と緊張関係に立つことは
明らかといえよう。なお，労災保険法が事業主の
手続保障にかかる規定を置いていないことについ
て，同法が使用者の利益を法律上の利益として保
護するものでないことを示す事情として考慮する
判断にも賛成できる。
さらに議論が必要となるのは，判旨（4）が詳述
するメリット制との関係である。特定事業主であ
るXについては，保険給付額の増加に応じて保険
料率が上昇する可能性があり（徴収法12条3項，徴
収規則18条の2，20条，別表3），前掲の総生会事件
でも，第一審・控訴審いずれの判決でもこの点が
重視された4)。しかし，本判決が適切に述べてい
るように，メリット制は，特定事業主における災
害防止努力の促進と事業者間の一定の公平性の確
保を趣旨とした政策的な保険料調整の仕組みであ
る。個別の業務災害支給処分とメリット制による
保険料の増減には直接の関係はなく，業務災害支
給処分の段階では保険料の上昇は理論的で不確定
な可能性に留まる。この点をふまえれば，メリッ
ト制の存在を考慮しても，業務災害支給処分との
関係で労災保険法が使用者の利益を個別に法律上
の利益として保護しているとまではいえないと考
える。
（3）判旨（6）アの検討に移ろう。Xの主張に応え
て参照された2つの判例の事案の共通点は，行政

3) 塩野宏「行政法Ⅱ」有斐閣126-127頁，134頁。
4) こうした解釈を支持する学説として，斉藤浩「労災業務上認定に対し使用者が起こす取消訴訟の原告適格につ
いて」立命館法学395号（2022）20-59頁，特に48頁以下，興津征雄「違法性の承継に関する一事例分析－労災保険
給付支給処分と労働保険料認定決定処分との関係－」佐藤幸治＝泉徳治（編）『行政訴訟の活発化と国民の権利重
視の行政へ 滝井繁男先生追悼論集』日本評論社（2017）171頁，Ḽ38。
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処分の名宛人以外の第三者に対して，処分が予定
する法的効果が直接に特定の第三者の個別具体的
権利・利益に影響を及ぼすと評価された点であ
る5)。判旨（6）ア（ア）（イ）は基本的に判旨（4）
を繰り返す形でXの主張を排除しており，その内
容について異論はなく，事案の解決との関係では
これで十分とも思われるが，2判決についてはよ
り丁寧な検討も可能であろう。2判決のうち，平
成18年最判では，訴外会社から株式の譲渡を受け
た上告人が，同社に対する法人税の決定及び無申
告加算税賦課決定に基づく同社の滞納国税につ
き，第二次納付義務の納付告知を受けたケース
で，同人が主たる課税処分に対して不服申立を行
う資格が肯定された。また，平成25年最判は，共
有不動産につき租税滞納者が差押え処分（国税徴
収法47条1項）を受けた場面で，自らの持ち分につ
いて権利の制限を受けるほかの共有者に差押え処
分の取消訴訟の原告適格を認めた。前掲平成17年
最判や同判決が引用される原告適格に関する一連
の判例・裁判例の多くのケースでは，処分の名宛
て人以外の第三者が不特定多数者としての性格を
有し，そのような者の利益がなお行政実体法規に
より個別的利益として保護されているといえるか
が問題とされているが，上記2判例の事案は，これ
とは問題の性格が異なる（同旨，高橋信行・「平成
25年最判判批」民商法雑誌149巻2号206頁以下）。
そして本件も，先行処分（業務災害支給処分）が
侵害処分でないという違いがあるものの，処分の
名宛人以外の特定の者の利益に，当該処分の直接
かつ法的な影響が及ぶとも思われるという点で，
上記の2判例の事案と共通点を有する。もっとも，
平成18年判決と平成25年判決との間にもなお事案
の性格に違いがあり，ここでは特に平成18年最判
と本件の事案との問題状況が類似することに注目
すべきと考える。以下，本判決の評釈の範囲を若

干逸脱するが，この点を詳述する。
平成18年最判と本判決には，相手方を異にする
先行処分（平成18年最判では主たる課税処分，本
件では業務災害支給処分）と，先行処分が一つの
要件となり，かつほかの要件も満たした際に行わ
れる後行処分（平成18年最判では第二次納税義務
の納付告知処分，本件ではメリット制適用後の労
働保険料認定処分）とが存在し，先行処分の時点
で処分の名宛人以外の第三者に原告適格を認める
か，それとも，第三者を名宛人とする後行処分が
行われた段階で，この処分を争う訴訟で，先行処
分の要件の欠如を争うことを認めるべきかが問題
となる，という共通する問題状況が見られる。い
ずれの事案でも，平成25年最判の例（共有者への
処分はほかの共有者の権利を直接制限する）と比
較すれば明らかなように6)，先行処分の段階では
後行処分の実施は理論的可能性に留まり7)，本来
は，後行処分を待って訴えを提起させることが望
ましく，また十分であると考えられる。他方，本
件と平成18年最判が異なるのは，平成18年最判
が，問題とされた先行処分と後行処分との間の違
法性の承継を否定する判例の存在を前提とした判
断だったことである（最判昭和50・8・27民集29巻
7号1226頁）8)。平成18年最判は，先行処分につい
て原告適格を認めつつ，取消訴訟の出訴期間の起
算点を後行処分の時点に設定しており，理論的に
は無理の大きい判断とも評される9)（なお，本件で
も，業務災害支給処分につき原告適格を認める場
合，同処分について事業主に十分な手続的保障が
与えられていない10)ことも考慮すれば，出訴期間
の観点から使用者にとって不当ともいえる帰結も
生じうることには注意が必要と思われる）。この
ことも，平成18年最判の事案が本来は後行処分の
時点で先行処分の違法性を争う可能性を肯定すべ
き事案であったことを伺わせる事情と思われる。

5) なお，いずれの判決も平成17年最判を引用せずに原告適格を認めている。
6) 田尾亮介「平成18年最判判批」行政判例百選［第8版］（2022）270頁。
7) 山本隆司『判例から探求する行政法』（有斐閣，2012）192頁。
8) 山本・前掲Ḽ（7）書190頁。
9) 山本・前掲Ḽ（7）書191頁，田尾・前掲注（5）271頁。
10) 中山慈夫「判批」ジュリスト1512号（2017）130頁。
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以上のような平成18年最判の文脈や評価を考慮す
れば，同判決は，判旨も述べる通り違法性の承継
の可能性が排除されない本件において（本稿Ⅲで
後述），業務災害支給処分にかかる使用者の原告
適格を肯定すべきとの文脈において援用されるべ
きではないばかりか，むしろ原告適格を否定する
判旨の結論を間接的に補強しうる判決といえるの
ではないか。
なお，使用者の原告適格との関係では，業務災
害不支給処分を労働者が争う訴訟への使用者の補
助参加を認めた最高裁判例（最一決平13・2・22裁
時1286号3頁）との関係も問題となりうる（判旨
（6）ア（ウ））。判旨は，補助参加を認めても被災
労働者の迅速かつ公正な保護を害することはない
との理由付けにより原告適格の問題と区別してい
る。既に係属中の訴訟に，当該訴訟の結果につい
て利害関係を有する第3者を参加させることで紛
争の早期解決を図るのが補助参加の制度であり，
原告適格の問題とは問題状況が異なる。判旨の立
場に異論はない。

Ⅲ 原告適格を否定した場合の紛争解決

最後に，違法性の承継の有無について判断する
判旨（6）イについて簡単に検討する。判旨も引用
する平成21年の最高裁判例（最判平21・12・17民
集63巻10号2631頁）は，建築基準法上の安全認定
（先行行為）と建築確認処分（後行行為）につい
て，①先行行為と後行行為が同一目的を達成する
ために行われ，両者が結合して初めてその効果を

発揮すること，②先行行為について手続的保障が
なく，先行行為の段階で訴訟提起しないことが不
合理とはいえないことを理由として，違法性の承
継の可能性を認めている。本件において①の要素
は認められないように思われるが11)，判旨は①の
要素は違法性の承継を認めるための不可欠の要件
ではないと述べ，手続的保障の観点（②）を重視
して，違法性の承継を認める余地があると結論づ
ける。既に学説が指摘している通り，平成21年最
判が示した①，②の要件（要素）の関係や位置づ
けは判旨からは明らかでなく12)，同判決との関係
で①は必須の要素ではないとする本判決の立場も
理論的には排除されないものと思われる。また，
本件のようなケースでは，現に業務災害が発生し
たことが後行処分の当然の前提とされていると考
えるべきであり（このことを上記①の要素に含め
ることも理論的に可能とも思われる13)），先行処分
について十分な手続保障がない以上，後行処分を
争う訴訟の中で先行処分の違法主張の機会を使用
者に与えるべきと考えられる。この点，違法性の
承継を認めることで，被災労働者等の地位が不安
定になるとの批判もあり得るが14)，判旨は，労働
保険料認定処分が業務災害支給処分の違法性を理
由に取り消されても，行政庁は違法とされた業務
災害支給処分を取り消す義務を負わないものとす
ることで，労働者の地位の保護を図る。この点，
労働保険料認定処分の取消により先行する労災保
険給付支給処分が直ちに実体法的根拠を失うわけ
ではなく，先行処分の帰趨は行政庁の裁量の範囲
内で決せられるべきと考えられる15)。したがっ

11) 大塚直史「業務災害等支給決定と労働保険料認定決定における違法性の承継――平成29年度答申第27号」論究
ジュリスト23号（2020）118頁。
12) 村上裕章「平成21年最判判批」『平成22年度重要判例解説』有斐閣（2011）59頁。
13) 興津・前掲Ḽ（4）論文156頁以下。同論文は「実体法上，先行処分の要件が後行処分の適法性を基礎づける要素
を構成」する場合に違法性の承継が認められるべきと整理し（手続的観点からの基準も挙げられているがここで
は省略する），平成21年最判の判旨にもこの基準を読み込む解釈を提案する。なお，本件においては，そもそも先
行処分と後行処分が別個独立の法関係にかかわるもので，違法性の承継は問題とならないという解釈の余地もあ
る（本稿（注記）も参照）。平成18年最判についてこうした可能性に言及するものとして，山本・前掲注（7）書190
頁。
14) 行政不服審査会第2部会平成29年12月5日答申（平成29年度答申27号）は，業務災害等支給決定に対する事業主
の不服申立資格を認めた上で，違法性の承継に関して消極的な立場を示し，その理由として労災保険審査官・審
査会の専門性，及び，被災労働者またはその遺族の地位を著しく不安定にすることを挙げた。
15) 興津・前掲注（4）論文172-173頁。

社会保障判例研究（一般財団法人あんしん財団事件―労災保険給付の支給決定につき事業主が提起する取消訴訟の適法性） 373
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て，行政庁が先行処分を取り消す義務を負わない
とする判旨には賛成できるし，この限りで労働者
の地位の安定性は一定程度保護されるだろう。さ
らに問題となるのは職権取消の裁量の限界をどう
考えるかである。この点，紙幅の制限により詳述
できないが，被災労働者や遺族に及ぼす影響の大
きさに鑑みて一定の要件の下で先行処分の取消を
制限すべきであり16)，この点については何らかの
立法的な対応も検討されてよいと考える。

（注記）本稿脱稿後に本判決の控訴審判決が出さ
れ，東京高裁は，使用者の原告適格を肯定して控
訴を認容し，本件を東京地裁に差戻した（東京高
判令4・11・29判例集未登載）。判旨はメリット制
が使用者の保険料納付義務の範囲の増大を導くこ
とを主な理由として結論を導いたが，本稿で述べ
たように，労働保険料認定処分の時点で業務起因
性を争うことを認めれば十分であり，業務災害支
給処分そのものについて使用者に取消訴訟の原告
適格を認めることは，不要な争訟を増加させると
ともに労働者の地位を著しく不安定にする帰結を
導き，問題が大きい。特定事業主は，保険料が上
昇する否か，どの程度上昇するかが不明確なケー
スでも，民事訴訟への影響なども想定して念のた
め業務災害支給処分を争っておくという対応を取
ることも十分に予想され，労働者は労災給付申請
にあたりこうした訴訟への対応を迫られることを
想定しなければならないことになる。こうした帰
結を労災保険法が想定しているとは考えがたい。

なお，厚生労働省内に設けられた「労働保険徴
収法12条第3項の適用事業主の不服の取扱いに関
する検討会」報告書（令和4年12月）は，使用者に
業務災害支給処分への不服申立資格等が認められ
ることにより生じうる問題を列挙する（8頁）とと
もに，業務災害支給処分と労働保険料認定処分は
相互に独立性が高く，そもそも違法性の承継が問
題となる場面ではない（従って，後者を争う訴訟
で前者がその要件を欠くものであったことを主張
することは当然に可能である）と整理した上で，
有効に確定している労災保険給付のうち支給要件
に該当するものだけがメリット制適用の際の考慮
対象となる労災給付（徴収法12条3項）にあたると
いう解釈により，先行処分の効果に影響を及ぼす
ことなく，後行処分を争う訴訟において支給要件
該当性を争う途を使用者にひらくという解決策を
提示した（11頁以下）。この報告書の内容もふま
え，厚生労働省は，令和5年1月31日，メリット制
の適用により引き上げられた労働保険料の認定決
定を争う取消訴訟において，保険料引上げを基礎
付ける労災支給処分が支給要件を満たさないもの
であったことを使用者が主張することを認める一
方，当該取消訴訟で使用者が勝訴し，理由付けの
中で過去の労災支給処分の支給要件非該当性が認
められたとしても，当該労災支給処分が取り消さ
れることはない旨の通達を発した（令和5年基発
0131第2号）。

（かさぎ・えり）

16) 事情判決による対処を示唆する学説として，大塚直史「判批」ジュリスト1518号（2018）41頁，同・前掲注（10）
論文118頁。なお，被災労働者等への影響の大きさに加え，業務災害支給処分を行う行政庁と保険料認定処分を行
う行政庁が異なり（前者は労働基準監督署長，後者は都道府県労働局歳入徴収官），それぞれの処分にかかる不服
申立や訴訟の当事者は異なるものになることにも留意すべきである（（注記）で引用する報告書19頁を参照）。
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投稿：論文

中国における「家庭養老」＋「社区養老」モデルの可能性

黄 璋＊

抄 録

本稿は「家庭養老」や「社区養老」を中心に，中国の高齢者向けサービスの現状及びその限界を先行
研究のレビューを通じて明らかにするとともに，ソーシャル・キャピタル論の視座から社区の性格や相
互扶助に基づく「社区養老」の可能性を検討した。考察の結果としては，①中国では家族介護の伝統意
識が依然として強く残っている点である。②都市における社区サービスの限界である。中国政府は社
区サービスを家族介護への支援として位置付けるとともに，互助サービスも期待している。しかし，現
状では都市では社区による高齢者向けサービスの専門性が低く，それに加えて，住民同士による互助
サービスも期待通りには機能していない。③都市では相互扶助に基づく「社区福祉」の構築が困難であ
るのに対して，農村ではその実現可能性が十分ありうるということである。

キーワード：家庭養老，社区養老，ソーシャル・キャピタル，相互扶助

社会保障研究 2023, vol. 7, no. 4, pp. 375-387.

Ⅰ はじめに

中国は，高齢者福祉政策として「家族による在
宅介護を基本に据え，その上で社区が介護支援を
行い，その補完的な位置づけとして養老施設を設
置する」という養老サービス体系の構築を掲げて

いる1)。そして省級政府は，それを「9073」型2)ま
たは「9064」型3)の高齢者支援モデルとして具現化
することを目指している。同モデルでは「家庭養
老」4)が90％，「社区養老」が7％または6％，「施設
養老」が3％または4％と設定されている。これに
より，高齢者介護の90％を個々の家庭が担い，7％
または6％については高齢者が住み慣れた社区が

＊常州大学瞿秋白政府管理学院 専任講師
慶應義塾大学法学研究科 助教（有期・研究奨励）
1)「中国高齢事業発展12次5カ年計画」（2011）では，在宅を基礎に，社区を拠り所とし，施設を支えとする高齢者
支援体制を確立する方針が打ち出された。「第13次五ヵ年国家老年事業発展及び高齢者支援体制計画」（2017）で
は，「施設を支えとする」から「施設を補足とする」へ変わった。
2) 2005年上海で実施され始めた。
3) 北京市では2009年，9064型を構想し，2015年に明確化した。
4)「家庭養老」とは，家族による老親扶養で，経済的支援，精神的慰問，身体的介護などが含まれている。「社区養
老」や「施設養老」とは，社区や施設による養老サービス（精神的ケア，身体的介護，生活介助などの全般）を受
けることを指すが，介護・介助が主な内容である。

中国における「家庭養老」＋「社区養老」モデルの可能性 375



03-211_社会保障研究_【黄】_PK.smd  Page 2 23/03/23 19:06  v4.00

担うことが期待されている。さらに，残りの3％
または4％の高齢者，すなわち家庭や社区が対応
しきれない場合に限り，「施設養老」が対応するこ
とになる。
家族介護への支援として，社区は介護サービス
提供の拠点としての役割を担う。政府は住民区ご
とに社区高齢者向けサービス拠点を整備し，この
「社区養老」のプラットホームを通じて社区が「互
助養老」の役割を果たすことを期待している。さ
らに，地方政府は社区職員を雇い，福祉的または
低廉的な養老サービスも提供している。高齢化の
進行に伴い，特に一人っ子世代の親世代が高齢者
になるにつれて「家庭養老」の基盤が崩れ，今後
は社区の高齢者向けサービスに依存するケースが
増加することが想定されることから，社区のサー
ビス拠点としての機能に多くの期待が集まってい
る。
こうした状況をふまえ，「家庭養老」と「社区養
老」が実際にはどのように機能しているのか，家
族介護という伝統観念および「家庭養老」体制は
果たして今後も持続可能なのか，さらには，介護
サービス提供拠点として多大な期待を集めている
「社区養老」はその期待に沿うことができるのか
という点につき，解明する必要があるだろう。こ
れらの疑問点の解明が本稿の問題意識である。本
稿はこうした問題意識のもとに，「家庭養老」，「社
区養老」の現状及びその限界を先行研究のレ
ビューを通じて明らかにし，ソーシャル・キャピ
タル論の視点から相互扶助に基づく「社区養老」
の構築の可能性を検討する。

Ⅱ 先行研究の検討

中国の社会福祉の変容について，沈は歴史の連
続性の観点からとらえた〔沈（2014）〕。沈によれ
ば，1949年以前は主として宗族（家族・親族）単
位で相互扶助が行われており，1949年以降は「単
位福祉」（職場を経由して福祉を提供するモデル）
に移行した。2000年代になると，「単位」に代わっ
て住民に直結する社会福祉の受け皿として「社
区」が期待を集めるようになった。なお，張は北

京市でのフィールド調査に基づき，社区サービス
の実施により，従来の国家による救済型の社会福
祉は地域相互扶助型社会福祉へと転換しつつある
と結論付けている〔張（2005）〕。
次に，「家庭養老」についてみていくことにした
い。膨大な高齢者人口を抱える中国では，年金・
医療保険等の給付水準の引き上げには限界がある
ことから，「家庭養老」が主要な養老方式とならざ
るを得ないと指摘されている〔韋（2015）〕。特に，
農村地域では年金・医療などの社会保障水準が低
いために，高齢者の老後生活は家族に依存せざる
を得ないとの主張がある〔易（2013）〕。つまり，
中国の研究者らは「家庭養老」を，社会保障水準
が低いことを原因として高齢者の老後生活が家族
に依存せざるを得ないことの帰結としてとらえて
いる。
このように，高齢者の扶養・介護問題は個々の
家庭で解消されることが期待されているが，現実
には一人っ子世代の親世代が高齢者になってきて
おり，「家庭養老」も限界に来ている。そこで，低
コストの高齢者福祉政策指向のもとで「社区養
老」または「互助養老」という概念が提唱される
ようになった。張（2017）は「介護の社会化」と
いう政策課題の一環として，中国政府が「社区」
を基盤とする高齢者介護サービスのネットワーク
の整備に力を入れていると指摘している〔張
（2017），p.43〕。なお，張によれば，現在，社区
サービスは基本的に家庭訪問サービスと施設通所
サービスを組み合わせたものとなっており，介護
を必要とする高齢者に訪問介護サービスを提供す
るほか，外出が困難な高齢者を対象に配食サービ
ス（社区高齢者食堂），デイケアサービス（社区照
料中心，託老所）を提供している〔張（2017）〕。
社区高齢者向けサービスは家族介護に対する支
援・補強として登場したものであるが，実際のと
ころ，「社区養老」「家庭養老」「施設養老」の選好
はどのようになっているのだろうか。唐・風
（2010）は，江蘇省・四川省の農村地域でのフィー
ルド調査を行い，一人っ子家庭であるかどうかに
かかわらず，大部分の高齢者が「家庭養老」を望
んでいることを明らかにした。これはおそらく経
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済的な要因だけではなく，家族依存という心理的
側面によるところが大きいと推測される〔唐・風
（2010）〕。他方，伍は都市部の一人っ子家庭の高
齢者の養老方式選好について，5省における一
人っ子家庭を対象とした調査を行い，30％強の高
齢者が「社区養老」を望んでおり，40％の高齢者
が「施設養老」を計画していることを指摘した
〔伍（2017），p.79〕。つまり，同じ一人っ子家庭で
も都市部と農村部との間で養老方式の選好に差異
がみられ，農村部の高齢者が「家庭養老」に執着
しているのに対して，都市部の高齢者は積極的に
「社区養老」や「施設養老」を検討していることが
明らかになった。
なお，施設養老サービスが民営，公営，非営利
と明確に区分されているのに対して，社区サービ
スの性質は曖昧である。唐は，社区高齢者向け
サービスは公益的または公的サービスの性格を有
しており，営利的サービスは除外されるべきとい
う認識を示している〔唐（2003）〕。その一方で，
黄・林は，社区サービスは公的福祉サービスや公
益的サービスに加えて営利的サービスを含むと主
張している〔黄・林（2000）〕。ただし，いずれも
社区サービスは公益的・公的福祉サービスを主体
とすべきであるとの認識で一致している。
こうしたなか，相互扶助に基づく「互助養老」
モデルが提唱されるようになった。徐によれば，
「互助養老」とは健康な高齢者が，そうではない高
齢者の生活の世話をしたり，手助けをしたりする
ことである〔徐（2008），p.112〕。このような「互
助養老」は「アクティブ・エイジング」（Active
Aging）の理念5)を実践する最も直接的・効率的な
方式であり，高齢者間の相互扶助を通じて「アク
ティブ・エイジング」の実現が促進され，高齢者
活用や介護の人手不足の解消につながることが期
待される〔王・韓（2017）〕。また，「互助養老」の
メリットとして，介護事業費のコスト削減，高齢
者の「アクティブ・エイジング」の促進，ソーシャ

ル・キャピタルの醸成，高齢者の必要とされる実
感，孤独感の排除，社会関係の拡大などが挙げら
れる〔方（2016），李（2018）〕。こうしたことから，
「社区互助養老」は中国における高齢者介護問題
を解決するための合理的な選択であるとの見方が
あり〔金（2014）〕，「時間銀行」や「農村互助幸福
院」といった互助養老モデルが模索されるように
なった〔『人民日報』（2012）〕。
前述の通り，「社区サービス」や「互助養老」と
いったテーマは多くの研究者の関心を集めてお
り，養老問題解決における主要な役割を果たすこ
とが期待されている。そして，中国政府は社区を
中国の高齢者福祉サービス提供の拠点として位置
付けており，「家庭養老」に対する支援という重要
な役割を担うことを期待している。いずれにせ
よ，多くの研究者が「単位福祉」から「社区福祉」
への転換という観点6)から，社区サービスに期待
を寄せている。ここで重要なことは，相互扶助に
基づく「社区サービス」や「社区養老」という持
続可能な高齢者福祉モデルの構築の可否は，社
区・コミュニティ・地域のソーシャル・キャピタ
ルの豊かさによるところが大きいという点であ
る。現体制下においては，NPOやNGO，宗教団体
といった民間組織や市民社会の成長が抑制されて
おり，共産党がすべてを指導している。これは，
いわゆる「共産党組織が全域をカバーし，共産党
の「工作」（事業）を隅々まで浸透させる」という
共産党建設方針である。そこで，次にソーシャ
ル・キャピタル論の視点から，共産党・政府主導
による都市・農村における社区建設と，社区サー
ビスや相互扶助に基づく「在宅＋社区養老」モデ
ルの可能性を検討することにしたい。

Ⅲ ソーシャル・キャピタル論から見た中国の
「社区」

多大な期待を集めてきた社区や相互扶助に基づ

5) Active Agingについて，WHOにより「健康の維持，家族や地域社会の営みへの参加，安心できる社会づくりのた
めのさまざまな機会を最大限に高めるプロセス」と定義される。
6)「単位福祉」から「社区福祉」への転換という観点とは，計画経済期に形成された「単位福祉」モデルが崩壊し，
その代わりに福祉供給の受け皿として社区が期待を集め，「社区福祉」を構築しようとする構想である。
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く「社区養老」は，中国の養老問題解決における
主役的役割を果たせるのかという問いに答えるた
めに，まず中国の社区の性格を検討する必要があ
る。周知のように，社区サービスや相互扶助に基
づく高齢者向けサービスは，市民活動に依存する
ところが大きい。つまり，地域のソーシャル・
キャピタルによってサービスは大きく左右される
ことになる。ソーシャル・キャピタルが豊かな地
域では，相互のネットワークが強く，人々が信頼
し合い，助け合うとされる。言い換えれば，ソー
シャル・キャピタルが豊かであればボランティ
ア・市民活動が促進される。こうしたソーシャ
ル・キャピタル論は，1990年代後半から学術的研
究及び政策的領域の両面で注目され始め，日本で
は地域福祉分野でのソーシャル・キャピタルの実
証研究が盛んである〔森（2017）〕。以下では，
ソーシャル・キャピタル論を用いて中国の社区の
性質や「社区養老」の可能性を検討することにし
たい。
パットナムによれば，ソーシャル・キャピタル
は「人々の協調行動を活発にすることによって，
社会の効率性を高めることができる「信頼」「規
範」「ネットワーク」といった社会組織の特徴」と
定義される〔パットナム（2001），pp.206-207〕。厚
生労働省はその本質を「人と人との絆」，「人と人
との支え合い」としている。そして，「信頼」「規
範」「ネットワーク」の三者の関係について，信頼
があるから社会的ネットワークは深化し，社会的
ネットワークでの交渉の繰り返しのなかで互酬性
が強化され，互酬性のある行為の繰り返しで信頼
が高まるとしている〔厚生労働省（2015），p.1〕。
パットナムのソーシャル・キャピタル概念は，定
義そのものの曖昧さや実証の不十分さなど多くの
批判がなされてきた〔北井（2017），p.311〕にもか
かわらず，地域ガバナンスや地域福祉などの分野
に浸透し，運用されているのも事実である。
そうしたソーシャル・キャピタル論の視点で見
ると，互酬性の規範により，助け合う地域社会が

実現することで，高齢者等への福祉サービスの効
率化が期待できる。また，住民組織活動によって
地域の課題が解決されることで，コミュニティが
エンパワーされ，それがさらに住民組織活動を活
発にするという好循環が期待できる〔厚生労働省
（2015）p.9〕。つまり，ソーシャル・キャピタルは
コミュニティのガバナンスに寄与し，課題解決の
コストの削減，効率化にもつながっているといえ
る。
パットナムは市民共同体であるかどうかを示す
市民性の特徴として，①「公的諸問題への市民の
積極的参加」，②「権威と従属の垂直的関係」では
なく「互酬性と協力という水平的な人間関係」，③
連帯し信頼しあい，互いの相違に寛容であるこ
と，④内部で協力のための習慣や連帯，規範を育
て外部にそれらを波及させる自発的結社が活発で
あるということ，の四点を挙げている〔パットナ
ム（2001），pp.105-106〕。パットナムのソーシャ
ル・キャピタル概念において第一義的な役割を持
つのは，市民によるネットワークへの積極的な参
加である〔北井（2017），p.312〕。

1 高齢者サービス提供の拠点としての「社区」
それでは，中国の社区はパットナムの市民共同
体に該当するのであろうか。まず，中国の社区の
語 源 に つ い て み る と，費 孝 通 が 英 語 の
「community」を中国語の「社区」に翻訳したもの
であるとされる〔黄（2019）〕。費孝通は，社区と
いう概念は「知人社会」7)を指すと述べている〔費
（1998）〕。なお，費孝通による社区の定義はフェ
ルディナント・テンニースの共同体8)の定義にḪ
ることができる。テンニースは社区（共同体）を
血縁，地縁，友人などの絆で結ばれた社会生活の
共同体と定義している〔斐迪南·滕尼斯（1999）〕。
しかし，現実における中国の社区は，政府主導に
よる基層社会の再編と社会管理の強化により形成
されたものである。民政部の定義によれば，社区
とは，①一定の地域に住む人々によって構成さ

7) 費孝通によれば，「知人社会」とは血縁や地縁などを通して結ばれた見知らぬ人がいない社会である。
8) フェルディナント・テンニースの共同体理論では共同社会の対概念として「利益社会」，すなわち人為的な「選
択意志」にもとづき形成された社会共同体が提示される。
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れ，②改革を通じて規模を調整した居民委員会9)

の管轄区，となっている10)。その背景には，従来
の「単位」，すなわち職場を基盤とした都市住民管
理や福祉サービス供給の「単位社会」が崩壊した
ことがある〔張・呉・趙（2019）〕。つまり，社区
は民政事業（公共サービス提供の強化）の一環と
して展開され，同時に，社会管理強化の一環とし
て進められてきたといえる〔呉（2009），江口
（2010）〕。
現在，社区は複数の住民区から構成される最末
端の行政区画としての位置付けで，行政レベル
上，農村の行政村11)に相当する。そして，都市の
社区居民委員会（社区自治の基礎単位）と農村の
村民委員会（村民自治の基礎単位）は中国政府が
認めた公式な「基層民衆自治制度」である。都市
の居民委員会と農村の村民委員会は，基層政府の
委託を受け，各種の行政サービス業務12)を担当し，
行政サービスを提供する最末端の現場窓口として
の機能を果たしている。居民委員会や村民委員会
の幹部らは選挙によって選出されるものの，基層
政府から給与を支給される。なお，居民委員会主
任・村民委員会主任の職責は，共産党の指導を擁
護し共産党の路線・方針・政策と国家法律法規を
執行すること，そして共産党・国家の各種の方針
政策を社区において貫徹し実施させること，街道
弁事処・郷鎮政府の指導や社区・村の共産党組織
の指導を受けて社区・村の各種事務を遂行させる
こと，と定められている。つまり，社区は人々の
生活の場であるとともに，社会管理の基本的なプ
ラットホームでもある〔『人民日報』（2012）〕。
さらに，社区の問題点としては，社区ガバナン
ス13)の行政化，社区サービスの専門性の低下，社

区の住民のコミュニティ精神の欠如などが指摘さ
れている〔『人民日報』（2012）〕。とりわけ，社区
ガバナンスの主体である居民委員会，物業管理公
司14)，業主委員会15)が機能していないという点は
問題であろう。業主委員会および物業管理公司は
権威がなく，うまく機能していない。社区居民委
員会は権威を有するものの，それは政府の権力組
織により付与されているに過ぎない。業主委員会
は，その活動に社区居民が積極的に参加しないた
め，名ばかりの存在となっている。こうしたこと
の結果として，多くの社区住民が社区組織とあま
り接触せず，社区という共同生活の場への帰属
感・アイデンティティが希薄であるのが実情であ
り，いわゆるコミュニティへの無関心が問題視さ
れている。かつては，単位ごとに住宅が配分され
たため，隣人は職場の同僚や上司，部下であり，
旧来の生活圏の人間関係が維持されていた〔中岡
（2020），pp.3-4〕が，現在の住民区は人間関係が希
薄で帰属意識の薄い住民を抱えているというのが
実情である。
この点について，傅は大連市の住民コミュニ
ティ意識調査を実施し，中国都市におけるコミュ
ニティ形成の可能性を検討した。調査結果から，
①旧住民区ほど，コミュニティ形成が容易なこ
と，②定着している高齢者層がコミュニティ形成
の主力になっていること，の二点が明らかになっ
た。しかし同時に，都市開発により旧住宅区が再
開発され，最終的に土着の住民が排除され，新興
住宅街になるとも指摘している〔傅（2010）〕。傅
の分析は，李の社区地域性に基づく分類法を採用
し，「一般住宅社区」に限定して考察しているのが
特徴である。李は大連市の社区を①新興「郊外住

9) 居民委員会とは，「都市居民委員会組織法」によると「自己管理，自己教育，自己奉仕の末端大衆自治組織」と
定義される。日本の町内会に相当する。
10)「民政部関于在全国推進城市社区建設的意見」中弁発〔2000〕23号。
11) 行政村は農村地域の最末端の行政区画であり，複数の自然村から構成される。
12) 例えば社会治安，公共衛生，労働就業，社会保障等および高齢者，障碍者，未成年者，流動人口の権益保障等で
ある。
13) 社区ガバナンスとは，共産党の指導下で行政，民間組織，住民が協働で社区公共事務を管理する活動を指す。
14) 物業管理公司は，ビル管理サービス会社である。
15) 業主委員会とは，「物業管理条例」に基づいて成立した分譲マンションの所有者の代表組織であり，日本の管理
組合に相当する組織である。
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宅社区」，②企業集団住宅社区，③機関・事業単位
住宅社区，④再開発の旧民家社区，⑤外来人口の
多い混合社区の5タイプに分類している〔李
（2002）〕。このうち，②企業集団住宅社区と③機
関・事業単位住宅社区は従来の単位型住民区，す
なわち同じ職場の人間から構成される住民区であ
る。従来の住宅制度下では住宅分配が単位ごとに
行われていた。しかし，住宅制度の市場化改革が
実施されて以降，このような職場を中心に形成さ
れた住民区は減少する一方である。都市部の社区
においては，人口流動が頻繁であり，住民が普段
から顔を合わせる機会も少ない。社区への無関
心，社区共同事務への参加意欲の低下などによ
り，大都市ほど社区のコミュニティ形成が難しい
と言わざるを得ない。さらに戸籍制度により，同
じ社区に住んでいても現地戸籍保有者グループと
そうではないグループに分断される。公共サービ
ス提供は戸籍登録に基づいて行われるために現地
戸籍を有していないグループはサービス提供の対
象外となる。こうしたことも，社区への帰属感・
アイデンティティの一層の希薄化を招くと考えら
れる。結果的に，都市社区ではパットナムのソー
シャル・キャピタル論における市民共同体または
コミュニティの形成が困難となるのである。
これまでみてきたように，現在の都市社区は，
費孝通やテンニースの定義した社区でもなく，
パットナムの市民共同体のコミュニティでもな
い。それだけではなく，中国の都市社区に二つの
大きな問題がある。第一に，住民のコミュニティ
への無関心である。第二に，自律性をもつ住民組
織・市民団体が存在していないことである。近
年，農村地域において政府主導による社区建設が
進められているが，都市の社区とは質的な違いが
ある。農村は外来人口の流入がなく，村民たちは
共同財産16)を持ち，連帯感が強い「知人社会」であ
る。その特性を考えれば，中国農村の社区は費孝
通やテンニースの定義した社区，及びパットナム
の市民共同体に近いと言える。このことにより，

次の仮説を立てることができる。都市では相互扶
助に基づく「社区福祉」体制を構築するのが困難
であるのに対して，農村ではこの体制の構築の可
能性があり得る。この仮説を検証する前提とし
て，中国における社区建設について詳細に説明し
ておく必要があるだろう。

2 基層社会の再編としての「社区建設」
中国政府が目指す養老サービス体系において
は，社区が養老サービス提供の拠点となることが
期待される。家庭扶養機能（家族による私的な
サービス提供機能）が衰退していく中で，在宅
サービスによる支援なしには「家庭養老」は成り
立たないであろう。このため，「在宅サービス」は
家族介護の補強として「社区サービス」の中で高
齢者向けサービスの基盤ともなっている。つま
り，中国の高齢者養老問題を解決するにはサービ
ス提供の拠点となる「社区」の動きが重要となる。
それでは，「社区建設」がどのようになされている
のかについて見ていくことにしたい。
都市における社区建設の実態について，江口は
山東省の現地調査の事例から，以下のことを明ら
かにしている。社区建設は，①公共サービス提供
の向上，②社会管理の効率化，③住民自治の要素
の後退，という三つをもたらしている〔江口
（2010）〕。そして，社区建設によって実質的に共
産党・国家の管理的権限を基層社会に浸透させて
いる〔江口（2010），p.118〕。ヘベラーとゲーベル
〔Herberer and Gobel（2011），p.12〕は，共産党と
政府は社区居民委員会を介して法制度や社会生活
を規律する枠組を都市末端まで浸透させることに
成功しており，結果として社会の安定化と共産党
の統治の安定性を確保してきたと指摘してい
る17)。これらの研究の結論は，2010年に発表され
た「都市社区建設工作の強化・改善に関する意見」
とほぼ一致している。同「意見」では，社区居民
委員会の社会管理と社会安定維持の機能を突出さ
せ，社区内の共産党基層組織を中核とする都市社

16) 村民共同財産について，農村では土地集団所有制であり，土地のみならず村所属の山林水鉱山などの資源も村
集団所有となっている。
17) Thomas Heberer, Christian Göbel（2011）, p.12を参照，日本語の表現は橋本誠浩（2020），p.21から引用。

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 4380



03-211_社会保障研究_【黄】_PK.smd  Page 7 23/03/23 19:06  v4.00

区組織体系を機能させることを明確にした一方，
社区運営の所要経費，社区職員の賃金などのすべ
ての経費を政府の財政予算に編入すると定めてい
る18)。つまり，「共産党指導，政府主導，共同参与」
が社区建設の新たな方針となっているのである。
農村社区建設については，2015年に農村地域に
おける社区建設を展開する決定，すなわち「農村
社区建設のパイロット事業を推進させる指導意
見」が発表された19)。その背景として，若年層人
口の流出が続く農村地域において「留守児童」（両
親とも出稼ぎに行って郷里に残された子ども），
「留守婦人」（夫が出稼ぎに行って郷里に残された
婦人），「空巣老人」（一人または夫婦のみで生活す
る高齢者）ばかりが取り残され，村の空洞化が深
刻になっていることが指摘されている20)。この点
について，羅は江西省農村におけるフィールド調
査で明らかにしており，「資源整合，機能強化」
（農村の資源を整合し，公共サービス機能を強化
する）の社区建設が求められると指摘している
〔羅（2006）〕。このほか，任・毛は農村社会管理の
衰弱化，公共サービス提供の不足に対応するため
に農村社区建設が行われていると主張しており
〔任・毛（2015）〕，胡は農村社区建設の本質は共産
党組織・基層政府の指導下で，行政村単位で村党
支部，村民委員会が民主的管理方法を用いて，政
府，社会，村民の力を合わせて農村インフラ整備，
環境美化，公共サービス提供能力の強化を図るこ
とであると述べている〔胡（2008）pp.17-18〕。い
ずれにせよ，2015年に発表された「指導意見」に
おいても，農村資源の整合，農村公共サービス水
準の向上などが強調されている。現在，空洞化・
過疎化が続く農村では，農村社区建設と農村共産
党組織建設が同時に展開されており，農村共産党
組織の指導下で村民自治を基礎とする農村社区ガ
バナンス体制を健全化し，「党政主導・社会協働」
の農村社区建設を行政村単位で進めるのが特徴で
ある。2017年，都市農村の社区ガバナンスの健全

化を図る「都市農村社区ガバナンスの強化及び改
善に関する意見」が発表された。同「意見」では，
2020年までに「基層党組織指導，基層政府主導，
共同参与」の社区ガバナンス体制を形成させるこ
とを，社区建設・社区ガバナンスの総目標として
掲げられている。これは，その総目標を実現する
ことで，社区公共サービス，公共管理，公共安全
が保障され，共産党の執政基盤の補強，ひいては
基層政権の強固につながることを期待してのもの
と考えられる。
以上のことをまとめると，都市や農村を問わ
ず，「社区建設」は共産党・政府主導による基層社
会の組織化，公共サービス提供能力の向上，基層
社会管理の強化という三点が主要なポイントと
なっていることがわかる。こうした社区は中国の
高齢者福祉サービス提供の拠点として位置付けら
れ，「家庭養老」への支援の役割を担うことが期待
されている。しかしその一方で，真に機能する
「社区サービス」や「社区養老」の構築が可能なの
かという疑問も依然として残っている。

Ⅳ 社区サービスと「社区養老」の実態

中国社会で期待されているような「社区サービ
ス」や「社区養老」の構築が可能であるかという
疑問を解明するために，まず「社区サービス」と
「社区養老」の実態をみることが肝要である。「国
務院による社区サービス工作の強化・改善に関す
る意見」によると，社区サービスは政府による公
共サービス（行政サービス），社区住民の相互扶助
によるサービス（互助サービス），民間組織による
ボランティアサービス（ボランティアサービス），
市場によるサービス（市場サービス）の四つに大
別される21)。現状では市場によるサービスが未発
達であるので，社区サービスが主として公益的・
公的福祉サービスの性格を有するとされている。
そして，多くの地域では社区職員という職業が現

18)「関于加強和改進城市社区建設工作的意見」中弁発〔2010〕27号。
19)「関于深入推進農村社区建設試点工作的指導意見」中弁発〔2015〕30号。
20) 同上。
21)「国務院関于加強和改進社区服務工作的意見」（国発〔2006〕14号）。
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地戸籍を有する非就業の住民に限定されており，
貧困住民へのワークフェア（「公益性崗位」）とし
て運用されている。しかし，このように社区サー
ビスを公益的・公的福祉サービスと位置付けるこ
とが，市場によるサービス提供の不足をもたらし
ているのではないかと考えられている22)。なお，
社区高齢者向けサービスについては，民政部によ
れば，「家庭養老」を中核とし，社区サービスを基
幹とし，専門サービスを頼りに，在宅高齢者に生
活介護，医療介護，精神的ケア，文化娯楽を提供
する養老サービスであると定義されている。「社
区養老」は，家庭での介護を中核として社区が家
庭訪問介護と社区デイケアの二つの形態で高齢者
にデイケア，生活介護，家政サービス，精神ケア
などのサービスを提供するというものである。
「社区養老」の特徴は，高齢者が住み慣れた自宅・
地域で生活して家族介護を継続しながら，社区高
齢者向けサービスを利用するところにあるとされ
る。以下，都市と農村の事例を取り上げて，「社区
養老」の実態を検討することにしたい。

1 都市部における「社区養老」の事例
まず都市における社区サービスや「社区養老」
について北京を事例にして検討する。北京市は，
中国の社区サービスの最も先進的な地域であると
されている。現在，北京市においては「15分内
サービス圏」が構築されており，いわゆる養老
サービス拠点のネットワークとして位置付けられ
ている。北京市政府は，社区養老サービス事業の
発展を促進させるためにサービスの規範化，サー
ビスの充実化，専門人材養成などに注力し，「北京
市居宅養老サービス条例」（2015），「北京市社区養
老サービス拠点運営支援弁法」（2018），「北京市養
老サービス人材養成・研修実施弁法」（2018）など

の支援政策を制定・実施してきた23)。また，社区
養老サービス事業の効率化・便利化を図るために
「インターネット＋社区養老サービス」のプロ
ジェクトを展開し，国民的appのwechatを活用し
た社区居宅養老サービスapp予約システムを導入
している〔『中国商報』（2019/ 11/ 30）〕。それにも
かかわらず，現状ではさまざまな課題が表面化し
ている。第一の課題は財源である。社区養老サー
ビス事業の継続は財政補助に依存している。北京
市の養老サービス拠点の営業収入は政府補助，介
護サービス利用料金，配膳サービス料金から構成
されるが，政府補助が占める割合が最も大きい。
『中国商報』の調査・報道によると，政府補助が営
業収入の50％を超える社区養老サービス拠点が全
体 の 40％ を 占 め て い る〔『中 国 商 報』
（2019/ 11/ 30）〕。なお，政府補助は養老サービス
事業の家賃補助，開業一時的補助，営業補助で，
そのうちの営業補助はサービス利用量に応じて給
付するものである。
第二の課題は，提供されたサービスと高齢者の
実質的なニーズとの乖離である。北京市の社区養
老サービス拠点は，生活介助，ヘルプサービス，
食事介助，健康指導，文化娯楽，精神ケアという
六つのサービスを提供している。陳・呉の調査に
よると，北京市の社区養老サービスは供給過剰と
供給不足の問題が併存している。具体的には，社
区養老サービスの中の文化娯楽サービス，生活
サービスが供給過剰状態である24)。他方，看病，
病院・通院付き添い，訪問介護，訪問診療，慢性
病看護，健康管理，デイケアなどの専門的・医療
的介護サービスが少ない〔陳・呉（2016）〕。つま
り，社区高齢者向けサービスは，専門的・医療的
介護サービスが不足する一方，文化娯楽サービス
や便利屋サービスが供給過剰となっており，ニー

22) 社区サービスが公益的，公的福祉サービスと位置づけられ，一般的に低価格または無償で提供されるものであ
ることから，市場によるサービスの拡充が困難となる。現在，政府は財政補助を通して市場によるサービスを奨
励している。
23)「北京市居家養老服務条例」（2015），「北京市養老服務設施専項規劃（2015-2020）」，「北京市社区養老服務驛站運
営扶持弁法」（2018），「北京市養老服務人才培養培訓実施弁法」（2018）。
24) 文化娯楽サービスには太極拳，保健体操，園芸，書道，踊り，歌，手工芸品制作，絵画制作などの14項目が含ま
れる。それらの項目の利用率が極めて低いのにもかかわらず，各社区がそのようなサービスを拡充している。給
食サービス，配膳サービス，掃除，買い物代行等の生活サービスの使用率も低い。
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ズの実態に見合ったサービスが提供されていな
い。
第三に，サービスの提供手段として，本来期待
されるべき相互扶助が弱いことである。北京市の
社区養老サービス事業は社区居民委員会によって
展開されておらず，民間企業に委託したビジネス
事業として展開されている。北京市は政策優遇や
公設民営などの方式で社区養老サービス事業を支
援している。前述の通り，大都市では社区に対す
る帰属意識の低さから相互扶助に基づく福祉体制
の構築が困難であり，北京市も社区の住民同士に
よる相互扶助によるサービスに頼ることなく，市
場化という手段により社区高齢者向けサービスを
拡充せざるを得ないことは理解できる。しかし，
この民間委託の結果として，提供される福祉サー
ビスとニーズが乖離するのであれば，それは何ら
かの形で改善することが望まれる。なお，社区養
老サービスに対する北京市民政局の公定価格は，
食事サービスが30-50元（約600-960円）／回，重度
要介護者の入浴介助が 70-180元（約 1300-3400
円）／回，「失能老人」25)の病院・通院付き添いが80-
180元（約1500-3400円）／回，夜間訪問介護が12時
間で200-220元（約3800-4200円）となっている。
同様の状況は，長春市においてもみられる。
張・中山のフィールド調査によると，長春市の社
区居民委員会による高齢者在宅サービスについて
は，①養老サービス担当職員が「公益性崗位」26)と
位置付けられている。②在宅サービスの提供者
は，社区の養老サービス職員である。また社区内
の高齢者介護などのボランティア活動の中心は社
区の職員である。③22項目のサービスでは，「買
い物代行」，「通信機の設置」・「住宅の修繕」や情
報提供などのサービスが大半を占めている〔張・
中山（2013）〕。つまり，長春市においても高齢者
サービスは便利屋サービスに集中していることが
明らかになった。また，社区高齢者サービス及び
そのボランティア活動は住民同士ではなく，社区
職員が中心となって行っていることもわかった。

このように，大都市においては養老サービス体系
の拠点とされる「社区福祉」が，相互扶助による
サービスとしては期待通りに拡大されていないの
が実状である。

2 農村地域における「社区養老」の取組
農村における「社区養老」の取組については，
河北省邯鄲市の「互助幸福院」の取組事例が社会
の注目を集めている。河北省邯鄲市の卜寨村は農
村高齢者支援システムの国家構想における互助幸
福院の発祥地といわれている。2008年に，同村の
村民委員会は放置されていた廃校（小学校）の校
舎を改築し，25名の「独居老人」（一人暮らし高齢
者）を集めて入居させ，全国初の互助幸福院が誕
生した。農村では若者が都市へ出稼ぎに行き，高
齢者が残され，いわゆる「空巣老人」（高齢者夫婦
のみ世帯）や「独居老人」が多い。近年では，「独
居老人」が突然の発病で倒れた場合に発見が遅
れ，迅速な治療が受けられずに死亡するケースも
増えている〔張（2017），p.20〕。「独居老人」を集
めて居住させることで，突然の発病などの緊急対
応が可能となる。例えば，夜中にトイレにいく途
中に倒れたり，急病や発作が生じた場合にも，早
期に発見され迅速な治療を受けさせることで命を
助けることができる。このように，互助によって
危機の発見と早期の対応が可能となる。その他，
日常生活の中で比較的若い高齢者または健康な高
齢者がそうではない高齢者の世話（生活介助・介
護）をしたり，手助けをしながら集団生活を過ご
すことで，孤独感の排除や，必要とされていると
いう実感や生き甲斐につながるなど好循環にも寄
与するであろう。
邯鄲市の互助幸福院の特徴は，「村が主体とな
り，互助によるサービスをすすめ，住民の参加を
得て，政府が支持する」（村級主弁，互助服務，群
衆参与，政府支持）」ことである。こうした互助幸
福院による互助養老モデルの最も顕著な特徴は低
コストであり，「住民が入居の費用を負担でき，村

25)「失能老人」とは行動能力喪失の高齢者を指している。
26)「公益性崗位」とは，労働能力はあるが，再就職が困難となる困窮者を救助するために設置された職種であって
現地戸籍保有者に限定されるワークフェアである。
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集団が設立の費用を負担でき，政府が支援でき
る」として民政部からも評価されている。なお，
入居者の自己負担は主に食費であるが，子どもが
施設を訪問する際に米や野菜などを持ってくるこ
とも多いため，実質的には毎月の費用はわずか
20～30元（400～600円）程度に収まっている。
2019年10月までに，邯鄲市の農村地域では4000の
互助幸福院が設置された27)。こうした高齢者間の
助け合いに基づく「互助養老」のモデルは，高齢
者が住み慣れた地域で余生を送ることができると
いう点が大きな魅力である。現在，村が集団所有
する山林水や土地の貸出に伴う収益は，村集団の
高齢者福祉事業に使うことができると規定されて
いる。このような高齢者間の互助に基づく高齢者
支援体制が中国農村の高齢者養老問題解決の糸口
になることが期待されている。

3 小括
これまで都市と農村の事例を取り上げて「社区
養老」の実態を検討してきた結果，都市社区では
住民同士の相互扶助によるサービス提供が期待通
りには拡大していない一方で，農村社区では村民
の相互扶助に基づく高齢者支援体制が模索されて
いることがわかった。パットナム（2001）のソー
シャル・キャピタル論によれば，支配・従属関係
に基づく垂直的なネットワークでは，社会的信頼
や協力が維持されず，市民的積極参加による水平
的なネットワークこそが，市民の間に社会的信頼
や協力を生み出すことになる。中国における「社
区建設」は，共産党・政府による基層社会の再編
として展開されるものであることから，社区にお
けるネットワークは権力の支配・従属関係に基づ
く垂直的なネットワークであると言わざるを得な
い。都市社区における住民同士の相互扶助による
サービスが浸透していないのは，こうした事情も
反映していると思われる。しかし，こうした社区
がパットナムのソーシャル・キャピタル論におけ
るコミュニティとは異なるとしても，高齢者支援
体制の社区サービス環境が整備されたこと自体は

評価すべきである。また，農村部では，「社区建
設」を通じた共産党・政府の介入により，過疎化
が続く農村地域における農村資源の整合，公共イ
ンフラ整備，公共サービス提供の強化などがもた
らされている。そして，その結果として，「知人社
会」である農村（または集団財産を持つ村集団）
における「社区養老」に必要なプラットホーム
（基本的な施設，経費など）の提供が実現している
という点も見過ごせない。

Ⅴ おわりに

本稿は「家庭養老」や「社区養老」を中心に，
中国の高齢者向けサービスの現状及びその限界を
先行研究のレビューを通じて明らかにするととも
に，ソーシャル・キャピタル論の視点から社区の
性格や相互扶助に基づく「社区養老」の可能性を
検討した。これまでの分析により，次のようなこ
とが明らかになった。
第一に，中国では家族介護の伝統意識が依然と
して強く残っている点である。このことは，今後
の中国で高齢者福祉政策を推進していくうえで重
要なポイントとなるであろう。
第二に，都市における社区サービスの限界であ
る。中国政府は社区によるサービスを家族介護へ
の支援として位置付けるとともに，互助サービス
も期待している。このような「家庭養老＋社区養
老」を通して，高齢者が住み慣れた自宅・地域で
の家族介護を継続しながら，社区による高齢者向
けサービスを受けることで，介護費の低減，介護
事業の効率化が期待されている。しかし，現状で
は，都市では社区による高齢者向けサービスの専
門性が低く，それに加えて，住民同士による互助
サービスも期待通りには機能していない。その背
景としては，都市では人口流動が激しく戸籍制度
による社区住民の分断化があること，さらに，住
宅所有権による持ち家層と賃貸層との差別化があ
ることなどが挙げられる。こうした事情により，
住民の社区に対する帰属意識・アイデンティティ

27) 新華社「河北邯鄲市：互助幸福院里 “夕陽紅”」http://www.gov.cn/xinwen/2019-10/07/content_5436747.htm（2022
年6月8日アクセス）。
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は希薄にならざるを得ず，こうしたコミュニティ
への無関心，社区事務への参加意欲の低下など
が，都市における互助サービスの発展を阻害して
いると考えられる。こうした現状に対して都市の
社区養老サービスを拡充するための現実的な手段
としては，民間委託により市場サービスを拡大す
るか，財政投入を増やして行政サービスを拡大す
るかという二つの方向性を検討することが必要と
なる。
第三は，都市では相互扶助に基づく「社区福祉」
の構築が困難であるのに対して，農村ではその実
現可能性が十分ありうるということである。農村
は，外来人口の流入がなく集団共同財産を持つ
「知人社会」である。つまり連帯感が強くパット
ナムのソーシャル・キャピタル論におけるコミュ
ニティに近い。このため，「社区建設」が共産党・
政府主導によるものであるとしても，農村社区は
都市社区に比べて地域の絆や連帯感が強い。実
際，農村社会においては「互助養老」が自発的に
模索されている。農村社会を起源とする「互助養
老」は，社会の注目を集めており，政府もその普
及を目指している。
これらのことから，次のような提言をしたい。
第一の提言は，家族介護を支える基盤の整備であ
る。家族介護を支援する在宅サービスなどの社区
サービスの拡充が重要である。特に高齢者の実質
的なニーズに着目し，看病，病院・通院付き添い，
訪問介護，訪問診療，慢性病看護，デイケアなど
の専門的・医療的介護サービスを拡充すべきであ
る。第二に，低コスト・持続可能な高齢者支援体
制の構築という観点から，都市社区における高齢
者向けサービスの拡充はビジネス事業（市場原
理）として開発していくことを提言したい。一
方，農村では高齢者の消費能力が限定的である
（低い所得・資産による節約志向）ために，市場原
理で高齢者サービスを拡充するのが困難である。
そこで，第三の提言として，農村地域については
政府が財政投入を拡大して高齢者サービス提供の
底上げをするとともに，「社区養老」に必要なプ
ラットホーム環境を整備し，「互助養老」の活発化
を促進することを現実的な方策として提言するこ

とにしたい。
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A Study of theʠHome Careʡ＋ʠCommunity CareʡModel in China

HUANG Zhang＊

Abstract

This paper clarifies the current status and limitations of services for the elderly in China, focusing on

“family caregiving” and “community caregiving，” through a review of previous studies, and examines the
nature of community caregiving and the possibility of “community caregiving” based on mutual assistance

from the perspective of social capital theory. The results of the study are as follows：（1）The traditional
consciousness of family caregiving remains strong in China.（2）The limitations of “community caregiving”
in urban areas. The Chinese government has positioned “community caregiving” as support for family

caregivers and expects them to provide mutual aid services as well. However, the current situation in cities is

that services for the elderly by “community caregiving” are not specialized enough, and in addition, mutual

assistance services among residents are not functioning as expected. This means that while it is difficult to

establish “community welfare” based on mutual assistance in urban areas, it may be feasible in rural areas.

Keywords：Home Caregiving, Community Caregiving, Social Capital, Mutual Aid
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（所内研究報告（人口））情報

人口統計資料集
――その概要と近年の動き――

貴志 匡博＊

当研究所が刊行している「人口統計資料集」（以
下，本資料）について紹介の機会を得たので，刊
行目的，編集の考え方，近年の刊行をめぐる動き，
本資料の役割についてお伝えしたい。なお，実際
の利用にあたっては，本資料の「利用の手引き」
も参照いただけると幸いである。

Ⅰ 刊行目的と編集の考え方

「人口統計資料集」は，人口の調査研究に資する
ことを目的として，当研究所が人口現象に関する
最新の統計を広く国内外にわたって収集し編纂し
たものである。人口研究の推進には，国内のみな
らず広く統計を収集，把握する必要がある。主要
な人口統計を，長期にわたって収集，整理するこ
とにより，人口転換理論に代表されるような長期

的な人口変動の解明や，昨今の新型コロナウィル
ス感染症の蔓延に伴うような，歴史的な事象に伴
う人口動態への影響を把握する基礎的な資料とし
て役立つと考えられよう。そうした目的から，本
資料は，冊子体の形で1982年に刊行が開始され，
以後も原則として年1回の定期的な発行を継続し
ている。
本資料の編集は，掲載を続けている表の形式と
構成を踏襲しつつ，最新の人口統計を収集し更新
している。表の形式や掲載ページ，表番号を大き
く変更せず，更新を重ねることを基本的な編集の
考えとしているが，同じ統計表の作成が困難な場
合などには，適宜見直しや改訂を行っている。
2012年版以降に形式などを変更した主な表や図は
以下〔表1〕のとおりである。
冊子体刊行の特性として，限られた紙幅に収め

＊国立社会保障・人口問題研究所 人口構造研究部主任研究官

社 会 保 障 研 究 Vol. 7 No. 4388

表1 人口統計資料集2012年版以降において変更を行った主な表や図
変更年 番号 変更点 表図名

2021年版～ 表8-19 変更 性，国籍別15歳以上外国人の就業人口および外国人人口に占める割合
2016年版～ 表12-35 新規 都道府県，性別平均初婚年齢
2016年版～ 表6-23 変更 性別50歳時の未婚割合，有配偶割合，死別割合および離別割合
2015年版～ 表9-12 新規 地方別人口集中地区の人口および地域別人口に占める割合
2015年版～ 表10-15 新規 国別海外在留および長期滞在日本人人口（上位25位）
2014年版～ 表4-16 新規 出生順位別合計特殊出生率および平均出生年齢
2013年版～ 表7-32 新規 主要国の世帯の種類別一般世帯数および平均世帯人員
2012年版～ 表4-18 新規 UNECE加盟国における母の第一子平均出生年齢
2012年版～ 表12-41 新規 都道府県別，府県間移動数
2012年版～ 表12-42 新規 都道府県別転出数および転出先順位（上位3位）
2012年版～ 図12-1 新規 全国および特定県の人口ピラミッド

資料：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」
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る必要があり，時系列表において掲載年次を選定
するなどの作業も行っている。各表の出典は原則
として国内外を含め公的な統計であり，一般にお
いて入手，閲覧が可能なものとしている。例え
ば，国内の出生に関する大部分の表は，厚生労働
省政策統括官（統計・情報政策，労使関係担当）
「人口動態統計」を参照しており，基本的に出典と
なる統計をそのまま掲載している。ただし，年齢
別の出生率や死亡率がもつ「真の」人口動態率を
示す安定人口動態率などといった一部の諸率につ
いては，こうした公的な統計を基に専門的な計算
がなされた結果を掲載している。こうした諸率や
指標はやや専門的であることから，表の脚注に各
種指標の説明を掲載し，利用者の便を図ってい
る。
本資料は，毎年度末を目途に刊行している。刊
行に合わせ，基本的にすべての統計表について更
新と確認を行っている。各統計表の基となる統計
について，新たな統計が公表されていれば，各統
計表に最新の結果を反映する。例えば，「人口動
態統計」1)のように，毎年公表となる統計では，毎
年の更新となる。一方，「国勢調査」に基づく表
〔本資料 表1-4など〕であれば，5年ごとの更新と
なる。また，日本の総人口に関する表〔本資料
表1-1，表1-3など〕のように，国勢調査年以外は，
国勢調査後の人口変動に基づき推計されている総
務省統計局「人口推計」を参照・掲載し，時系列
の変化を把握できるようにしている表もある。
そのほかにも，当研究所が行っている「日本の
将来人口推計（以下，全国推計）」の公表後には，
関連する表や図〔本資料 表1-5，図2-1など〕につ
いて更新を行い，本資料およびホームページに掲
載するよう努めている。また，出典元の統計表に
改訂が生じた際は，内容を確認し随時訂正や改訂
したものをホームページに掲載している。
本資料が用いている統計は基本的に各回・年次
で完結するように作成されているが，本資料では

それらをさらに時系列などによって一覧・比較が
出来るよう配慮するとともに，出来るだけ最新の
数値を取り入れるよう心がけて編集している。

Ⅱ 資料集の構成

本資料は，以下の12の分野で構成されている。
はじめに人口について総人口および年齢構造を示
した後，人口変動の3要素である出生，死亡，人口
移動のほか，人口と密接な関係にある世帯や労働
力，国内の地域や国籍別人口について網羅する構
成となっている。表のみならず，時系列での変化
が注目される総人口や年齢別人口，人口動態率，
出生数，死亡数などは，表だけでなく図も掲載し
ている〔本資料 図1-1，2-2，3-1，4-1，5-1など〕。
Ⅰ．人口および人口増加率
Ⅱ．年齢別人口
Ⅲ．人口動態率
Ⅳ．出生・死産（家族計画）
Ⅴ．死亡・寿命
Ⅵ．結婚・離婚・配偶関係別人口
Ⅶ．世帯
Ⅷ．労働力
Ⅸ．地域移動・地域分布
Ⅹ．国籍別人口および国際移動
Ⅺ．教育
Ⅻ．都道府県別統計

本資料に掲載の図表はすべて当研究所のホーム
ページにも掲載している。過去版についても，
2003年版以降はエクル形式のファイルを利用・参
照できるようにしている。また，当研究所の「全
国推計」公表の年次を目途に，英語版2)の本資料も
作成し，ホームページ上で公開している。
なお，本資料で扱う地域区分は基本的に，国内
においては都道府県，世界においては国までを単
位としている3)。

1) 本資料では「人口動態統計（確定数）」を参照している。
2) 英語版は本資料のうち都道府県別統計以外から特に重要な表に限定し，エクセル形式のファイルのみ公開して
いる。https://www.ipss.go.jp/p-info/e/Population%20%20Statistics.asp
3) 当研究所が公表する「日本の地域別将来推計人口」では，市区町村単位の将来推計人口も扱っている。

人口統計資料集――その概要と近年の動き―― 389
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Ⅲ 「人口統計資料集」をめぐる近年の動き

近年の本資料における動きとして，以下の取組
や対応を紹介する。2014年の「地方創生」以降，
人口問題への関心の高まりとともに，長期時系列
の統計表を求める問い合わせをいただくことが増
えていた。こうした要望に応えるべく，2021年版
以降では，一部の統計表において，統計が存在す
る年次をすべて網羅した表を，ホームページ上で
公開している〔本資料 表2-5など4)〕。今後もこ
うした長期時系列表の更新を継続する方針であ
る。
次に，近年の統計調査では，不詳の増加が問題
となっている。総務省統計局も「国勢調査」にお
ける不詳の増加に対応し，案分補正の対象を従来
の年齢，国籍（日本人か否か）に加え，2020年調
査では配偶関係，労働力状態，産業大分類，職業
大分類，従業上の地位，従業地・通学地，5年前の
常住地について，不詳を補完した統計表を参考と
して公表している5)。本資料においては従来から
各種人口動態率の算出に年齢・国籍が案分補正さ
れた人口を用いていることから，配偶関係別人口
などについても不詳補完値を用いた表を掲載する
こととしている〔本資料 表6-24など〕。
また，2020年版以降のホームページに「問い合
わせの多いデータ」，「よくあるご質問」のコー
ナーを設け，利用者が人口統計によりアクセスし
やすくなるように改善を行った。
そのほかにも，2019年に「人口動態統計」にお
ける報告漏れが公表されたことを受け，本資料に
おいても報告漏れを反映した改訂値を順次掲載す
るなどの対応も行った。このように，編集にあ
たっては最新の数値を提供できるように務めてい
る。

Ⅳ 本資料の役割

本資料の役割は，専門的な視点から主要な人口

統計を広く社会に提供することである。しかし，
本資料の役割は，こうした単純な統計表の提供に
限られたものではない。前述のように，本資料は
人口に関する多様な数値や指標を扱っているた
め，専門家のみならず初学者も含めた幅広い利用
者から，問い合わせや照会を数多く受けている。
問い合わせ内容は，単純な掲載内容に留まらず，
人口現象と人口問題へと広く及んでいる。これ
は，本資料が現状の人口統計の提供のみならず，
問い合わせや照会を通じ，人々と当研究所を結ぶ
ひとつの架け橋なっていることを示すものと考え
られ，編集に携わる一人として嬉しく思ってい
る。このような人口現象に関する対話によって，
皆さんが人口問題を考える際の一助となっていれ
ば幸いである。
本資料が1982年以降長期にわたり刊行を続けら
れるのは，人口統計の提供にとどまらず，架け橋
としての役割を理解し，日々の対話に地道に応じ
てきたからとも考えられる。人口に関する専門的
な視点に基づく，主要な人口統計を提供するとい
う本資料の役割は，今後も変わるものではないと
思われる。こうした本資料の担ってきた役割を強
く意識し，引き続き刊行に取り組みたい。近く刊
行が見込まれる2023年版（第40集目）がお手元に
届いた際には，ぜひ手に取ってご参照いただけれ
ばと思う。

参考文献
国立社会保障・人口問題研究所（2022）「人口統計資料
集2022」，人口問題研究資料第345号，pp.1-279。
総務省統計局（2021）「参考表：不詳補完結果 不詳補
完結果（参考表）に関する解説及び参考」，https://
www. e-stat. go. jp / stat-search / files? page = 1&layout =
datalist&toukei=00200521&tstat=000001136464&cycle
=0&year=20200&month=24101210&tclass1=00000115
4387&tclass2=000001159628（2023年1月27日最終確
認）。

（きし・まさひろ）

4) 本資料の表タイトルに【★】を付している。
5) 詳細は総務省統計局（2021）を参照。
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（所内研究報告（人口））情報

地方創生戦略の評価・策定に資する地域人口分析

小島 克久＊

Ⅰ はじめに

「地方創生」という言葉が，わが国の政策のキー
ワードとなっている。地方創生とは，「人口急減・
超高齢化というわが国が直面する大きな課題に対
し，政府一体となって取り組み，各地域がそれぞ
れの特徴を活かした自律的で持続的な社会を創生
することを目指す」（「地方創生」webサイトによ
る）である。
「地方創生」に関する議論では，“まち・ひと・
しごと” の好循環による持続可能な地域のあり方
が模索されている。重要課題の1つである東京一
極集中に関しては，大都市から地方への若年人
口，ならびにシニア層のUIJターンを促す取り組
みが重要である。そのための取り組みは地方自治
体によって続けられているものの，いまだ期待さ
れる成果が出ているとは言い難い。現在では，新
型コロナ感染症の広がりも相まって大都市への人
の流れは急激に緩和されている一方，新しい生活
様式への対応としての地方移住も見られる。しか
し，今後の展開を明確に述べることは難しい。
本研究では，地方における若年人口の転出超過
の要因，ならびに出生率低迷の背景について，定
量的及び定性的な分析に資する情報収集や知見を
積み重ねることを目的に，令和元年度から令和3
年度まで実施した研究事業である。本稿ではその
内容などについて紹介する。

Ⅱ 本研究事業の内容

本研究では，以下の3つの事業を進めた。

（1） 所外研究機関との連携
ここでは，研究所が行っている，東京大学地域
未来社会連携研究機構の地域未来社会研究拠点事
業との連携の一環として，研究会及びセミナー等
への参画を行った。

（2） 地方自治体との意見交換など
福井県と秋田県に対して事業を進めた。福井県
においては，地方創生戦略の策定及び進ḿ評価作
業等に参画し，地域人口に関する定量分析，人口
減少対策に係る助言等を行った（令和元～3年
度）。
秋田県においては「少子化要因調査・分析事業」
等への連携を通じて，地域人口に関する定量分
析，人口減少地域における社会経済的要因に係る
ヒアリング調査を行い，県及び市町村が実施する
地方創生関連事業に資する基礎資料として研究報
告書の作成に協力した（令和2年度）。そして，直
近の出生率等人口動態に関する分析と情報提供を
行った（令和3年度）。

（3） 外部有識者との意見交換
地域人口，地方創生の動きを的確に把握する目
的で，これらの分野に詳しい外部有識者との意見

＊国立社会保障・人口問題研究所 情報調査分析部長

地方創生戦略の評価・策定に資する地域人口分析 391
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交換を目的とした研究会を行った。外部有識者と
して，内閣官房まち・ひと・しごと創生本部関係
者，研究者および自治体関係者を招いて，講演と
意見交換を行った。その実施状況として，令和2
年度は5回，令和3年度は4回行った。当初は研究
所の会議室にて対面方式で行っていた。しかし，
新型コロナ感染症の広がりへの対応として，令和
2年度末からはオンライン方式に切り替えて行っ
た。取り上げたテーマの例は以下の通りである。
令和2年度：北九州市，臼杵市，姫路市の人口動

向，「創造的移住者」と地方都市再
生

令和3年度：集落の集住化と「むらおさめ」，地
域別人口将来推計に基づいた地域
生活及び支援体制のあり方の検討，
豊田市における保健活動

地域人口の動向から，地域の再生，保健活動，
地域別将来推計人口の活用など，多岐にわたる
テーマを取り上げたところである1)。
各年度の成果は「所内研究報告書」としてまと
めたところである。また，研究班メンバーが各自
の関心に基づく論文発表，学会報告を行った2)。

Ⅲ 本研究事業の今後の展開

本研究事業は3カ年にわたって行われた。その

結果，地域創生について議論するには，地域人口
の現状分析や将来の見通しを土台にした議論を基
礎におくことの重要性を痛感した。地域の再生，
高齢化への対応，産業の振興など，どの分野でも，
地域の人口が今どのようになっているか，今後ど
のように推移するのかの見通しを的確に理解する
ことが，これらの分野における的確な政策対応に
つながる，という理解に達した。そこで，研究プ
ロジェクトのあり方を見直し，令和4年度からは，
ほかの研究プロジェクットと合流する形で，現在
は「持続可能な地域社会構築に向けた人口分析」
という研究事業にその内容を引き継いでいる。
研究所は人口と社会保障に関する研究を行う
が，両者が個別に研究を行うのでなく，お互いが
協力，交流しながら研究することも多い。社会保
障や社会福祉分野では，より地域に密着した社会
保障，社会福祉サービスの構築が求められてい
る。これに関係する政策立案に資する知見を示す
ことが研究所にも求められる。そのため，人口，
社会保障どちらの分野でも，地域人口の動きを意
識した研究がますます求められると考えている。

（こじま・かつひさ）

1) 外部有識者との意見交換の詳細は『国立社会保障・人口問題研究所年報』（令和2年版，3年版，4年版）を参照の
こと。https://www.ipss.go.jp/site-ad/index_Japanese/BusinessAnnualReport.html（令和4年10月20日最終確認）。
2) 作成した報告書のタイトルなどは以下を参照のこと。
国立社会保障・人口問題研究所webサイト「所内研究報告」
https://www.ipss.go.jp/publication/j/shiryou/syonaishiryou.html（令和4年10月20日最終確認）。
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新刊紹介

小野太一 著
『戦後日本社会保障の形成－社会保障制度審議会と有識者委員の群像』

（東京大学出版会，2022年）

竹沢 純子＊

社会保障制度審議会（以下「制度審」）は，終戦
直後の1948年から2001年までの約半世紀にわた
り，内閣総理大臣所管の審議会組織として，関係
各省，関係団体，有識者，国会議員を含むメン
バーから構成され，旧厚生省等の社会保障の制度
所管部局が運営する審議会とは別の立場から勧告
や答申を行った。本書は，制度審が戦後日本の社
会保障の生成，発展に重要な役割を果たし，今日
の社会保障の確立にいかに貢献したかを論証した
ものであり，著者の博士論文がベースとなってい
る。
第Ⅰ部「社会保障制度審議会の軌跡」では，制
度審という組織体に着目して主に政策過程の側面
から通史的な分析を行うことでこの組織の活動の
重要性を明らかにしている。1章ではGHQによる
ワンデル勧告等制度審創設の契機について述べ，
制度審設置法の規定にGHQや日本側の考え方が
いかに反映されたかを検討している。第2章は制
度審の半世紀にわたる活動の概観である。第3章
では，第1節で1，2章から言い得る制度審が果たし
た役割として，第一に，制度審が各省庁の所管す
る審議会とは別格の立場が与えられ，全会一致の
原則の下で，委員の執筆により勧告等がまとめら
れ，制度所管省庁や利害とは離れた大所高所から
の議論がなされる場であったこと，第二に，勧告
や答申を通じて社会保障政策に対する国民の興論
を抽出したこと，第三に，最も政治的なものであ
る社会保障をある程度政治的に扱わないことを可
能にしたことを指摘している。その上で，第2節

で制度審廃止後に設けられた社会保障国民会議等
の会議体の創設経緯を確認し，制度審が後世の政
策形成に与えた教訓をまとめている。廃止に際し
ては，制度審自身が，経済財政諮問会議に社会保
障専門の調査会を設けるとともに，幅広く国民各
層の意見を取り入れる場の設置を提案していた。
普遍性や自立，尊厳，あるいは社会連帯といった
社会保障の意義や価値は，経済・財政問題とはや
や次元を異にするものであるが，経済財政と切り
離しては政策の現実性からの乖離や水準の適切性
が確保されない。両方のバランスを取りながら社
会保障制度の拡充にむけて理論的考究を行い制度
審の場で提示していったのが歴代の有識者委員で
あったことが述べられている。
第Ⅱ部「社会保障制度審議会委員における社会
保障・社会政策の理念」では，歴代の主要有識者
委員のうち近藤文二（第1章），末高信（第2章），
近藤，末高と彼らと同様の立場に立った平田富太
郎（第3章），大河内一男（第4章），隅谷三喜男（補
論）の論考に焦点をあて彼らの理論や思想が制度
審の勧告や建議を通じて社会保障の発展に与えた
影響を論証している。委員自ら起草するスタイル
において有識者の理論や思想が勧告や建議に表れ
ており，現代の官僚主導の起草とは大きく異なっ
ていたことがわかる。
最後に，第Ⅰ部，第Ⅱ部を通じてのまとめを行
い，戦後社会保障の生成・発展に対して制度審が
果たした役割は，主要有識者委員の社会保障に係
る理論や思想に依存していること，その理論や思

＊国立社会保障・人口問題研究所 企画部第三室長

小野太一 著『戦後日本社会保障の形成－社会保障制度審議会と有識者委員の群像』 393
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想は制度審の参画により形成された部分もあり，
相互作用を描き出し，有識者の貢献を論証したこ
とが本書の貢献であるとしている。
著者は，本研究の意義として，社会保障制度の
歴史を扱う先行研究において社保審は取り上げら
れているが，社保審に焦点を当てその創設と発展
に関して一貫した観点から行ったことを挙げてい
る。そもそも行政官であった著者がなぜ研究へ道
を転じ，制度審に焦点を当て社会保障制度の政策
形成過程を解き明かそうとしたのか，動機は書か
れていない。しかし，本書の序の冒頭において，
制度審委員であった今井一男による「社会保障は
最も政治的なものである。そして社会保障は最も
政治的に扱われてはならないものである」が引用
されている。元行政官の立場上，動機を率直に語

りにくいと推察されるが，この一文こそ，著者の
研究の問題意識の根幹であり，社会保障が政治的
に扱われないため制度審のような組織が必要とい
うことが本書の最も伝えたいメッセージであろ
う。本書の大部分は，膨大な史資料を丹念に読み
解き淡々と事実を記述しているが，第Ⅰ部第3章
においては社会保障の政策形成過程に関する著者
の思いが凝縮されており，「制度審の半世紀余り
の歴史から，今日の我々の政策形成のあり方を考
えるに際し学び取れるエッセンスは多々ある」と
結んでいる。社会保障の政策形成過程に関心のあ
る方に一読をお勧めしたい。

（たけざわ・じゅんこ）
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原稿はA4版用紙に横書き（40字×36行）とし，各ページに通し番号をふってください。
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